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平成２６年度 
障害保健福祉部概算要求の概要 

【主な施策】 

                    （対前年度予算増▲減額） 

■ 障害者の潜在力発揮プログラムの推進 
（「全員参加の社会」の構築に向けて）（推進枠） 

 
■ 良質な障害福祉サービス等の確保 
  ・障害福祉サービス 
  ・地域生活支援事業（一部推進枠） 
 
■ 障害者に対する良質かつ適切な医療の提供 
 
■ 障害福祉サービス提供体制の整備（一部推進枠） 
 
■ 地域における障害児支援の推進 
 
■ 重度訪問介護などの利用促進に係る市町村支援事業 
 
■  認知行動療法の普及の推進 
 
■  工賃向上のための取り組みの推進（一部推進枠） 
 
■ 障害福祉サービス事業所などの災害復旧経費 
  【復興（復興庁）】 
 
■ 被災地心のケア支援体制の整備【復興（復興庁）】 
   

厚生労働省 厚生労働省 厚生労働省 

厚生労働省 厚生労働省 厚生労働省 

厚生労働省 障害保健福祉部 

９，１０７億円（＋８７８億円） 

 

 ９．６億円（± ０億円） 

２，２３３億円（＋ ４７億円） 

 
７１億円（＋ １９億円） 

 
９１１億円（＋２４０億円） 

 

 １８億円（± ０億円） 

 

   １．５億円（＋０．５億円） 

５．７億円（＋１．４億円） 

 

９，６２１億円（＋９３１億円） 

 
   ５１４億円（＋  ５４億円） 

 

２２億円（±   ０億円） 

 

 １９５億円（＋１９５億円） 
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○ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援等 

（１）障害者の潜在力発揮プログラムの推進（「全員参加の社会」の構築に向けて）

【新規】（推進枠）                      １９５億円 

「全員参加の社会」の構築を目指すため、障害者の可能性を広げるための環境を整備

すると同時に、障害者の社会参加・就労支援の推進を図ることにより、活躍の機会を拡

大し、障害者の潜在力を存分に発揮できるようにするとともに、雇用の拡大、地域の活

性化、関連産業の振興等にもつなげる。 

 

（２）良質な障害福祉サービス等の確保            ９，１０７億円 

   障害児・障害者が地域や住み慣れた場所で暮らすために必要なホームヘルプ、グルー

プホーム、就労移行支援等の障害福祉サービスを総合的に確保する。 

 

（３）地域生活支援事業の充実（一部推進枠）            ５１４億円 

移動支援や意思疎通支援など障害児・障害者の地域生活を支援する事業について、市

町村等での事業の充実を図る。 

また、障害者の社会参加・就労支援を推進するため、地域振興につながる障害福祉サ

ービス事業所と地域の農家や企業等との連携の促進、一般就労への移行支援の充実強化

及び働く障害者のための交流拠点の整備を実施するとともに、障害者の可能性を広げる

ための環境整備として、サービス等利用計画作成の推進等の相談支援の充実や発達障害

者支援センターの地域支援機能の強化を図る。 

さらに、強度行動障害を有する者に対応する職員の研修に専門研修を設け、適切な個

別支援計画を作成可能な職員の人材育成を図る。 

 

（４）障害児・障害者への福祉サービス提供体制の基盤整備（一部推進枠） 

                    ７１億円 

障害者の社会参加支援や地域移行支援を更に推進するため、就労移行支援、就労継続

支援事業所等の日中活動系サービス事業所の整備促進を図るとともに、ケアホームのグ

ループホームへの一元化等を含めた地域における居住支援のためのグループホーム等

の整備促進を図る。 

１ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児・障害者支援の

推進         １兆４，９５３億円（１兆３，７２２億円） 

障害児・障害者の社会参加の機会の確保及び地域社会における共生を支援するため、

障害福祉サービスや地域生活支援事業の充実、就労支援、精神障害者や発達障害者など

への支援施策を推進する。 
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また、日常生活における介護等を行う生活介護事業所、障害児の地域支援の拠点とな

る児童発達支援センターや障害児入所施設における小規模グループケアによる療育等

発達障害を含む障害児支援の充実を図るための整備及びグループホーム等の利用者の

ニーズに合わせた改修等の整備の推進を図る。 

 

（５）障害児・障害者への良質かつ適切な医療の提供      ２，２３３億円 

   心身の障害の状態の軽減を図る自立支援医療（精神通院医療、身体障害者のための更

生医療、身体障害児のための育成医療）を提供する。 

   また、自立支援医療の利用者負担のあり方については、引き続き検討する。 

 

（６）特別児童扶養手当、特別障害者手当等          １，５０４億円 

   特別児童扶養手当（１，１２２億円）、特別障害者手当等（３８２億円）。 

   

（７）障害児・障害者虐待防止などに関する総合的な施策の推進   ４．１億円 

 ① 障害者虐待防止対策支援事業の推進                 ４．１億円 

   都道府県や市町村で障害児・障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後

の適切な支援を行うため、地域の関係機関の協力体制の整備、家庭訪問、関係機関職員

への研修等を実施するとともに、障害児・障害者虐待の通報義務等の制度の周知を図る

ことにより、支援体制の強化を図る。 

   

② 障害児・障害者虐待防止・権利擁護に関する人材養成の推進       ４百万円 

   国において、障害児・障害者の虐待防止や権利擁護に関して各都道府県で指導的役割

を担う者を養成するための研修を実施する。 

 

（８）重度訪問介護などの利用促進に係る市町村支援事業       ２２億円 

重度障害者の地域生活を支援するため、重度障害者の割合が著しく高いこと等により

訪問系サービスの給付額が国庫負担基準を超えている市町村に対し、人口規模等を踏ま

えた財政支援を行う。 

 

○ 地域における障害児支援の推進 

（１）障害児の発達を支援するための給付費などの確保       ９１１億円 

障害のある児童が、できるだけ身近な地域で、障害の特性に応じた療育等の支援を受け

られるよう、それに係る必要な経費を確保する。 
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（２）重症心身障害児者の地域生活モデル事業の実施         ２４百万円 

重症心身障害児者やその家族への総合的な地域支援体制を整備するため、コーディネー

ターを配置し、障害の状況や個々のニーズ等を踏まえた効果的なサービス利用や関係機関

等との連携のあり方等の総合的なモデル事業を実施する。（５箇所） 

 

○ 障害児・障害者の自立及び社会参加の支援等 

（１）障害者自立支援機器の開発の促進【一部新規】（一部推進枠）  ２．８億円 

ロボット技術を利用した機器が、障害者の自立や生活支援に活かされるよう、企業が

行う開発を更に促進するためのシーズとニーズのマッチング等を行う。 

 

（２）芸術活動の支援の推進【一部新規】（一部推進枠）        ３億円 

芸術活動に取り組む障害者への支援や優れた芸術作品の展示等を推進するため、障害

者の芸術活動支援のモデル事業等を実施する。 

 

（３）障害児・障害者の社会参加の促進               ２７億円 

   視覚障害者に対する点字情報等の提供、手話通訳技術の向上、盲ろう者向け通訳者養

成等を支援し、障害児・障害者の社会参加の促進を図る。 

 

（４）障害児・障害者スポーツに対する総合的な取組        ８．８億円 

障害者スポーツの世界大会でのメダル獲得を目指すトップレベルの競技者に対し活

動費や世界大会（「2015 冬季デフリンピック（開催地未定）」、「2014 アジアパラリ

ンピック（韓国）」）への派遣費を助成するなど障害児・障害者スポーツの振興を図る。 

（本経費については、文部科学省への移管を検討。） 

 

（５）社会参加推進のための相談支援の充実【新規】（推進枠） 

（地域生活支援事業（５１４億円）の内数） 

   相談支援に関するニーズを具体的なサービスに的確につなぐことを目的として、基

幹相談支援センター等に「総合支援コーディネーター（仮称）」を配置し、就職時等

の利用者のライフステージの移行に合わせた総合的なサービス提供を円滑にするた

めの支援を現場に赴いて行う。 

また、平成 26 年度末までにサービス等利用計画の作成を利用者全員に対して実施

できるようにするため、臨時職員等を配置し、サービス等利用計画の作成の促進を図

る。 

 

（６）自治体システムの整備等による相談支援の充実【新規】（推進枠）２９億円 

より本人の心身の状況や生活環境に合った適切なサービス等利用計画の作成等につ
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なげるため、給付実績データの集計・分析機能を附加させるなど、自治体の受給者情

報管理システム等の整備等に対し、財政支援を行う。 

 

 

 

（１）高齢・長期入院の精神障害者の地域移行・地域定着支援の推進【一部新規】 

１．８億円 

「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念に基づき、入院患者の約半数を

占める高齢入院患者に対して、退院に向けた包括的な地域支援プログラムによる治療や

支援等を行い、精神障害者の退院促進や地域定着を支援する。 

また、難治性患者に対して専門的な治療を実施するために、医療機関間のネットワー

クの構築等による支援体制のモデル事業を行う。 

 

（２）精神科救急医療体制の整備                  ２０億円 

   精神疾患のある救急患者が地域で適切に救急医療を受けられるよう体制の充実に取

り組むとともに、身体疾患を合併している患者に対応できる病床の確保や救急搬送受入

体制の強化等により、精神科救急医療体制の整備を推進する。 

 

（３）地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ（訪問支援）体制の整備 

６．８億円 

精神障害者の地域移行・地域生活支援の一環として、治療を中断している患者等に対

し、多職種チームによるアウトリーチ（訪問支援）により、医療・保健・福祉サービス

を包括的に提供し、丁寧な支援を行う活動について実施機関の拡大など実施方法の見直

しを行った上で、更なる取組を進める。 

 

（４）認知行動療法の普及の推進                 １．５億円 

うつ病の治療で有効性が認められている認知行動療法（※）の普及を図るため、従事

者の養成を実施するとともに、平成 26 年度から新たに心理職等の医療関連職種に対す

る研修事業を追加する。 

  ※認知行動療法：うつ病になりやすい考え方の偏りを、面接を通じて修正していく療法。 

 

（５）摂食障害治療体制の整備【新規】              ４４百万円 

「摂食障害治療支援センター」を設置して、急性期の摂食障害患者への適切な対応、

医療機関等との連携を図るなど摂食障害治療の体制整備を支援する。 

 

２ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進           

２５５億円（２４４億円） 
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（６）災害時心のケア支援体制の整備               ７７百万円 

近年必要性が高まっている心的外傷後ストレス障害（PTSD）対策を中心とした事

故・災害等の被害者への心のケアの対策を推進するため、各都道府県で災害派遣精神医

療チーム（DPAT）や緊急危機対応チームの定期的連絡会議を開催するなど、日常的な

相談体制の強化や事故・災害等発生時の緊急対応体制の強化を図る。 

また、大規模自然災害発生時の心のケア対応として、平成23 年に独立行政法人国立

精神・神経医療研究センターに設置された「災害時こころの情報支援センター」で、

DPAT 派遣に係る迅速かつ適切な連絡調整業務や、各都道府県等で実施される心のケア

活動への技術的指導を行い、東日本大震災被災者への継続的な対応や、今後の災害発生

に備えた都道府県等の体制整備を支援する。 

 

（７）心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に関する医療提供体制の整備

の推進                            ２２１億円 

心神喪失者等医療観察法を円滑に運用し、対象者の社会復帰の促進を図るため、指定

入院医療機関の確保及び通院医療を含む継続的な医療提供体制の整備に努める。 

あわせて、指定医療機関の医療従事者を対象とした研修や指定医療機関相互の技術交

流等により、医療の質の向上を図る。 

 

 

 

 

（１）発達障害児・発達障害者の地域支援機能の強化【一部新規】（一部推進枠）              

（地域生活支援事業（５１４億円）の内数） 

発達障害の乳幼児期から成人期までの一貫した支援体制の整備及び発達障害児・発達

障害者の社会参加を促す観点から、地域生活支援事業の発達障害者支援体制整備の内容

を再編・拡充し、「発達障害者地域支援マネジャー」を配置することにより、地域の中

核である発達障害者支援センターが担う市町村や事業所等への支援、医療機関との連携

や困難ケースへの対応等の機能の強化を図る。 

また、都道府県等で、ペアレントメンター（※1）の養成とその活動を調整する人の

配置、健診等でのアセスメントツール（※2）の導入を促進する研修会の実施等を行う。 

※１ ペアレントメンター：発達障害者の子育て経験のある親であって、その経験を活かし、子どもが発 

達障害の診断を受けて間もない親などに対して相談や助言を行う人のこと。 

※２ アセスメントツール：発達障害を早期発見し、その後の経過を評価するための確認票のこと。 

 

（２） 発達障害児・発達障害者の支援手法の開発や支援に携わる人材の育成など 

２．３億円  

３ 発達障害児・発達障害者の支援施策の推進 ２．４億円（２．３億円） 

（※地域生活支援事業計上分を除く） 
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①支援手法の開発、人材の育成                  １．７億円 

    発達障害児・発達障害者一人ひとりのニーズに対応する一貫した支援を行うことが

できるよう、先駆的な取組を通じて有効な支援手法を開発・確立する。 

また、国立障害者リハビリテーションセンターで、発達障害者の就労支援に関する

支援手法の開発に取り組むとともに、発達障害児・発達障害者支援に携わる人に対す

る研修を行い、人材の専門性の向上に取り組む。 

   

②発達障害に関する理解の促進                  ５５百万円 

全国の発達障害者支援センターの中核拠点としての役割を担う、国立障害者リハビ

リテーションセンターに設置された「発達障害情報・支援センター」において、発達

障害に関する各種情報を発信し、支援手法の普及や国民の理解の促進を図る。 

また、「世界自閉症啓発デー」(４月２日)など、自閉症をはじめとする発達障害に

関する正しい知識の浸透を図るための普及啓発を行う。 

 

（３）発達障害の早期支援       （地域生活支援事業（５１４億円）の内数） 

市町村において、発達障害等に関して知識を有する専門員が保育所等を巡回し、施設

のスタッフや親に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言等の支援を行う。     

 

 

 

 

（１）地域振興につながる連携の促進【新規】（推進枠） 

（地域生活支援事業（５１４億円）の内数） 

    各都道府県に配置された地域連携促進コーディネーター（仮称）が、地域の農業団

体や商工団体等と連携し、障害福祉サービス事業所と地域の農家や企業等を結びつける

ことにより、地域振興と同時に、就労促進等を図る。 

 

（２）工賃向上のための取り組みの推進【一部新規】（一部推進枠） ５．７億円 

地域で働く障害者の工賃向上に取り組む就労継続支援 B 型事業所を支援するため、共

同受注窓口の機能強化を図るとともに、共同受注窓口と経営コンサルタント等が協力し

た事業所支援、地域の関係者による連絡会議の開催の促進等を図る。 

また、これまで実施してきた工賃向上計画支援事業については、平成25 年６月に実

施した厚生労働省行政事業レビューの公開プロセスの結果などに基づき、事業内容の見

直しを行う。 

 

 

４ 障害者に対する就労支援の推進           １４億円（１２億円） 

（※地域生活支援事業計上分を除く） 
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（3）一般就労移行支援の充実【新規】（推進枠） 

（地域生活支援事業（５１４億円）の内数） 

    障害者就業・生活支援センターに就労支援指導員（仮称）を配置し、就労移行支援事 

業所等に対し、発達障害や難病等これまでの対象者像と異なる障害特性を持つ者に対す

る就労移行支援ノウハウの付与等を行う。 

 

（４）働く障害者のための交流拠点の設置促進【新規】（推進枠） 

（地域生活支援事業（５１４億円）の内数） 

企業で就労している障害者（特に、知的、精神、発達障害者など）が、終業後や休日 

に集まって交流できる場を用意し、生活面の相談支援を併せて行うことにより、就労定 

着を図るとともに、地域との交流を図る。 

 

（５）障害者就業・生活支援センター事業の推進          ８．１億円 

①センター設置による就労支援の強化推進 

     就業に伴う日常生活面の支援を必要とする障害者に対し、窓口での相談や職場・家 

庭訪問等による生活面の支援などを実施する。（332 箇所） 

 

  ②就労系サービスの利用に関するモデル事業の推進 

    就労系障害福祉サービスの利用にあたってのアセスメントについて、精神障害や発

達障害にも対応できるアセスメントツール等を作成するほか、障害福祉サービス事業

所における就労後の定着支援（フォローアップ）を検証するため、自立訓練（生活訓

練）による就労定着支援の実証研究などの支援モデルを検証する。（８箇所） 

   また、加齢や重度化による一般就労から就労継続事業の利用への移行なども想定した、

関係機関の連携による就労支援モデルの検証を行う。 

 

 

 

（１）地域での効果的な自殺対策の推進と民間団体の取組支援、普及啓発の推進             

３．５億円 

都道府県・指定都市に設置されている「地域自殺予防情報センター」での専門相談の

実施のほか、関係機関のネットワーク化等により、うつ病対策、依存症対策等の精神保

健的な取組を行うとともに、地域の保健所と職域の産業医、産業保健師等との連携の強

化による自殺対策の向上を図る。 

また、自殺未遂者等へのケアに当たる人材を育成するための研修を行うとともに、先

進的かつ効果的な自殺対策を行っている民間団体に対し支援を行う。 

 

５ 自殺・うつ病対策の推進              １３億円（１２億円） 
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① 自殺対策に取組む民間団体への支援                １．５億円 

先進的かつ効果的な自殺の防止等に関する活動を行っている民間団体に対し、   

支援を行う。 

② 薬物などの依存症対策の推進                   ５７百万円 

地域での薬物・アルコールを中心とした依存症対策を推進するため、実施自治体で

毎年度当初に「地域依存症対策支援計画」を策定し、この計画に基づく事業を実施す

る。 

また、依存症者の社会復帰支援を強化するため、家族支援員による相談支援のほか、

関係者や依存症家族に対しての研修を行う。 

 

（２）自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成         ４１百万円 

  うつ病の早期発見・早期治療につなげるため、一般内科医、小児科医、ケースワーカー

等の地域で活動する方々に対するうつ病の基礎知識、診断、治療等に関する研修や、地域

におけるメンタルヘルスを担う従事者に対する精神保健等に関する研修を行うこと等に

より、地域における各種相談機関と精神保健医療体制の連携強化を図る。 

 

（３）認知行動療法の普及の推進（再掲）             １．５億円 

 うつ病の治療で有効性が認められている認知行動療法（※）の普及を図るため、従事

者の養成を実施するとともに、平成 26 年度から新たに心理職等の医療関連職種に対す

る研修事業を追加する。 

※認知行動療法：うつ病になりやすい考え方の偏りを、面接を通じて修正していく療法。 

 

（４）地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ（訪問による支援）体制の整備

（再掲）                            ６．８億円 

精神障害者の地域移行・地域生活支援の一環として、治療を中断している患者等に対

し、多職種チームによるアウトリーチ（訪問支援）により、医療・保健・福祉サービス

を包括的に提供し、丁寧な支援を行う活動について実施機関の拡大など実施方法の見直

しを行った上で、更なる取組を進める。 

 

（５）災害時心のケア支援体制の整備（再掲）           ７７百万円 

近年必要性が高まっている心的外傷後ストレス障害（PTSD）対策を中心とした事

故・災害等の被害者への心のケアの対策を推進するため、各都道府県で災害派遣精神医

療チーム（DPAT）や緊急危機対応チームの定期的連絡会議を開催するなど、日常的な

相談体制の強化や事故・災害等発生時の緊急対応体制の強化を図る。 

また、大規模自然災害発生時の心のケア対応として、平成23 年に独立行政法人国立
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精神・神経医療研究センターに設置された「災害時こころの情報支援センター」で、

DPAT 派遣に係る迅速かつ適切な連絡調整業務や、各都道府県等で実施される心のケア

活動への技術的指導を行い、東日本大震災被災者への継続的な対応や、今後の災害発生

に備えた都道府県等の体制整備を支援する。 

 

 

 

（１）障害福祉サービス事業所等の災害復旧に対する支援【復興（復興庁計上）】               

９．６億円  

東日本大震災で被災した障害福祉サービス事業所等のうち、各自治体の復興計画で、

平成 2６年度に復旧が予定されている施設等の復旧に要する経費について、財政支援を

行う。 

 

（２）障害福祉サービスの再構築支援【復興（復興庁計上）】     １１億円 

被災地の障害者就労支援事業所の業務受注の確保、流通経路の再建の取組や障害福祉

サービス事業所等の事業再開に向けた体制整備等に必要な経費について、財政支援を行

う。 

 

（３）避難指示区域等での障害福祉制度の特別措置【復興（復興庁計上）】                     

１６百万円 

   東京電力福島第一原発の事故により設定された避難指示区域等の住民について、障害

福祉サービス等の利用者負担の免除の措置を講じた市町村に対する財政支援を実施して

いるが、平成2６年度の取扱いについては、予算編成過程で検討する。 

 

（４）被災地心のケア支援体制の整備【復興（復興庁計上）】     １８億円 

東日本大震災による被災者の心のケア等を継続的に実施するため、被災３県（岩手、

宮城、福島）に設置した｢心のケアセンター｣において、精神保健福祉士等の専門職種に

よる自宅及び仮設住宅等への訪問相談、アウトリーチによる医療の提供支援等を行うた

めの体制整備を支援する。 

 

 

 

６ 東日本大震災からの復興への支援      ３９億円（３９億円） 
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２ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総

合支援法）の平成 26 年度施行について 

 

 

（１）障害者総合支援法について 

   平成 24 年に成立した地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保

健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律（平成 24 年法律第

51 号）は平成 25 年４月と平成 26 年４月の２段階施行となっており、平成

26 年４月には、 

  ・重度訪問介護の対象拡大 

  ・共同生活介護と共同生活援助の一元化 

  ・地域移行支援の対象拡大 

  ・障害程度区分から障害支援区分への変更 

  の施行が行われることとなる。 

 

（２）平成 26 年４月施行に伴う主な政省令の改正について 

   平成 26 年４月の施行により、次のような政省令の改正を予定しているこ

とから、これらの政省令に関連する条例等を改正する必要がある自治体にお

かれては、ご留意願いたい。 

   なお、これらの政省令については、現在、パブリックコメントを実施して

いるところであり（11 月 14 日（木）締切）、年内のできるだけ早い時期に

公布する予定である。 

 

 ○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平

成 18 年政令第 10 号） 

  （主な内容） 

   ・障害支援区分の認定手続の対象者に共同生活援助を利用する者を追加。 

   ただし、「介護給付費等の支給決定等について」（平成 19 年３月 23 日付厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）において、共同生活援助利用

者のうち、介護サービスを利用しようとする者に限る旨を記載することによ

り、介護サービスを受けず、日常生活上の援助のみを受けようとする共同生

活援助利用者は障害支援区分の認定手続の対象とはしない予定。 

 

 ○ 知的障害者福祉法施行令（昭和 35 年政令第 103 号） 

  （主な内容） 

   ・知的障害者に対して居宅介護等の措置を行う際の基準の適用対象に、重

度訪問介護を追加 
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○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則

（平成 18 年厚生労働省令第 19 号） 

 （主な内容） 

  ・重度訪問介護の対象拡大（P17 参照） 

  ・地域移行支援の対象拡大（P59 参照） 

 

○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成

18 年厚生労働省令第 171 号） 

 （主な内容） 

  ・共同生活介護と共同生活援助の一元化関係（P25 参照） 

 

（３）平成 26 年４月施行に伴う告示等の改正について 

  上記政省令のほか、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービス

に要する費用の額の算定に関する基準（平成 18 年厚生労働省告示 523 号）

等の告示、通知に関しても改正を予定しているところである。 
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（４）重度訪問介護の対象拡大について 

 

①  新たに重度訪問介護の対象となる者の範囲について 

（対象者の要件について） 

  重度訪問介護の対象については、現在「重度の肢体不自由者」とされて

いるところであるが、「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保

健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」において、その

対象が「重度の肢体不自由者その他の障害者であって常時介護を要するも

のとして厚生労働省令で定めるもの」とされ、平成 26 年４月より施行され

る。 

   新たに重度訪問介護の対象として追加となる者については、「障害者の地

域生活の推進に関する検討会（以下「検討会」という。）」における検討結果

を踏まえ、「知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者

であって常時介護を要するもの」とすることとしている。 

なお、行動障害を有しない者については、今回拡大される重度訪問介護

の対象とはならないが、居宅介護等における取り扱いは従来通りである。ま

た、検討会においては、現時点での課題についての検討状況等も勘案しつつ、

引き続き検討する必要があるとされたところであるのでご留意願いたい。   

 

対象者の具体的な要件については次の通りである。 

○  障害支援区分４以上 

○ 現行の障害福祉サービスにおける障害程度区分の認定調査項目の

うち、行動関連項目等（11 項目）の合計点数が８点以上である者（平

成 26 年度からの障害支援区分への変更に伴い、認定調査項目や選択

肢の変更が行われることを踏まえ、所要の見直しを行う予定） 

 

②  対象拡大後のサービス提供事業者の基準等について 

 （指定基準等について） 

指定基準については、現行のとおりとする。ただし、従事者の要件につ

いては関係告示において厚生労働大臣が定めるものとされているところで

あるが、以下のとおり見直すこととしている。 

報酬についても、原則として現行のとおりとすることとしている。 

「事業の主たる対象とする障害の種類」を定めることができる運営規定

については、肢体不自由者と知的障害者・精神障害者の障害特性が異なる

ことに配慮する必要があることから、「主として肢体不自由者に対応する重

度訪問介護」と、「主として行動障害を有する者に対応する重度訪問介護」

を標榜できることとする。 

従事者の要件については、「主として肢体不自由者に対応する研修」又は

「主として行動障害を有する者に対応する研修」（今後、関係告示の改正に

より新設予定）のどちらかを受講していれば基準を満たすこととなるが、

それぞれの障害特性に応じた研修を受講しておくことが望ましい旨を、別
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途、事務連絡等で周知を図る予定である。なお、都道府県におかれては、

肢体不自由と行動障害を有する者の双方を対象とする事業者もあり得るこ

とに鑑み、必要な場合には双方の研修を受講することができるようご配慮

願いたい。 

 

（重度訪問介護従業者の研修について）    

   主として肢体不自由者に対応する重度訪問介護の研修は従来どおりとす

るが、主として行動障害を有する者に対応する場合は、専門性を確保するた

め、行動障害を有する者の障害特性に関する研修を新たに設定することとし

ている。 

具体的な研修の内容については、強度行動障害支援者養成研修と同等の

内容とすることとしている。このため、強度行動障害支援者養成研修のカ

リキュラムについて、平成 26 年４月の施行に間に合うよう通知する予定で

ある。 

なお、行動援護従業者養成研修についても、強度行動障害支援者養成研

修の内容も活用しつつ見直しを検討することとしているが、具体的な見直

しは平成 27 年度以降となることから、平成 26 年度においては従来のカリ

キュラムにより行動援護従業者養成研修を実施されたい。 

 

（行動援護による支援の範囲の拡大について） 

      行動援護については、現行では主として外出及び外出の前後にサービスを

行うものとされているところであるが、今般の重度訪問介護の対象拡大に伴

い、行動障害を有する者の支援に関わるすべての事業者が支援方針や支援方

法を共有できるよう、行動援護事業者が、居宅内において専門的なアセスメ

ントによる問題行動の分析や環境調整等を行えるようにすることとしてお

り、それに伴い、報酬告示の留意事項通知を今後改正する予定としているの

で、ご了知願いたい。 

 

（行動障害を有する者に対する支援について） 

 行動障害を有する者に対する支援のイメージは、具体的には以下のとお

りとなる。（関連資料１） 

・ 相談支援事業者を中心とした連携体制の下で、 

・ 行動援護事業者等が一定期間、問題行動のアセスメントや居宅内環境

調整等を行いつつ、 

・ 居宅介護や他のサービスによる支援を行いながら、 

・ サービス担当者会議等における連携により支援方法等の共有を進め、 

・ 支援方法等が共有された段階で、サービス等利用計画の変更を行い、

重度訪問介護等の利用を開始する。 

 

    行動障害を有する者に対する支援について留意する事項は以下の通りで

あるので、管内市町村及び関係事業者等に周知願いたい。 
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ア 行動障害を有する者に対する支援の情報の共有について 

行動障害を有する者への支援については、行動障害に専門性を有する

行動援護事業者と他のサービス事業者が役割分担を明確にしつつ、全体

としての連携体制を構築して支援を行う必要がある。 

     支援に当たっては、様々なサービス事業者が関わる中で、相談支援事

業者が招集するサービス担当者会議等において、関係者間で必要な情報

を共有し、一貫性のある支援を行うことが重要である。 

     その中で、行動障害の専門家によるアセスメント情報（問題行動の分

析や環境調整等の情報）を共有することが必要である。なお、相談支援

事業者、行動援護事業者、重度訪問介護事業者等の間におけるこれらの

情報の共有に資するため、検討会において提示されたアセスメントシー

ト例（関連資料２）を参考に標準的なアセスメントについて、現在、「強

度行動障害支援初任者養成研修プログラム及びテキストの開発につい

て」（平成 25 年度障害者総合福祉推進事業 実施団体：独立行政法人国

立重度知的障害者総合施設のぞみの園）において検討中であり、それを

踏まえて別途お示しする予定である。 

 

イ 相談支援事業者が留意する事項について 

サービス等利用計画における支援方針は相談支援事業者が定め、これ

に基づき関係事業者がサービス提供を行っていくこととなるが、その際、

行動援護の利用については、アセスメント等に必要な期間等を見込んだ

サービス等利用計画とし、これを超えて長期に至る場合は、モニタリン

グ時等のサービス担当者会議による現状確認のほか、必要に応じて行動

障害に関する専門知識や経験を有する者から助言を得るなど、適切に次

の段階に移行するよう相談支援事業者が調整を行うこととする。 

上記のとおり、相談支援事業者は、行動援護事業者のアセスメントを

活用してサービス等利用計画を作成することとしているが、その際、行

動援護事業者のアセスメント結果のみに依存してサービス等利用計画

を作成することがないように留意する必要がある。 

また、行動障害を有する者の状態の変化に対応しながら地域で継続的

な支援を行うことができるようにするため、相談支援事業者が行うモニ

タリングについても、行動援護事業者等のアセスメントを活用すること

とする。 

なお、地域において行動援護事業者の確保が困難な場合であって市町

村が認める場合については、発達障害者支援センター・障害福祉サービ

ス事業者・施設等の職員、或いは臨床心理士などの専門家であって、行

動障害に関する専門知識や経験を有する者によるアセスメント等が確

保されていれば、重度訪問介護の利用ができることとする。 
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さ
 

・
誰
な
ん
だ
こ
の
人
は
？
 

・
カ
バ
ン
を
見
て
す
ぐ
立
ち
上
が
っ
た
 

・
カ
バ
ン
を
見
て
出
か
け
る
と
わ
か
っ
た
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
特
性
（
★
視
覚
に
強

い
）
 

・
な
ん
だ
、
そ
う
い
う
こ
と
？
 

・
出
か
け
る
ん
だ
ね
 

②
バ

ー
ガ

ー
シ

ョ
ッ

プ
へ

移
動

す
る
 

 

・
立
ち
止
ま
っ
て
揺
れ
て
い
る
 

 

・
目
的
が
わ
か
ら
な
い
／
忘
れ
た
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
５
．
時
間
整
理

統
合
の
困
難
９
．
記
憶
の
維
持
の
困
難
 

・
あ
れ
？
何
だ
っ
け
？
 

・
ど
う
す
れ
ば
い
い
ん
だ
っ
け
？
 

・
抽
象
的
な
こ
と
ば
の
理
解
が
苦
手
 

・
記
憶
の
維
持
が
悪
い
 

・
信
号
の
理
解
が
で
き
な
い
 

・
安
全
の
確
認
が
で
き
な
い
 

・
他
人
と
出
掛
け
る
こ
と

は
理
解
で
き
て
い
る
 

・
目
的
の
場
所
が
見
え
、

加
害
で
き
る
と
落
ち
着

き
、
歩
い
て
の
移
動
が

可
能
に
な
る
 

・
パ
ワ
ー
ド
ー
ム
の
写
真
カ
ー
ド
を
持
っ
て
も
ら
っ
て
移
動

す
る
（
９
．
記
憶
の
維
持
を
助
け
る
た
め
に
）
 

・
パ
ワ
ー
ド
ー
ム
に
着
い
た
ら
、
ハ
ン
バ
ー
ガ
ー
シ
ョ
ッ
プ

の
カ
ー
ド
を
渡
し
、
移
動
す
る
。（

５
．
活
動
の
行
程
を
視

覚
的
に
提
示
す
る
。
１
．
５
．
次
の
活
動
を
視
覚
的
に
伝

え
る
た
め
。）

 

・
ヘ
ル
パ
ー
に
「
ゆ
っ
く
り
」
と
言
わ
れ

る
が
す
ぐ
に
走
る
 

・
言
葉
が
伝
わ
っ
て
い
な
い
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
特
性
 

・「
ゆ
っ
く
り
」
っ
て
な
ん
だ
？
 

・
止
め
ら
れ
た
け
ど
・
・
・
？
 

・
カ
メ
ラ
マ
ン
の
動
き
に
つ
ら
れ
て
走
る
 

・
目
の
前
の
こ
と
に
影
響
さ
れ
て
い
る
 

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
・
強
い
注
目
、
 

・
走
れ
ば
い
い
ん
だ
ね
 

・
安
全
を
確
認
す
る
様
子
も
な
く
走
っ
て

い
る
 

・
目
の
前
の
道
し
か
見
え
て
い
な
い
 

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
・
強
い
注
目
、
 

６
．
空
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
道
だ
！
進
も
う
 

③
食

べ
る

も
の

を
購

入
す
る
 

 

・
反
響
言
語
が
多
く
会
話
が
成
立
し
な
い
 

・
選
べ
な
い
／
質
問
が
わ
か
ら
な
い
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ
 

２
．
相
手
に
気
持
ち
を
伝
え
る
特
性
 

・
ハ
ン
バ
ー
ガ
ー
ど
っ
ち
が
い
い

で
す
か
っ
て
ど
う
い
う
意
味
？
 

・
選
ぶ
と
い
う
行
為
が
理
解
で
き
な

い
 

・
指
示
が
具
体
的
で
な
い
と
理
解
で

き
な
い
 

・
待
ち
時
間
が
苦
手
 

・
こ
と
ば
だ
け
で
は
繰
り
返
す
だ
け
 

・
紙
を
見
る
と
破
く
こ
と
が
あ
る
 

・
不
安
が
高
く
な
る
と
ひ
ざ
を
つ
い

た
り
、
ゴ
ミ
拾
い
に
熱
中
す
る
 

・
や
れ
る
こ
と
が
具
体
的

に
示
さ
れ
れ
ば
で
き
る

こ
と
も
あ
る
 

・
お
札
は
破
か
な
か
っ
た
 

・
ヘ
ル
パ
ー
か
ら
の
指
示

が
あ
る
ま
で
カ
ウ
ン
タ

ー
の
付
近
で
待
つ
こ
と

が
で
き
る
 

・
食
べ
る
予
定
の
も
の
は
あ
ら
か
じ
め
決
め
て
お
き
、
カ
ウ

ン
タ
ー
で
ヘ
ル
パ
ー
が
伝
え
る
。（

１
．
４
．
本
人
に
合
っ

た
情
報
量
を
、
刺
激
の
少
な
い
場
所
で
選
ん
で
お
く
。
／

今
回
の
ス
テ
ッ
プ
は
安
全
に
移
動
が
目
的
な
の
で
、
で
き

な
い
と
こ
ろ
は
ヘ
ル
パ
ー
が
行
う
。）

 

・
お
金
は
あ
ら
か
じ
め
ヘ
ル
パ
ー
が
出
し
て
お
き
（
今
回
の

ス
テ
ッ
プ
）、

適
切
な
金
額
を
Ｓ
Ｔ
さ
ん
に
渡
し
払
っ
て
も

ら
う
（
１
．
指
示
が
具
体
的
だ
と
理
解
で
き
る
）
 

・
レ
シ
ー
ト
は
速
や
か
に
財
布
に
片
付
け
る
（
刺
激
統
制
）
 

・
レ
シ
ー
ト
を
破
い
て
し
ま
う
 

 

・
購
入
の
手
順
が
わ
か
ら
な
い
（
★
指
示

が
具
体
的
だ
と
で
き
る
）
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ
 

５
．
時
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
お
金
？
出
す
の
？
紙
だ
！
破
こ

う
 

・
ジ
ュ
ー
ス
だ
け
も
っ
て
行
こ
う
と
す
る
 

・
好
き
な
（
見
え
た
）
も
の
だ
け
に
集
中

し
て
い
る
（
★
わ
か
れ
ば
で
き
る
）
 

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
・
強
い
注
目
、

注
意
 

・
あ
、
ジ
ュ
ー
ス
だ
！
 

・
片
ひ
ざ
を
つ
い
た
り
ゴ
ミ
を
気
に
し
た

り
し
て
い
る
 

・
見
通
し
が
持
て
な
く
て
不
安
 

２
．
相
手
に
気
持
ち
…
３
．
感
覚
の
…

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
・
強
い
注
目
、
 

・
ど
れ
を
見
た
ら
い
い
ん
だ
ろ
う
 

・
何
を
し
た
ら
い
い
ん
だ
ろ
う
 

④
食
べ
る
 

・
早
食
い
、
一
気
飲
み
を
し
て
い
る
 

ヘ
ル
パ
ー
に
止
め
ら
れ
加
速
し
た
 

・
あ
わ
て
て
い
る
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
特
性
 

・
ジ
ュ
ー
ス
ま
だ
入
っ
て
い
る
よ
 

・
と
ら
な
い
で
！
 

・
ゆ
っ
く
り
食
べ
た
り
、
飲
ん
だ
り

す
る
こ
と
が
苦
手
 

・
落
ち
着
か
な
い
状
況
だ
と
細
か
な

ゴ
ミ
が
き
に
な
っ
て
仕
方
が
な
く
、

ゴ
ミ
拾
い
を
し
て
し
ま
う
 

・
手
洗
い
の
意
味
は
理
解
し
に
く
い
 

・
話
こ
と
ば
の
理
解
は
難
し
い
 

・
食
べ
る
こ
と
は
好
き
 

・
座
っ
て
一
連
の
流
れ
を

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

ま
た
は
、
ヘ
ル
パ
ー
に

「
片
づ
け
ま
し
ょ
う
」

と
言
わ
れ
る
ま
で
座
っ

て
い
ら
れ
る
 

・
席
ま
で
移
動
し
た
ら
、
座
る
前
に
手
洗
い
の
カ
ー
ド
を
提

示
し
、
手
を
洗
い
に
行
く
。（

１
．
５
．
言
葉
よ
り
も
理
解

し
や
す
い
形
態
で
次
の
活
動
を
視
覚
的
に
提
示
す
る
）
 

・
ヘ
ル
パ
ー
は
食
べ
物
に
無
用
な
手
を
出
さ
ず
静
か
に
見
守

る
（
１
．
見
て
理
解
す
る
た
め
の
誤
解
を
避
け
る
）
 

・
卓
上
の
ゴ
ミ
な
ど
の
処
理
は
本
人
の
意
向
に
従
い
、
気
に

な
ら
な
い
よ
う
な
配
慮
を
心
が
け
る
（
４
．
刺
激
統
制
）
 

・
座
席
は
な
る
べ
く
静
か
で
落
ち
着
け
る
よ
う
な
場
所
を
選

び
、
予
約
な
ど
を
し
て
お
く
。（

３
．
４
．
刺
激
統
制
）
 

・
ヘ
ル
パ
ー
が
「
食
べ
る
前
に
手
を
洗
い

ま
し
ょ
う
」
と
言
っ
て
も
動
か
な
い
。

手
を
洗
っ
て
ま
た
床
を
さ
わ
る
 

・
ヘ
ル
パ
ー
の
言
葉
が
わ
か
ら
な
い
 

・
清
潔
に
し
て
か
ら
食
べ
る
手
順
を
理
解

し
て
い
な
い
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
特
性
 

５
．
時
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
食
べ
る
の
？
洗
う
の
？
何
な

の
？
 

・
ゴ
ミ
ば
か
り
注
目
し
て
い
る
 

 

・
落
ち
着
か
な
い
 

２
．
相
手
に
気
持
ち
…
３
．
感
覚
の
…

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
…
７
．
変
化
の

対
応
 

・
気
に
な
る
な
ー
 

・
な
ん
だ
か
落
ち
着
か
な
い
な
 

・
ヘ
ル
パ
ー
が
指
示
す
る
ま
で
口
を
ふ
き

な
が
ら
待
っ
て
い
る
 

・
合
図
が
な
い
と
終
わ
れ
な
い
（
★
合
図

が
あ
る
ま
で
座
っ
て
い
ら
れ
る
）
 

５
．
時
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
次
は
何
を
す
れ
ば
い
い
の
か

な
？
 

⑤
片

付
け

る
 

・
ゴ
ミ
箱
に
ゴ
ミ
を
入
れ
よ
う
と
し
て
い

る
（
自
分
で
捨
て
よ
う
と
し
て
い
る
）
 

★
捨
て
る
と
い
う
目
的
を
理
解
し
て
い
る
 

７
．
変
化
の
対
応
（
★
同
じ
は
得
意
）
 

１
０
．
長
期
記
憶
（
★
継
続
は
得
意
）
 

・
最
後
は
捨
て
る
ん
だ
ね
 

 

・
ゴ
ミ
の
分
別
が
理
解
で
き
な
い
 

 

・
や
る
こ
と
が
具
体
的
に

示
さ
れ
れ
ば
で
き
る
こ

と
も
あ
る
 

・
捨
て
る
と
い
う
こ
と
は

わ
か
っ
て
い
る
 

・
ま
ず
、
ト
レ
イ
を
置
い
て
か
ら
片
づ
け
る
こ
と
を
促
す

（
６
．
物
の
置
く
場
所
等
具
体
的
な
指
示
を
す
る
。
道
具

を
整
理
し
て
伝
え
る
）
 

・
本
人
が
持
っ
た
も
の
を
見
て
適
切
な
場
所
を
指
差
し
で
提

示
し
、
捨
て
て
も
ら
う
。（

１
．
言
葉
よ
り
視
覚
的
情
報
で

伝
え
る
）
 

・
本
人
が
し
た
こ
と
を
や
り
直
し
さ
せ
る
よ
う
な
指
示
で
は

な
く
で
き
る
だ
け
予
告
的
な
促
し
を
心
が
け
る
（
１
０
．

で
き
る
だ
け
成
功
体
験
で
伝
え
る
）
 

・
落
ち
着
い
て
行
動
し
て
い
る
 

 

★
理
解
し
て
行
動
し
て
い
る
 

１
．（

★
視
覚
に
強
い
）
７
．（

★
同
じ

は
得
意
）
１
０
．（

★
継
続
は
得
意
）
 

・
終
わ
っ
た
！
 

・
全
部
一
緒
に
入
れ
よ
う
と
し
て
い
る
 

 

・
分
別
が
わ
か
ら
な
い
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ
 

６
．
空
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
え
？
何
？
ど
う
す
れ
ば
い
い

の
？
 

・
捨
て
る
場
所
が
示
さ
れ
る
と
行
動
で
き

る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

★
指
示
が
具
体
的
だ
と
で
き
る
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
特
性
（
★
視
覚
に
強

い
）
 

・
こ
こ
に
入
れ
れ
ば
い
い
ん
だ
ね
 

⑥
自

宅
へ

移
動
す
る
 

・
落
ち
着
い
て
歩
い
て
い
る
（
自
分
で
歩

い
て
い
る
）
 

★
帰
宅
す
る
と
理
解
し
て
い
る
 

７
．
変
化
の
対
応
（
★
同
じ
は
得
意
）
 

１
０
．
長
期
記
憶
（
★
継
続
は
得
意
）
 

・
食
べ
た
か
ら
帰
る
ん
だ
な
！
 

・
信
号
の
理
解
が
で
き
な
い
 

・
安
全
確
認
が
で
き
な
い
 

・
帰
り
と
い
う
よ
う
な
目

的
が
は
っ
き
り
し
て
い

れ
ば
落
ち
着
い
て
歩
く

こ
と
が
で
き
る
 

・
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
カ
ー
ド
を
持
っ
て
も
ら
っ
て
帰
る
こ
と
を

知
ら
せ
る
（
１
．
５
．
９
．
こ
と
ば
よ
り
理
解
で
き
る
形
態

で
、
次
の
活
動
を
予
告
し
、
記
憶
の
維
持
を
助
け
る
）
 

・
ヘ
ル
パ
ー
が
車
道
側
を
歩
く
（
本
日
の
ス
テ
ッ
プ
）
 

・
車
通
り
が
激
し
く
て
も
マ
イ
ペ
ー
ス（

車

を
気
に
し
て
い
な
い
）
 

・
安
全
確
認
は
苦
手
 

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
・
強
い
注
目
、

注
意
６
．
空
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
う
ち
だ
！
う
ち
へ
帰
ろ
う
！
 

 

「
障
害
者
の
地
域
生
活
の
推
進
に
関
す
る
検
討
会
」
で
提
出
さ
れ
た
資
料
 

関
連
資
料
２
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①
ア
セ
ス
メ
ン
ト

②
支
援
の
計
画

③
支
援行
動
観
察
・
情
報
収
集

行
動
の
分
析
・
理
解

障
害
特
性
の
理
解

・
本
人
が
困
っ
て
い
る
こ
と

・
本
人
が
で
き
る
事
、
強
み

の
把
握

・
本
人
の
特
性

Ａ
．
本
人
の
困
難
を
軽
減
し
た
り
取
り
除
く

Ｂ
．
本
人
が
で
き
る
こ
と
、
強
み
を
活
用
す
る

※
支
援
計
画
は
場
面
ご
と
、
工
程
ご
と
に

丁
寧
に
作
る
必
要
が
あ
る
。

Ａ
，
Ｂ
を
組
み
合
わ
せ
た
具
体
的
な

ツ
ー
ル
の
作
成
や
構
造
化
、
環
境
調

整
な
ど
の
支
援
計
画
の
立
案

支
援
の
方
向
性
は
基
本
に
忠
実
に

具
体
策
や
ツ
ー
ル
は
個
別
化
す
る

行
動
障
害
が
あ
る
者
に
対
す
る
ア
セ
ス
メ
ン
ト
か
ら
支
援
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス

「
障
害
者
の
地
域
生
活
の
推
進
に
関
す
る
検
討
会
」
で
提
出
さ
れ
た
資
料
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（５）ケアホームとグループホームの一元化について 

 

① 一元化後のグループホームの基準等（案）について 

一元化後のグループホームの基準等については、障害者の地域生活の推

進に関する検討会においてご議論いただいていたところであるが、その基

本的な考え方は以下のとおりであるので、ご了知の上、管内のグループホ

ーム・ケアホーム事業者や関係団体等への周知など平成 26 年４月の円滑

な施行に向けた準備をお願いしたい。 

なお、今回示している内容に関しては、平成 25 年 10 月 15 日開催の社

会保障審議会障害者部会でも議論が行われており、今後、それらの議論も

踏まえつつ、関係省令や関係通知等を改正する過程において運用面での調

整等があり得ることに留意願いたい。 

 

   （関連資料３）Ｐ29～ 

「障害者の地域生活の推進に関する議論の整理」（平成 25 年 10 月 11 日障害者 

の地域生活の推進に関する検討会） 

   （関連資料４）Ｐ53～ 

「ケアホームとグループホームの一元化について（参考資料）」 

 

 

（支援の在り方） 

○ 一元化後のグループホームでは、日常生活上の援助等を行うとともに、

障害支援区分にかかわらず利用することが可能となることを踏まえ、食

事等の介護や援助（以下「介護等」という。）もあわせて利用者のニー

ズに応じて提供するものとする。 

 

○ このうち、介護等の提供については、 

① グループホーム事業者が自ら行うか（介護サービス包括型）、 

② グループホーム事業者はアレンジメント（手配）のみを行い、外部 

の居宅介護事業者に委託するか（外部サービス利用型） 

のいずれかの形態を事業者が選択できる仕組みにする。 

 

（人員配置基準等） 

  ○ 「介護サービス包括型」の人員配置基準については、現行のケアホー

ムの基準と同様の基準とする。「外部サービス利用型」の人員配置基準

については、現行のグループホームの基準と同様の基準とした上で、世

話人の配置基準を現行のケアホームと同様に６：１以上に見直す。ただ

し、平成 26 年４月の施行の際に現にあるグループホームの世話人の配

置基準については、当分の間、「10：１以上」とする経過措置を設ける。 
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○ 日中、夜間の支援体制、医療が必要な者等への対応については、それ

ぞれ現行加算の拡充・見直し等を行う方向とし、その具体的な考え方・

適用時期については平成 26 年度予算編成過程の中で検討する。 

 

 

（設備基準等） 

○ 「介護サービス包括型」と「外部サービス利用型」は共通の設備基準

とし、現行基準と基本的に同様とする。 

 

○ 共同生活住居の入居定員については、４～５人程度の少人数の障害者

が互いに支え合って暮らすというグループホームの本来的趣旨を踏ま

え、新築の場合の入居定員は現行どおり 10 人以下とする。 

ただし、既存の 10 人以上が入居する共同生活住居を建て替える場合

であって、建て替え後に共同生活住居を複数に分けて設置することが極

めて困難な場合は、現に入居している者の保護の観点等から、その時点

の入居定員の数を上限とする共同生活住居の設置を可能とする。 

 

○ さらに、グループホームに地域の居住支援のための機能を付加的に集

約する場合においては、障害者の地域生活の推進に関する検討会での議

論も踏まえつつ、共同生活住居の設置に関して一定の規模に関する特例

を設ける予定である。 

 

（サテライト型住居の基準等） 

○ 本体住居（サテライト型住居以外の共同生活住居であって、サテライ

ト型住居への支援機能を有するもの）との密接な連携を前提として、入

居定員を一人とするサテライト型住居を創設する。 

 

○ サテライト型住居は早期に単身等での生活が見込まれる者の利用を

基本とし、一定の利用期限を設けて、効果的・効率的な支援を行うもの

とする。なお、この場合に、利用期限到来時に当該住居から機械的に追

い出されることのないよう、柔軟な運用や配慮を行う。 

 

○ サテライト型住居と本体住居との密接な連携に係る具体的な要件と

して、 

・ サテライト型住居の入居者が通常の交通手段を利用して概ね 20 分以

内で移動することが可能な距離に設置すること 

・ 一つの本体住居に対するサテライト型住居の設置か所数を原則とし

て２か所を上限（本体住居の入居者が４人以下の場合は１か所）とす

ること、 

を求めることとする。 
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（経過措置） 

○ 平成 26 年４月の施行の際に、現にあるケアホーム事業所（グループ

ホーム・ケアホーム一体型事業所を含む。）については、指定共同生活

援助事業所（介護サービス包括型の事業所）とみなし、現にあるグルー

プホーム事業所については、外部サービス利用型指定共同生活援助事業

所とみなす経過措置を設ける。 

 

② 今後のスケジュールについて 

 検討会の検討結果を踏まえた、ケアホームとグループホームの一元化の施

行に係る関係省令については、現在、パブリックコメントを実施していると

ころであり、年内のできるだけ早い時期に公布する予定である。 

なお、これらの関係省令に規定されていない報酬に関する事項等について

は、今後、平成 26 年度予算編成過程における検討を経て、平成 26 年４月の

施行に向けてさらに詳細を検討の上、順次お示ししていくので了知願いたい。 
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関連資料３

障害者の地域生活の推進に関する議論の整理

平成25年10月11日

障害者の地域生活の推進に関する検討会

本検討会は、平成24年６月に成立した「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保

健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」において、平成26年４月に施行する

こととされている事項のうち、障害者の地域生活を支えるための事項、具体的には「重度訪問介

護の対象拡大」及び「ケアホームとグループホームの一元化」の在り方について検討するとともに、

平成24年衆参両院の附帯決議において掲げられた「地域における居住支援等の在り方」を総合

的に検討し、障害者が身近な地域において暮らすことのできる社会づくりを推進するために設置さ

れたものである。

本検討会における議論では、障害者が身近な地域において生活をするため、それぞれの特性

や状態・状況に応じて様々なニーズがあることが確認された。特に、附帯決議においても掲げられ

た「障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」」を見据えたニーズの高まりが各構成員や関係団体

のヒアリングにおいて提起された。

このようなニーズに対応するためには、障害福祉サービスや相談支援等の量と質を引き続き確

保・向上させていくことはもとより、医療や他施策との連携等を進めていくことが重要であると考えら

れる。

こうした問題意識の上に立ちつつ、本検討会の検討事項について、以下のとおり議論の整理を

行うものである。

Ⅰ 重度訪問介護の対象拡大について

重度訪問介護については、法改正により、「重度の肢体不自由者その他の障害者であって

常時介護を要するものとして厚生労働省令で定めるもの」となる。

検討会においては、重度の知的障害者又は精神障害者のうち、新たに重度訪問介護の対

象となる者の具体的範囲等について検討を行った。

１．新たに重度訪問介護の対象となる者についての基本的な考え方

「常時介護を要する者」として、「知的障害又は精神障害により行動障害を有する者」が挙

げられることから、行動障害を有する者に対する支援について整理し、その中で重度訪問介

護による支援の位置づけについても整理した。

なお、「行動障害を有する者」とは、現行の障害福祉サービスにおける障害程度区分の認

定調査項目のうち行動関連項目等（11項目）の合計点数が８点以上である者をいうものとす

るが、平成26年度からの障害支援区分への変更に伴い、認定調査項目や選択肢の変更が

行われることを踏まえ、所要の見直しが必要である。
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２．行動障害を有する者に対する支援について

(1) 支援に際して求められる観点

○ 日常生活の活動場面は様々であり、それぞれの場面に応じて行動障害に着目した

支援を行う必要がある。

○ サービス等利用計画の作成に当たっては、重度訪問介護、居宅介護、行動援護等

の訪問系サービス、生活介護等の通所系サービス、地域定着支援等の相談系サービ

ス等、地域における様々なサービスを想定して組み立てる必要がある。（参考資料１、

２）

○ 行動障害を有する者に対応する支援体制を構築するため、行動障害に専門性を有

する行動援護事業者と他のサービス事業者の業務の役割分担を明確化し、全体として

の連携体制を構築する必要がある。

○ 行動障害を有する者について行われた専門的なアセスメントや環境調整等につい

て、すべての事業者が支援方針や支援方法を共有しておく必要がある。（参考資料３）

(2) 今後の対応の方向性

○ 様々なサービス事業者等が関わる中で、行動障害を有する者の支援として求められ

ることを把握・共有するための方策として、以下のとおり整理する。

① 相談支援事業者が招集するサービス担当者会議等において、関係者間で必要な

情報を共有し、一貫性のある支援をすることが重要である。

② その中で、行動障害に関する専門家による、問題行動の分析、アセスメント及び環

境調整等の情報を共有することが必要である。

③ 相談支援事業者は、サービス等利用計画における支援方針を定め、関係事業者

がサービス提供を行っていくこととする。

その際、行動援護の利用については、アセスメント等に必要な期間等を見込んだ

サービス等利用計画とし、これを超えて長期に至る場合は、モニタリング時等のサー

ビス担当者会議による利用者の現状確認のほか、必要に応じて行動障害に関する

専門知識や経験を有する者から助言を得るなど、適切に次の段階に移行するよう相

談支援事業者が調整を行うこととする。

○ このため、行動障害に専門性を有する行動援護事業者が、居宅内において問題行

動の分析、アセスメントや環境調整等を行えるようにする。

○ 相談支援事業者は、行動障害に専門性を有する行動援護事業者のアセスメントを

活用（相談支援におけるアセスメントの補完的な役割）してサービス等利用計画を作成

することとし、行動援護事業者のアセスメント結果のみに依存してサービス等利用計画

を作成することがないようにすべきである。このため、行動障害の特性を踏まえた計画

30



作成に関して質の向上に努める必要がある。また、行動援護事業者においてもアセスメ

ントの更なる専門性向上に努めることが必要である。

○ なお、地域において行動援護事業者の確保が困難な場合等であって市町村が認め

る場合については、発達障害者支援センター・障害福祉サービス事業者・施設等の職

員、あるいは臨床心理士などの専門家であって、行動障害に関する専門知識や経験を

有する者によるアセスメント等が確保されていれば、重度訪問介護の利用ができることと

することが必要である。

○ 行動障害を有する者の状態の変化に対応しながら地域で継続的な支援を行うことが

できるようにするため、相談支援事業者が行うモニタリングについても、行動援護事業

者等のアセスメントを活用することとする。

(3) 具体的な支援の流れ

平成26年４月以降のサービス利用については、具体的には以下のようなイメージとな

る。

・ 相談支援事業者を中心とした連携体制の下で、

・ 行動援護事業者等が一定期間、問題行動のアセスメントや居宅内環境調整等を行い

つつ、

・ 居宅介護や他のサービスによる支援を行いながら、

・ サービス担当者会議等における連携により支援方法等の共有を進め、

・ 支援方法等が共有された段階で、サービス等利用計画の変更を行い、重度訪問介

護等の利用を開始する。

※ 地域において行動援護事業者の確保が困難な場合等であって市町村が認める場合

については、発達障害者支援センター・障害福祉サービス事業者・施設等の職員、ある
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いは臨床心理士などの専門家であって、行動障害に関する専門知識や経験を有する者

によるアセスメント等を行うことも想定。

３．行動障害を有しない者に対する支援について

○ 行動障害を有しない知的障害者・精神障害者については、これらの者が必要とする支

援の内容と、ヘルパーによる長時間の支援をその業務内容とする重度訪問介護のサービ

スの内容との関係が必ずしも明確化されておらず、現時点では重度訪問介護の対象とし

て基準を設定することが困難であり、次項に掲げるような課題についての検討状況等も勘

案しつつ、関係者の意見も聞きながら引き続き検討する必要がある。

○ 一方、以下のように、行動障害を有しない者に対して効果的な支援を行うためには、重

度訪問介護以外の様々な障害福祉サービス等の活用も考えていく必要があるといった指

摘があったことを踏まえ、まずは現時点で明らかになっている課題について、検討を進めて

いくことが重要である。

・ 精神障害者については、診療所中心の訪問診療や訪問看護等による身近な生活の

場の支援チームによる支援が有効であることから、今後、医療と福祉の連携による地域

における支援について検討する必要がある。

・ ひきこもりなどの場合や精神科病院長期入院患者の退院直後の時期には、その特性

を踏まえると、通所による生活訓練が困難な場合もあり、訪問のみによる生活訓練も柔

軟に行えるようにすることが求められる。また、その訪問による生活訓練事業者と居宅

介護事業者等が連携する仕組みの整備について検討する必要がある。

・ 精神障害者の支援に当たるヘルパー等に対して、障害特性に対応した研修を行う必

要がある。

○ なお、現行の障害程度区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（11項目）の合計

点数が８点未満である者であっても、市町村が認めた場合は、行動障害を有する者に準

じて重度訪問介護の対象とすべきとの意見もあったが、「９～８点」は強度行動障害とな

らないための予防的措置の観点から拡大された経緯もあることや、このような者に対する

行動障害のアセスメントをどのようにするかとの問題もあることから、慎重に検討する必要

がある。

４．新たに重度訪問介護の対象者となる者の具体的な要件について

以上の議論を踏まえ、平成26年４月から新たに重度訪問介護の対象となる者の要件につ

いては以下のとおりとする。

【新たに重度訪問介護の対象となる者の要件】

知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者であって常時介護を要す

るもの

＜区分要件について＞
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重度の肢体不自由者等であって常時介護を要する者として規定する必要があることか

ら、障害支援区分については、知的・精神障害についても現行の基準を踏まえて「区分４

以上」を要件とする。

＜区分以外の要件について＞

常時介護を要する者として、行動障害を有する者とする。（現行の障害福祉サービスに

おける障害程度区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（11項目）の合計点数が８

点以上である者をいうものとするが、平成26年度からの障害支援区分への変更に伴い、

認定調査項目や選択肢の変更が行われることを踏まえ、所要の見直しが必要。）

５．サービス提供事業者の基準等について

(1) 指定基準について

○ 指定基準については、３障害一元化の流れを踏まえ、区別しないこととする。

○ ただし、肢体不自由と知的障害・精神障害の特性が異なることに配慮する必要があ

ることから、「主として肢体不自由者に対応する重度訪問介護」又は「主として知的障害

者・精神障害者に対応する重度訪問介護」を標榜できることとする。

○ 人員配置基準については現行の要件と同様とする。

(2) 見直し後の研修について

○ 主として肢体不自由者に対応する重度訪問介護の研修は従来どおりとするが、主と

して知的障害者・精神障害者に対応する場合は、専門性を確保するため、知的障害者

・精神障害者の特性に関する研修を新たに設定する。

○ 研修の内容については、強度行動障害支援者養成研修と同等の内容とする。その

際、現行の行動援護従業者養成研修について強度行動障害支援者養成研修の内容

を活用するなど、両者の関係について整理が必要である。（参考資料４）

○ 「主として肢体不自由者に対応する研修」又は「主として知的障害者・精神障害者に

対応する研修」のどちらかを受講していれば基準を満たすこととなるが、それぞれの障

害特性に応じた研修を受講しておくことが望ましいこととする。
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Ⅱ ケアホームとグループホームの一元化について

障害者の高齢化・重度化に対応して、介護が必要になっても、本人の希望によりグループホ

ームを利用し続けることができるよう、法改正により、ケアホームとグループホームを一元化する

こととされている。

また、一元化に当たっては、

・ 利用者の状態に応じた柔軟なサービス提供が行えるよう、外部の居宅介護事業者と連携

すること等により介護サービスを提供すること

・ より一人暮らしに近い形態で暮らしたいとの要望に応えつつ、多様な住まいの場を確保する

観点から、共同生活住居との連携を前提として、既存のアパート等の一室を活用するサテラ

イト型住居の仕組みを創設すること

とされている。

検討会においては、これらの一元化の趣旨と見直しの方向性に基づき、一元化されたグル

ープホームの基準等について検討を行った。

１．介護サービスの提供形態について

○ 一元化後のグループホームにおいては、介護サービスが必要な者と必要のない者が混

在して利用することとなること、また、グループホーム入居後に介護が必要となる発生頻

度の予測がつきにくいことを踏まえれば、現行のケアホームの基準・報酬体系のように介

護サービスを全て内包化して提供するという方法は必ずしも効率的ではないと考えられ

る。一方で、これまでのケアホームと同様に、馴染みの職員による介護付きの住まいを望

む声もある。

○ このため、グループホームで提供する支援を「基本サービス（日常生活上の援助、個別

支援計画の作成等）」と「利用者の個々のニーズに対応した介護サービス」の２階建て構

造とし、介護サービスの提供については、

① グループホーム事業者が自ら行う（介護サービス包括型（現行のケアホーム型））、

② グループホーム事業者はアレンジメント（手配）のみを行い、外部の居宅介護事業者

に委託する（外部サービス利用型）

のいずれかの形態を事業者が選択できる仕組みとする。（参考資料５）

○ なお、現行経過的に認められている重度者の個人単位のホームヘルプ利用について

は、別項（「介護サービス包括型」の報酬）において整理する。

２．入居者の介護サービスの利用に関する基本的な考え方

○ グループホームの入居者が、個人の契約により別の事業者から居宅介護など訪問系サ

ービスの提供を受けることとした場合、共同生活住居において同一の利用者に対し同時に

複数の事業者から介護サービス等が提供されることとなり、サービスの提供に係る責任の

所在が不明確となり、必要かつ十分なサービスが提供できないおそれや、事故発生時に

十分な対応がなされないおそれがある。
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○ このため、外部サービス利用型グループホームにおいては、グループホーム事業者が、

居宅介護事業者（以下「受託居宅介護サービス事業者」という。）との間で文書により委託

契約を締結し、サービス等利用計画案を勘案した市町村の支給決定を踏まえたグループ

ホームの個別支援計画に基づき介護サービスを手配することにより、介護サービスの提供

に係る責任の所在を明確にする。

○ この場合、外部サービス利用型グループホーム事業者は、受託居宅介護サービス事

業者に対して、業務に関して必要な管理及び指揮命令を行うものとする。

○ なお、利用者の意向に配慮した支援が受けられるようにする観点から、利用者の心身

の状況や介護の内容、受託居宅介護サービス事業者間の責任分担の状況等一定の条

件を満たしている場合には、複数の居宅介護サービス事業者と委託契約を締結すること

が可能であることとする。

３．一元化後のグループホームの基準等について

(1) 人員配置基準等について

○ 人員配置基準

・ 一元化後のグループホームの支援形態を踏まえれば、平成26年４月以降、現行の

ケアホームの多くは「介護サービス包括型」に、現行のグループホームの多くは「外部

サービス利用型」に移行するものと考えられる。

・ このため、サービス提供時間帯の人員配置基準については、「介護サービス包括型」

は現行ケアホームの基準と同様とし、「外部サービス利用型」については現行グループ

ホームの基準と同様とした上で、以下の理由により、世話人の配置基準を現行の「10

：１以上」から「６：１以上」に引き上げることとする。

・ 一元化により、「介護サービス包括型」と「外部サービス利用型」の利用者に明確

な差異がなくなること

・ 現行においても、グループホーム、ケアホーム一体型事業所の場合は「６：１以

グループホーム
外部サービス利用型

ホームヘルパー

受託居宅介護
サービス事業者

（委託契約）

（
利
用
契
約
）

（
雇
用
関
係
）

（介護サービスの提供）

（指揮・命令）

（
指
揮
・命
令
）

利用者
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上」の配置を求めていること

・ 現にグループホームでも９割以上の事業所が「６：１以上」で配置していること

※ 施行日において現に存するグループホームの世話人の配置基準については、当

分の間、「10：１以上」とすることとする。

・ 入居者の重度化・高齢化に対応する観点からの日中・夜間の支援体制の充実等に

ついては、別項において整理する。

○ サービスの質の確保・向上

・ グループホーム入居者の重度化・高齢化を背景に、グループホームにおけるサービ

スの質の確保・向上を図る必要があるとの指摘がある。

・ このため、介護福祉士や精神保健福祉士など有資格者の配置が促進されるような

支援措置のほか、介護保険の地域密着型サービス事業所と同様に運営推進会議の

設置を各グループホーム事業者に義務付けて地域に開かれた運営とすることも検討

する必要がある。

【参考】 運営推進会議の概要

利用者、市町村職員、地域の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにする

ことにより、地域との連携が確保され、かつ、地域に開かれたサービスとすることで、サービス

の質の確保・向上を図ることを目的として設置

○ 日中・夜間の支援体制、医療が必要な者等への対応

① 日中の支援体制

日中については、日中活動サービスを利用しているなど多くの利用者が共同生活

住居外にいることから、職員配置の義務化は行わず、現行の日中支援加算の拡充・

見直し等により対応することを検討する。

【参考】日中支援加算の概要

グループホーム等の利用者のうち、心身の状況等により予定していた日中活動サービス等を

利用できなかった利用者に対して昼間の時間帯に支援を行った場合に、月ごとに３日目から

加算を算定

② 夜間の支援体制

夜間については、軽度者のみが入居する事業所など必ずしも夜勤配置の必要の

ない事業所もあることから、職員配置の義務化は行わず、現行の夜間支援体制加算

及び夜間防災・緊急時支援体制加算の拡充・見直し等により対応することを検討す

る。

【参考】夜間支援体制加算等の概要

夜間支援体制加算（Ⅰ） ※ケアホームのみ

夜間及び深夜の時間帯に介護等を行うための勤務体制を確保している場合に加算を算

定
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夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅰ） ※グループホームのみ

夜間及び深夜の時間帯に警備会社との警備業務の委託契約等により、防災体制を確保

している場合に加算を算定

③ 医療が必要な重度者等に対する支援体制

グループホーム、ケアホームにおける医療サービスの提供実態（ほとんどが「投薬・

服薬管理」であること（95.5％））を踏まえれば、看護職員等の配置の義務化は行わ

ず、現行の医療連携体制加算の拡充・見直し等により対応することを検討する。

その他強度行動障害者や刑務所等を出所した障害者など、特別な支援が必要な

者への対応については、現行加算の普及等の方策を検討する必要がある。

【参考】医療連携体制加算の概要

医療機関等との連携により、看護職員が事業所を訪問して利用者に対する看護を行った場合

に加算を算定

①から③のそれぞれの現行加算の拡充・見直しの具体的な考え方・その適用時期に

ついては、平成26年度予算編成過程の中で検討されることとなる。

(2) 設備基準について

○ 基本的考え方

・ 現行のグループホームとケアホームとの基準に差異がないことを踏まえ、「介護サ

ービス包括型」及び「外部サービス利用型」については共通の設備基準を設けること

とする。

・ 地域主権一括法の施行により、グループホームの設備に関する基準については、

「従うべき基準」（必ず適合しなければならない基準）とされた居室面積基準等の一

部を除き、現在も、各地方自治体の責任において、地域の実情に応じた適切な基準

が定められている。このため、国の基準については、入居定員についての基準を除

き、基本的に現行どおりとする。

・ なお、現行の居室の面積基準（収納設備等を除き、7.43㎡以上）を含めて、グルー

プホームの居住環境等については、特に肢体不自由者、重症心身障害者、行動障

害のある者等が利用するのに適切なものとなっていないとの意見があった。このため、

それぞれの障害特性に対応したグループホームを設置する際の支援方策について、

他の居住サービスとのバランスにも十分配慮した上で所要の検討を行う必要がある。

○ 共同生活住居の入居定員

・ 障害者のグループホームについては、障害者が地域において４～５人程度の少人

数で互いに支え合って暮らす住まいの場であることから、家庭的な雰囲気が維持でき

る規模とすることが重要である。このため、新築の場合の共同生活住居の入居定員

については、現行どおり10人以下とする。その際、１つのユニットの定員は４～５人を

基本とし、６人以下であることが望ましいとの意見があった。

・ ただし、都市部等において、既存の10人以上が入居する共同生活住居を建て替え
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る場合であって、近隣の住宅地等に新たに土地を確保できない等により共同生活住

居を複数に分けて設置することが極めて困難な場合については、現に入居している

者の保護の観点等から、その時点の入居定員の数を上限とする共同生活住居の設

置を可能とする。

・ なお、地域における居住支援の機能強化のための対応については、別途「Ⅲ 地

域における居住支援の在り方について」において整理する。

４．一元化後のグループホームの報酬について（参考資料６）

(1) 介護サービス包括型

○ 介護サービス包括型については、グループホームの従業者が介護サービスも含めた

包括的なサービス提供を行うことから、現行ケアホームと同様、障害程度区分、人員配

置に応じた包括的な報酬（基本サービス＋介護サービス）として設定することが考えら

れる。

○ 現行、経過的に認められている重度者の個人単位のホームヘルプ利用については、

平成２６年４月以降についても、必要な支援の質・量を担保する観点から、新規の利用

も含め、当分の間、認めることが必要である。なお、長期的な在り方については、グルー

プホームの一元化の施行後の状況等を見ながら、関係者の意見を聞きつつ検討するこ

ととする。

【参考】 ケアホームにおける個人単位のホームヘルプ利用の仕組み

ケアホームにおいては、運営基準により、原則として、ケアホーム事業所の従事者以外の者によ

る介護等を受けさせてはならないが、次のいずれかに該当する者は、特例措置として個人単位

のホームヘルプ利用が認められている。

ア 障害程度区分４以上、かつ、行動援護又は重度訪問介護の対象者

イ 障害程度区分４以上、かつ、次のａ及びｂの要件をいずれも満たす者

ａ ケアホームの個別支援計画にホームヘルプサービスの利用が位置づけられていること

ｂ ケアホームでのホームヘルプサービス利用について市町村が必要と認めること

(2) 外部サービス利用型

○ 外部サービス利用型については、介護を必要としない者も利用するため、

ア 利用者全員に必要な基本サービス（日常生活上の援助や個別支援計画の作成

等）は包括的に評価し、

イ 利用者ごとにそもそものサービスの必要性やその頻度等が異なる介護サービスにつ

いては、個々の利用者ごとにその利用量に応じて算定する

仕組みとすることが考えられる。

○ その場合、一元化後のグループホームで外部の居宅介護サービスを利用した場合

であっても、その費用が基本サービス分も含めて、現行ケアホーム（一元化後の介護サ

ービス包括型）とそれほど変わらない水準となるよう、安定的な運営や効率的なサービ

ス提供が可能となること等を考慮した居宅介護の算定方法を検討する必要がある。
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５．サテライト型住居の基準等について（参考資料７）

(1) サテライト型住居の創設の趣旨

○ 地域生活への移行を目指している障害者や現にグループホームを利用している障害

者の中には、共同住居よりも単身での生活を望む人もいる。

○ このため、共同生活を営むというグループホームの趣旨を踏まえつつ、１人で暮らした

いというニーズにも応え、地域における多様な住まいの場を増やしていく観点から、本体

住居（サテライト型住居以外の２人以上が入居するグループホームであって、サテライト

型住居への支援機能を有するもの。以下同じ）との密接な連携を前提として、１人暮ら

しに近い形態の「サテライト型住居」を創設するものとする。

(2) 利用対象者について

○ 利用対象者は、グループホームの支給決定を受けた者のうち、早期に単身等での生

活が可能であると認められる者を基本とする。なお、本体住居での生活が一時的に難し

い場合や、集団での生活が難しい場合等についても、相談支援事業者との連携で利用

可能とすることを検討すべきとの意見があった。

○ このため、地域で単身等で生活をしたいという明確な目的意識を持った障害者の利

用期間の長期化を回避する観点から、一定の利用期限を設けて、効果的・効率的な

支援を行うことが必要である。

○ この場合に、例えば、利用期限到来時に引き続きサテライト型住居を利用することに

より単身生活への移行が具体的に見込まれる場合等については、当該利用期限を超

える共同生活援助の利用を認めることや、グループホームの支援が不要になっても当

該住居の契約を事業所から個人に切り替えることで利用者がそのまま住み慣れた住居

に住み続けることができるようにするなど、利用期限到来時に機械的に追い出されるこ

とのないような柔軟な運用や配慮を行うことが必要である。

(3) サテライト型住居の基準等について

○ 設備基準

・ サテライト型住居を設置する場合の本体住居・サテライト型住居の設備等の基準に

ついては、下表によるものとする。
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（※）サテライト型住居の入居定員は本体住居の入居定員には含まないものとする（事業所

の利用定員には含む）。

・ また、本体住居との密接な連携を確保する具体的な要件として、次の要件を設ける

こととする。

＜本体住居との距離要件＞

本体住居とサテライト型住居の入居者が日常的に相互に交流を図ることができ

るよう、サテライト型住居の入居者が通常の交通手段を利用して概ね20分以内で

移動することが可能な距離であることを基本とする。

この場合の当該距離要件については、移動に要する時間により一律に判断する

のではなく、交通基盤の整備状況や気候・地理的な条件等を踏まえつつ、地域の

実情に応じて適切に判断するものとする。

＜本体住居に対するサテライト型住居の箇所数の上限＞

本体住居の従業者が、サテライト型住居を定期的に巡回して支援することとする

中で、次項に掲げるとおり人員配置基準を上乗せしないこと、居間、食堂等の利用

者が相互に交流を図ることができる設備については本体住居の設備を利用するこ

ととすることを踏まえれば、適切な支援を確保する観点から、１つの本体住居に対

するサテライト型住居の設置か所数は原則として２か所を限度とし、さらに本体住

居の入居者が４人以下の場合は１か所の設置を限度とする。なお、本体住居の入

居者が４人以下であっても２か所までの設置を認めるべきとの意見があったことも

踏まえ、当該上限数については、制度施行後の状況を見ながら、必要に応じて見

直すこととする。

○ 人員配置基準

・ グループホームについては、一定の地域の範囲内に所在する共同生活住居全体を

事業所として指定するため、人員配置基準についても、個々の共同生活住居ごとで

はなく、事業所単位で適用している。

本体住居 サテライト型住居

共同生活住居の入居定員 原則２人以上 10人以下 １人

ユニット（居室を除く）の設備 居間、食堂等の利用者が相互に

交流を図ることができる設備

本体住居の設備を利用

ユニットの入居定員 ２人以上 10人以下 －

設備 ・日常生活を営む上で必要な設備

・サテライト型住居の利用者から適切に連絡を受けることができる通

信機器（携帯電話可）

居室の面積 収納設備を除き7.43㎡
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・ このため、サテライト型住居を設置した場合であっても、特段の人員配置基準の上

乗せは行わないものとする。

○ 運営基準

・ サテライト型住居の入居者に対しては、共同生活援助計画に基づき、本体住居の

従業員が定期的な巡回等により支援を行うものとする。

・ この場合の「定期的な巡回等」とは、原則として毎日の訪問を想定しているが、訪問

回数及び訪問時間等については、適切なアセスメント及びマネジメントに基づき利用

者との合意の下に決定されるべきものであることから、利用者の心身の状況等に応じ

て、訪問を行わない日を設けるなど柔軟な設定を可能とすることが必要である。ま

た、訪問時間については短時間に限らず、必要なケアの内容に応じ柔軟に設定する

ものとする。

(4) サテライト型住居の報酬について

○ 以上のとおり、人員配置基準の上乗せを行わない等とすることから、本体住居の基

本報酬と同水準とする。

○ その上で、単身生活等への移行を促進する観点から、現行、退去後の居住の場の

確保など単身生活に向けた支援を評価する自立生活支援加算の算定要件の見直し

等を行うことを検討する。この場合に、自立生活支援加算の算定要件の具体的な見直

し内容、その適用時期については、平成26年度予算編成過程の中で検討されることと

なる。

【参考】 自立生活支援加算の概要

過去２年間に単身生活等に移行した者が定員の５割以上であるなど、一定の算定要件を満

たしている事業所において、単身生活等への移行に向けた相談支援等を行った場合に算定

６．その他の論点

○ 現行のグループホーム、ケアホームについては、65歳以上の身体障害者（65歳以前に

障害福祉サービス等を利用していた者を除く。）を給付対象から除外していることから、介

護保険の要介護認定の結果、「非該当（自立）」と判定された身体障害者については、居

住支援サービスを受けることができないとの指摘がある。

○ 今回の一元化が重度化・高齢化対応という観点から施行されることも踏まえつつ、従来

の経緯等にも留意し、65歳以上の身体障害者のグループホームの利用について改めて

検討する必要がある。

【参考】 社会保障審議会障害者部会報告（平成20年12月16日）（抄）

（身体障害者のグループホーム・ケアホーム）

○ 身体障害者についても一層の地域生活移行を進めていくために、身体障害者がグループホーム

・ケアホームを利用できるようにすべきである。

① 在宅の障害者が、本人の意に反してグループホーム・ケアホームの利用を勧められることがな
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いよう、徹底を図る

② 身体障害者をグループホーム・ケアホームの対象とする趣旨は、施設からの地域移行や、地

域における自立した生活の継続であることを踏まえ、高齢で障害となった者については新規利

用の対象としないこととする

などについて留意が必要と考えられ、具体策について検討していくべきである。
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Ⅲ 地域における居住支援の在り方について

平成24年６月に成立した「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉障

害施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」における衆参両院の附帯決議において

は、「障害者の高齢化・重度化や「親亡き後」も見据えつつ、障害児・者の地域生活支援をさら

に推進する観点から、ケアホームと統合した後のグループホーム、小規模入所施設等を含め、

地域における居住支援の在り方について、早急に検討を行うこと」とされているところである。

これを踏まえ、検討会においては、「重度訪問介護の対象拡大」及び「ケアホームとグループ

ホームの一元化」の検討と併せ、地域における居住支援として求められる機能を端緒として議

論を行った。

１．地域における居住支援に求められる機能

(1) ヒアリングにおいて挙げられたニーズ

検討会における関係団体からのヒアリングにおいては、障害者の地域生活を支えるため

に必要な支援・資源について様々な意見が出された。これらを整理すると、おおむね以下

のようなニーズが挙げられた。

○ 地域での暮らしの安心感の担保

○ 親元からの自立を希望する者に対する支援

○ 施設・病院等からの退所・退院等、地域移行の推進

○ 医療的ケア、行動障害支援等、専門的な対応を必要とする者への支援

○ 医療との連携等、地域資源の活用

○ 夜間も利用可能なサービス、緊急対応体制

○ 障害特性に応じた体制整備

(2) 求められる機能

これらのニーズから、どのような機能が求められているのかという点について検討する

と、おおむね以下のように分類できると考えられる。

○ 相談 （地域移行、親元からの自立等）

○ 体験の機会・場 （一人暮らし、グループホーム等）

○ 緊急時の受け入れ・対応 （ショートステイの利便性・対応力向上等）

○ 専門性 （人材の確保・養成、連携等）

○ 地域の体制づくり （サービス拠点、コーディネイターの配置等）

(3) 地域における居住支援の機能強化について

障害者の地域生活の支援については、障害福祉計画等に基づき取組を進めているとこ

ろであるが、今後、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた視点に立ち、上記

のような機能をさらに強化していく必要がある。

また、その際、相談支援を中心として、学校からの卒業、就職、親元からの独立等、生

活環境が変化する節目を見据えた中長期的視点に立った継続した支援が必要である。
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２．地域における居住支援のための機能強化の進め方について

以上の観点に立ち、地域における居住支援のための機能強化については、以下のように

進めていくこととすべきである。

(1) 取組の対応方針

【地域レベルでの取組の対応方針】

○ 都道府県・市町村においては、各地域において必要な機能の整備について、各地域

における議論を踏まえ、市町村や障害福祉圏域ごとの整備の在り方を定め、都道府県

の障害福祉計画に位置づけ、整備を計画的に推進する。

【制度面での取組の対応方針】

○ 地域における居住支援の機能強化のための制度面での方策を講じる。例えば、

・ 相談機能や緊急時の対応に係る受入機能の整備に向けた支援

・ 医療的ケアが必要な障害者等に対する専門的な支援体制の構築に向けた支援

・ 生活環境が変化する節目を見据えた中長期的な視点に立った継続した相談支援

を行うことができるような体制の整備に向けた支援

・ 障害福祉サービス等についての、地域生活の推進の支援の観点からの必要な見直

し

といった対応を行っていく。

(2) 取組の進め方（参考資料８）

このような対応方針に基づき、具体的には、以下のような対応を行うことが必要となると

考えられる。

なお、地域における居住支援のための機能強化の在り方については、地域の実践等も

踏まえ、引き続き検討していくことが必要である。

【地域レベルでの取組の進め方】

○ 地域レベルでの取組の基礎とするため、それぞれの地域において、障害者の重度化

・高齢化や「親亡き後」を見据え、課題に応じてどのような機能をどれだけ整備していく

かについて、各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況や基幹相談支援センターの

設置の有無等、各地域の個別の状況に応じ、関係者や障害当事者が参画して検討す

る。（検討には「協議会」を活用することが考えられる。）

○ なお、その際、これらの機能を具体的にどのような形で地域に整備していくかについて

は、例えば

・ これらの機能を集約して整備する「多機能拠点整備型」（グループホーム等併設

型、単独型）

・ 地域において機能を分担して担う「面的整備型」

といった形態など、地域の実情に応じた柔軟な対応が考えられる。

○ また、単にそれらの機能を新たに整備するだけでなく、既存の事業者の機能強化、例
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えば、障害者支援施設がこれらの機能の一部を引き続き担ったり、新たに担うといった

対応も考えられる。

【制度面での取組の進め方】

○ 制度面での対応については、

・ 平成26年４月のグループホームとケアホームの一元化等にあわせて対応する事項

・ 平成27年４月に予定される障害サービス等報酬改定において対応する事項

等が考えられることから、これらについて整理して実施する。

○ なお、グループホームに地域の居住支援のための機能を付加的に集約する場合に

おいては、専門的な知識・技術を有するスタッフによる支援や夜間の支援体制等を確

保する観点等から、一定程度の規模が必要なケースも考えられる。この場合に複数の

共同生活住居を隣接して整備するなども考えられるが、都市部など土地の取得が極め

て困難な地域等においても各都道府県等の判断で地域の居住支援体制を整備できる

よう、以下の特例を設けることとする。

一の建物における共同生活住居の設置数に関する特例

「共同生活住居」については、現行、マンション等の建物を除き、複数の居室に加え、

居間、食堂、便所、浴室等を共有する１つの建物としているところであるが、地域で居住

するサービス基盤が不足する中、都市部など土地の取得が極めて困難な地域等であっ

て、次のいずれにも該当するものとして都道府県が認めた場合においては、１つの建物

の中に複数の共同生活住居の設置を認めることとする。なお、この場合の一のユニット

の入居定員は、４～５人程度の少人数の障害者が互いに支え合って暮らすというグル

ープホームの本来的な趣旨も踏まえ、６人以下とすることが望ましい。

① 地域で生活している障害者等との常時の連絡体制の確保、緊急一時的な宿泊の

場の提供など地域で暮らしている障害者等を支援するための事業や地域の関係機

関と連絡調整を行うコーディネイト事業を行うこと

② ①の機能をグループホームに付加的に集約して整備することが障害福祉計画に地

域居住支援の一環として位置づけられていること

③ １つの建物であっても、入り口（玄関）が別になっているなど建物構造上、共同生活

住居ごとの独立性が確保されていること

④ １つの建物に設置する共同生活住居の入居定員の合計数が20人以下（短期入所

（空床利用型を除く。）を行う場合、当該短期入所の利用定員数を含む。）であること

○ なお、上記特例については、「利用者は障害福祉圏域内又は同一都道府県内に限

るとする条件を課すべき」との意見があった。
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・常時の連絡体制の確保

・緊急時の支援（一時的な宿

泊を含む）

《施設》

《自宅・アパート等》グループホーム・ケアホーム

障害福祉サービス事業所等障害福祉サービス事業所等

短期入所

（参考資料１）地域における障害福祉サービス等による支援（イメージ）

地域定着支援

(体験利用)

地域

計画相談支援

日中活動

就労継続支援(A,B)

就労移行支援
生活介護

自立訓練(通所・訪問)
等

訪問サービス

居宅介護

重度訪問介護

行動援護

同行援護

移動支援 等

地域移行支援

発達障害者支援
センター等

専門機関

宿泊型自立訓練

アウトリーチ

精神科救急医療

訪問看護・デイケア

《精神科病院、診療所等》

相談支援事業所・相談、同行支援

・一人暮らしの体験宿泊

・日中活動系サービスの体験利用

・入居支援

地域活動支援センター等
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発達障害については、支援のためのノウハウが十分に蓄積されていないため、各地域における支援体制の確

立が喫緊の課題となっていることから、市町村・事業所等支援、医療機関との連携や困難ケースへの対応等に

ついて、地域の中核である発達障害者支援センターの地域支援機能の強化を図り、支援体制を整備するととも

に発達障害のある方の社会参加を促す。

発達障害者支援センター

（参考資料２） 発達障害者支援センターの地域支援機能強化

市町村

発達障害者支援体制整備（地活事業）都道府県等

職員配置：４名程度

●相談支援（来所、訪問、電話等による相談）
●発達支援（個別支援計画の作成・実施等）
●就労支援（発達障害児（者）への就労相談）●その他研修、普及啓発、機関支援

再編・拡充

①アセスメントツールの導入
②個別支援ファイルの活用・普及

※サポートコーチ２名分を積算

（地活事業）

事業所等

対応困難ケースを含めた
支援を的確に実施

困難事例の対応能力の向上全年代を対象とした支援体制の構築
（求められる市町村の取組） （求められる事業所等の取組）

医療機関

①専門的な診断評価
②行動障害等の入院治療

身近な地域で発達障害に関する
適切な医療の提供

（求められる医療機関の取組）

（継続） （新規）（新規）

発達障害者地域支援マネジャーの配置：６名程度

一部新規
（４名分）

体制整備支援（２名） 医療機関との連携（２名）困難ケース支援（２名）

発達障害のある方の社会参加を促す

地域支援機能の強化へ

●（経済財政運営と改革の基本方針）
意欲ある全ての人々が就労などにより社会参加できる環境の整備

●（日本再興戦略-JAPAN is BACK）
人材力の強化、障害者の就労支援を始めとした社会参加の支援を推進

（課題）
中核機関としてセンターに求められる市町村・事業所等の
バックアップや困難事例への対応等が、センターへの直接
の相談の増加等により十分に発揮されていない。

・原則として、センターの事業として実施
・地域の実情に応じ、その他機関等に委託可

●発達障害者支援体制整備検討委員会 ●市町村・関係機関及び関係施設への研修
●アセスメントツールの導入促進 ●ペアレントメンター（コーディネータ）

①アセスメント

②支援の計画

③支援

行動観察・情報収集

障害特性の理解

・本人が困っていること
・本人ができる事、強み の把握
・本人の特性

Ａ．本人の困難を軽減したり取り除く

Ｂ．本人ができること、強みを活用する

※ 支援計画は場面ごと、工程ごと
に丁寧に作る必要がある。

Ａ，Ｂを組み合わせた具体的なツー
ルの作成や構造化、環境調整など
の支援計画の立案
支援の方向性は基本に忠実に
具体策やツールは個別化する

分析
理解

行動の

（参考資料３）
行動障害がある者に対するアセスメントから支援までのプロセス
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強度行動障害支援者養成研修カリキュラム（案）

科 目 内 容 時間

講

義

強度行動障害をとりまく制度とサービスに
関する講義

・行動障害をとりまく制度と課題

2
・強度行動障害と虐待

・虐待防止法について

・事例紹介

強度行動障害の特性と障害理解に関す
る講義

・本研修の対象となる行動障害

4

・強度行動障害の定義

・重度最重度知的障害とは／自閉症とは

・強度行動障害の歴史的経過

・福祉と医療との連携

・様々なアセスメントツール

・危機管理／緊急時の対応

・行動障害のある人と家族の生活の理解に関する講義

強度行動障害と医療に関する講義
・様々な医療的なアプローチ

2
・福祉と医療の連携について

強度行動障害に対する支援の実際に関
する講義

・地域における児童の支援

3

・ショートステイを活用した支援

・児童入所施設における支援

・成人入所施設における支援

・成人期の地域生活支援

・地域支援の５つの原則
・環境調整の原則

演

習

強度行動障害の特性とコミュニケーション
の理解に関する演習

・障害特性の理解を中心に

3

・感覚／知覚の違い

・氷山モデルで行動障害を理解する

・グループ討議／まとめ

・障害特性の理解 ・医療との連携

強度行動障害の支援技術に関する演習

・環境調整を中心に

3
・構造化の考え方

・構造化の基本と手法

・グループ討議／まとめ

強度行動障害の事例に関する演習

・コミュニケーションの理解と表出

3
・様々なコミュニケーションの方法

・グループ討議／まとめ

・ふりかえり

合 計 20

強度行動障害支援者養成研修と行動援護従業者養成研修のカリキュラム
行動援護従業者養成研修カリキュラム

科 目 時間

講
義

行動援護に係る制度およびサービ
スに関する講義

２

行動援護利用者の障害特性と障害
理解に関する講義

２

行動援護の技術に関する講義 ２

演
習

行動援護の事例に関する演習 ４

行動援護の支援技術に関する演習 ３

行動援護の事例分析に関する演習 ４

行動援護の事例分析の検討に関す
る演習

３

計 ２０

（参考資料４）

グループホームで提供する支援を「基本サービス（日常生活の援助等）」と「利用者の個々のニーズに対応した介護サービス」の２階建て
構造とし、介護サービスの提供については、① グループホーム事業者が自ら行うか（介護サービス包括型（現行ケアホーム
型））、②グループホーム事業者はアレンジメント（手配）のみを行い、外部の居宅介護事業所に委託するか（外部サービス
利用型）のいずれかの形態を事業者が選択できる仕組みとする。

介護サービスの
提供

居宅介護事
業所

居宅介護事
業所

★介護サービスについては、現行のケアホームと同様に当該事業所の従業
者が提供。
★利用者の状態に応じて、介護スタッフ（生活支援員）を配置。

〈グループホーム〉

運営者

〈世話人・生活支援員〉

個別支援計画の作成
日常生活上の援助
食事等の介護

★介護サービスについて、事業所はアレンジメント（手配）のみを行い、
外部の居宅介護事業者等に委託。
★介護スタッフ（生活支援員）については配置不要。

〈グループホーム〉

運営者

〈世話人〉

個別支援計画の作成
日常生活上の援助
介護サービスの手配

×
原則、利用
不可

〈ホームヘルパー〉 〈ホームヘルパー〉

〈市町村〉

ਾ
ີ
੍
௸

〈市町村〉

委託料支払

委託契約

介護サービス包括型のイメージ

ਾ
ີ
੍
௸

外部サービス利用型のイメージ

一元化後のグループホームは、介護を必要とする者としない者が混在して利用することとなり、また、介護を必要とする者の数も一
定ではないことから、全ての介護サービスを当該事業所の従業者が提供するという方法は必ずしも効率的ではないと考えられる。一方、こ

れまでのケアホームと同様に、馴染みの職員による介護付きの住まいを望む声もある。

一元化後のグループホームにおける介護サービスの提供形態

、★重度の障害者に限って、
個人単位のホームヘルプ
利用（現行の特例措置）
を認める。

（参考資料５）
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○ 介護サービス包括型については、グループホームの従業者が介護サービスも含めた包括的なサービス提供を行うことから、現行ケア
ホームと同様に、障害程度区分、人員配置に応じた包括的な報酬（基本サービス＋介護サービス）として設定することが考えられる。

○ その場合、現行、経過的に認められている重度者の個人単位のホームヘルプ利用については、平成２６年４月以降についても、必要
な支援の質・量を担保する観点から、新規の利用も含め、当分の間、認めることが必要である。

○ 外部サービス利用型については、介護を必要としない者も利用するため、
ア 利用者全員に必要な基本サービス（日常生活上の援助や個別支援計画の作成等）は、包括的に評価し、
イ 利用者ごとにそもそものサービスの必要性やその頻度等が異なる介護サービスについては、個々の利用者ごとにその利用量に応じ
て算定する仕組みとすることが考えられる。

○ その場合、一元化後のグループホームで外部の居宅介護サービスを利用した場合であっても、その費用が基本サービス分も含めて、
現行ケアホーム（一元化後の介護サービス包括型）とそれほど変わらない水準となるよう、安定的な運営や効率的なサービス提供が可
能となること等を考慮した居宅介護の算定方法を検討する必要がある。

（参考）介護サービス包括型と外部サービス利用型の報酬のイメージ

区分１以下 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

包
括
報
酬

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
事
業
者
が
提
供

基本サービス
（計画作成＋家事援助＋生活相談）

介護サービス
（入浴、排せつ、食事等の介護）

家賃・食費など

包括
報酬

区分１以下 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

出
来
高
報
酬

居
宅
介
護
等
事
業
者
が
提
供

グ

ル
ー

プ
ホ
ー

ム

事
業

者
が

提
供

基本サービス
（計画作成（外部サービスのアレンジメントを含む）＋家事援助＋生活相談）

受託居宅サービス
（居宅介護・重度訪問介護・重度包括）

家賃・食費など

効率的なサービス提供が可能と

なることを考慮した報酬設定

介護サービス包括型 外部サービス利用型

（１）介護サービス包括型の報酬

（２）外部サービス利用型の報酬

（参考資料６）一元化後のグループホームにおける報酬のあり方

介護サービス
（入浴、排せつ、食事等の介護）

受託居宅介護サービス
（居宅介護）

利
用
量
に
応
じ
た
報
酬

共同生活を営むというグループホームの趣旨を踏まえつつ、1人で暮らしたいというニーズにも応え、地域における多様な住まいの場を増やしていく観
点から、グループホームの新たな支援形態の1つとして本体住居との密接な連携（入居者間の交流が可能）を前提として

ユニットなど一定の設備基準を緩和した１人暮らしに近い形態のサテライト型住居の仕組みを創設

○ 地域生活への移行を目指している障害者や現にグループホームを利用している障害者の中には、共同住居よりも単身での生活を望む
人がいる

○ 少人数の事業所が経営安定化の観点から、定員を増やそうとしても近隣に入居人数など条件にあった物件がなく、また、物件が見
つかっても界壁の設置など大規模改修が必要となるケースも少なくないとの声がある。

（参考資料７）サテライト型住居の概要

本体住居 サテライト型住居

共 同 生 活
住居の入居
定員

原則、２人以上１０人
以下 ※

１人

ユニット（居
室を除く）の
設備

居間、食堂等の利用
者が相互に交流を図
ることができる設備

本体住居の設備を利
用

ユニットの入
居定員

２人以上１０人以下 －

設備 ・日常生活を営む上で必要な設備
・サテライト型住居の利用者から適切に通報を
受けることができる通信機器（携帯電話可）

居室の面積 収納設備を除き７．４３㎡

（サテライト型住居を設置する場合の設備基準）

本体住居、サテライト型住居（※）のいずれも事業者が確保
※ 本体住居につき、２か所（本体住居の入居者が４人以下の場合は１か所））が上限

単身等での生活が可
能と認められる者が
基本

（※）サテライト型住居の入居定員は本体住居の入居定員には含まない
ものとする（事業所の利用定員には含む）。
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ＧＨ併設型 単独型

（参考資料８）地域における居住支援のための機能強化

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、各地域の抱える課題に応じて、居住支援のための機能（相談、体験の機会・場、緊
急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を地域に整備していく手法としては、❶ これらの機能を集約して整備する「多機
能拠点整備型」（グループホーム併設型、単独型）、❷地域において機能を分担して担う「面的整備型」等が考えられる。

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

体験の機会・場

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム

グループホーム

① 地域で生活している障害者等との常時の連絡体制の確保、緊急一時的な宿泊の場の提供など地域で暮らしている障害者等を支援するための事業や地域の関
係機関と連絡調整を行うコーディネート事業を行うこと

② ①の機能をグループホームに付加的に集約して整備することが障害福祉計画に地域居住支援の一環として位置づけられていること
③ １つの建物であっても、入り口（玄関）が別になっているなど建物構造上、共同生活住居ごとの独立性が確保されていること
④ １つの建物に設置する共同生活住居の入居定員の合計数が２０人以下（短期入所（空床利用型を除く。）を行う場合、当該短期入所の利用定員数を含む。）で
あること

都市部など土地の取得が困難な地域等においても、各都道府県の判断で地域の居住支援体制を柔軟に整備できるよう、次のいずれにも該当するものと
して都道府県が認めた場合は、１の建物の中に複数の共同生活住居の設置を認めることとする。

この場合、専門的な知識・技
術を有するスタッフによる支
援や夜間の支援体制等を確保
する観点等から、一定程度の
規模が必要なケースも考えら
れる。

（参考）居住支援のための機能強化の整備手法のイメージ

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、関係者や障害当事者が参画して検討

１の建物における共同生活住居の設置数に関する特例

多機能拠点整備型 面的整備型

等 等 等
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関連資料４

グループホームで提供する支援を「基本サービス（日常生活の援助等）」と「利用者の個々のニーズに対応した介護サービス」の２階建て
構造とし、介護サービスの提供については、① グループホーム事業者が自ら行うか（介護サービス包括型（現行ケアホーム
型））、②グループホーム事業者はアレンジメント（手配）のみを行い、外部の居宅介護事業所に委託するか（外部サービス
利用型）のいずれかの形態を事業者が選択できる仕組みとする。

介護サービスの
提供

居宅介護事
業所

居宅介護事
業所

★介護サービスについては、現行のケアホームと同様に当該事業所の従業
者が提供。
★利用者の状態に応じて、介護スタッフ（生活支援員）を配置。

〈グループホーム〉

運営者

〈世話人・生活支援員〉

個別支援計画の作成
日常生活上の援助
食事等の介護

★介護サービスについて、事業所はアレンジメント（手配）のみを行い、
外部の居宅介護事業者等に委託。
★介護スタッフ（生活支援員）については配置不要。

〈グループホーム〉

運営者

〈世話人〉

個別支援計画の作成
日常生活上の援助
介護サービスの手配

×
原則、利用
不可

〈ホームヘルパー〉 〈ホームヘルパー〉

〈市町村〉

ਾ
ີ
੍
௸

〈市町村〉

委託料支払

委託契約

介護サービス包括型のイメージ

ਾ
ີ
੍
௸

外部サービス利用型のイメージ

一元化後のグループホームは、介護を必要とする者としない者が混在して利用することとなり、また、介護を必要とする者の数も一
定ではないことから、全ての介護サービスを当該事業所の従業者が提供するという方法は必ずしも効率的ではないと考えられる。一方、こ

れまでのケアホームと同様に、馴染みの職員による介護付きの住まいを望む声もある。

一元化後のグループホームにおける介護サービスの提供形態

、★重度の障害者に限って、
個人単位のホームヘルプ
利用（現行の特例措置）
を認める。
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介護サービスの提供に係る責任の所在を明確にする観点等から、介護保険の特定施設入居者生活介護を参考に以下の仕組み
とすることが考えられる。
○ 外部サービス利用型グループホーム事業者は、居宅介護事業者（以下、「受託居宅介護サービス事業者」）との間で文書により委託契約を締結
し、サービス等利用計画案を勘案した市町村の支給決定を踏まえたグループホームの個別支援計画に基づき、介護サービスを手配。

○ この場合、外部サービス利用型グループホーム事業者は、業務に関して受託居宅介護サービス事業者に必要な管理及び指揮命令を行う。

居宅介護
事業者

《グループホーム》
外部サービス利用型

《利用者》 《ホームヘルパー》

《受託居宅介護ｻー ﾋ゙ ｽ
事業者》

（委託契約）

（
利
用
契
約
）

（
雇
用
関
係
）

（介護サービスの提供）

（指揮・命令）

○ 居宅介護（身体介護に係るものに限る。）

委託可能なサービス

○ 委託の範囲

○ 委託に係る業務の実施に当たり遵守すべき条件

○ 受託居宅介護事業者の従業者により当該委託業務が居
宅介護の運営基準に従って適切に行われていることを
定期的に確認する旨

○ 委託業務に関し受託居宅介護サービス事業者に対し指
示を行い得る旨

○ 委託業務に関し改善の必要を認め、所要の措置を講じ
るよう前号の指示を行った場合において、当該措置が
講じられたことを確認する旨

○ 受託居宅介護サービス事業者が実施した当該委託業務
により入居者に賠償すべき事故が発生した場合におけ
る責任の所在

○ その他委託業務の適切な実施を確保するために必要な
事項

契約事項

（参考）介護サービス利用の関係図

介護サービス委託の基本的な仕組み

（
指
揮
・
命
令
）

障害
程度

利用
対象

職員配置基準 基本報酬
（６：１）

世話人 生活支援員

区分６ ▲ 10：１以上

（一体型）
６：１以上

設定なし 179単位

区分５ ▲

区分４ ▲

区分３ ▲

区分２ ▲

区分１ ○

非該当 ○

《基本的な性格》
○障害程度区分１又は非該当の者の利用を想定
○介護の提供は想定されていない

《標準的な支援内容》
○日常的に必要な相談・援助
○食事の提供、健康管理、金銭管理の援助、計画作成、緊急時対
応

障害
程度

利用
対象

職員配置基準 基本報酬
（６：１）

世話人 生活支援員

区分６ ○ 10：1以上 設定なし 179単位
＋

外部委託
分を出来
高報酬と
して評価

区分５ ○

区分４ ○

区分３ ○

区分２ ○

区分１ ○
179単位

非該当 ○

《基本的な性格》
○障害程度区分にかかわらず利用可能
○介護の提供については、外部の居宅介護事業所等に委託

《標準的な支援内容》
○日常的に必要な相談・援助
○食事の提供、健康管理、金銭管理の援助、計画作成、緊急時対
応
○介護サービスの手配（アレンジメント）

○ 現行、介護スタッフ（生活支援員）を配置していない『グループホーム』については、基本的に『外部サービス利用型』へ移行する
ものと考えられる。

※ 新たに生活支援員を配置して『介護サービス包括型』に移行することも可能。

グループホーム グループホーム（外部サービス利用型）

※ 区分2以上は、本人が希望する場合に利用可能

（参考１）現に運営するグループホーム等の移行先①
（現行グループホーム → 外部サービス利用型）

※ 職員配置基準、基本報酬単価については、要検討

H26.4

（経過措置）現にあるグループホーム事業所は、外部サービス利用型指定共同生活援助事業所とみなす
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障害
程度

利用
対象

職員配置基準 基本報酬
（６：１）

世話人 生活支援員

区分６ ○ ６：１以上 2.5：１ 556単位

区分５ ○ ４：１ 440単位

区分４ ○ ６：１ 362単位

区分３ ○ ９：１ 296単位

区分２ ○ 設定なし 208単位

区分１ × ー ー ー

非該当 × ー ー ー

《基本的な性格》
○障害程度区分２以上の者の利用を想定
○当該事業所の従業者が介護を提供

《標準的な支援内容》
○日常的に必要な相談・援助
○食事の提供、健康管理、金銭管理の援助、計画作成、緊急時対
応
○食事、入浴、排せつ等の介護

《基本的な性格》
○障害程度区分にかかわらず利用可能
○当該事業所の従業者が介護を提供

《標準的な支援内容》
○日常的に必要な相談・援助
○食事の提供、健康管理、金銭管理の援助、計画作成、緊急時対
応
○食事、入浴、排せつ等の介護

○ 現行、介護スタッフ（生活支援員）を配置している『ケアホーム』及び『グループホーム・ケアホーム一体型事業所』については、基
本的に『介護サービス包括型』へ移行するものと考えられる。
※ 他事業所への配置換え等により、平成２６年度以降、生活支援員を配置せず『外部サービス利用型』に移行することも可能。

ケアホーム グループホーム（介護サービス包括型）

障害
程度

利用
対象

職員配置基準 基本報酬
（６：１）

世話人 生活支援員

区分６ ○ ６：１以上 2.5：１ 556単位

区分５ ○ ４：１ 440単位

区分４ ○ ６：１ 362単位

区分３ ○ ９：１ 296単位

区分２ ○ 設定なし 208単位

区分１ ○ 設定なし 179単位

非該当 ○

※ 職員配置基準、基本報酬単価については、要検討

（参考２）現に運営するグループホーム等の移行先②
（現行ケアホーム及びグループホーム・ケアホーム一体型 → 介護サービス包括型）

H26.4

（経過措置）現にあるケアホーム及びグループホーム・ケアホーム一体型事業所は、指定共同生活援助（介護サービス包括型）事業所とみなす

○ 一元化後のグループホームの支援形態を踏まえれば、平成２６年４月以降、

・ 現行のケアホームの多くは、『介護サービス包括型』、

・ 現行のグループホームの多くは、『外部サービス利用型」、

に移行するものと考えられる。このため、サービス提供時間帯の人員配置基準については、 「介護サービス包括型」について

は、現行ケアホームの基準と同様の基準とし、「外部サービス利用型」については、現行グループホームの基準と同様とした上

で、以下の理由により、世話人の配置基準を現行の「10：１以上」から「6：1以上」に引き上げる。

（参考）グループホーム、ケアホームの基本報酬の算定状況 ※ 共同生活介護・共同生活援助サービス費（Ⅰ）～（Ⅲ）のみ計上

（出典）国保連データ（平成２５年４月サービス提供分）

・ 一元化により、ケアホームとグループホームの利用者に明確な差異がなくなること

・ 現行においても、グループホーム、ケアホーム一体型事業所の場合は「６：１以上」の配置を求めていること

・ 現に9割以上の事業所が「６：１以上」の配置を行っていること

（１）人員配置基準

グループホーム ケアホーム

事業所数 割合 事業所数 割合

４：１ １，４４７ ４８．９％ ２，２８５ ６１．３％

５：１ ６９０ ２３．３％ ７１８ １９．３％

６：１ ７２０ ２４．３％ ７２３ １９．４％

１０：１ １０４ ３．５％ － －

合 計 ２，９６１ １００．０％ ３，７２６ １００．０％

一元化後のグループホームの人員配置基準等について

（経過措置） 現にあるグループホーム事業所の世話人の配置基準は、当分の間、「10：1以上」とする。
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○ グループホーム入居者の重度化・高齢化を背景に、グループホームにおけるサービスの質の確保・向上を図る必要があるとの指
摘がある。このため、介護福祉士や精神保健福祉士など有資格者の配置が促進されるような支援措置のほか、介護保険の地域密着
型サービス事業所と同様に「運営推進会議」の設置を各グループホーム事業者に義務付けて地域に開かれた運営とすることも中長
期的な課題として検討する必要がある。

（参考）運営推進会議の概要
利用者、市町村職員、地域の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、地域との連携が

確保され、かつ、地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保・向上を図ることを目的として設置

ア 日中の支援体制
日中については、日中活動サービスを利用しているなど多くの利用者が共同生活住居外にいることから、職員配置の義務化は

行わず、現行の日中支援加算の拡充・見直し等により対応することを検討する。

イ 夜間の支援体制
夜間については、軽度者のみが入居する事業所など必ずしも夜勤配置の必要のない事業所もあることから、職員配置の義務化

は行わず、現行の夜間支援体制加算及び夜間防災・緊急時支援体制加算の拡充・見直し等により対応することを検討する。

ウ 医療が必要な重度者等に対する支援体制
グループホーム、ケアホームにおける医療サービスの提供実態（ほとんどが「投薬・服薬管理」であること）を踏まえ、看

護職員等の配置の義務化は行わず、現行の医療連携体制加算の拡充・見直し等により対応することを検討する。

→ ア～ウの現行加算の拡充・見直しの具体的な考え方・その適用時期については、平成26年度予算編成過程の中で検討。

（２）事業所の質の確保

（３）日中・夜間の支援体制、医療が必要な者等への対応

○ 「介護サービス包括型」と「外部サービス利用型」は、現行のグループホームとケアホームの基準に差異がないことを踏まえ
共通の基準を設ける（サテライト型住居の設備基準については後述）。

○ 平成２３年に成立した地域主権一括法の施行により、グループホーム・ケアホームの設備に関する基準については、「従うべき基
準」（必ず適合しなければならない基準）とされた居室面積基準などごく一部を除き、現在も、各地方自治体の責任において、地域
の実情に応じた適切な基準を定めていただいている。このため、国の基準については、共同生活住居の入居定員に関する基準を除
き、基本的に現行どおりとする。

○ その上で、事業者の意向等により、肢体不自由者や重症心身障害者、行動障害のある者などそれぞれの障害特性に対応したグルー
プホームを設置する際の支援方策について検討する必要がある。

（参考）グループホーム、ケアホームの主な基準に係る条例委任の考え方

○ 障害者のグループホームについては、障害者が
地域において少人数で互いに支え合って暮らす住
まいの場であることから、新築の場合の共同生活
住居の入居定員は、現行どおり10人以下とする。

○ ただし、都市部等において、既存の１０人以上が
入居する共同生活住居を建替える場合であって、近
隣の住宅地等に新たに土地を確保できないなど建替
え後に共同生活住居を複数に分けて設置することが
困難な場合については、現に入居している者の利用
者保護の観点等から、その時点の入居定員の数を上
限として、例外的に１０人以上の入居定員の共同生
活住居の設置を可能とする。

○ さらに、グループホームに地域の居住支援のため
の機能を付加的に集約する場合においては、一定の
規模に関する特例を設ける。

（１）基本的考え方

基準の類型 基準の例
厚生労働
省の対応

人員配置基準 世話人：常勤換算で利用者数を１０で除した数以上 等
従うべき
基準

居室面積基準
居室：収納設備等を除き、７．４３㎡以上

等
従うべき
基準

人権に直結する
運営基準

○ 内容及び手続きの説明及び同意
○ サービス提供拒否の禁止
○ 身体拘束等の禁止 等

従うべき
基準

利用定員 共同生活住居の入居定員：原則２人以上１０人以下 等 標準

上記以外の施設・
設備・運営基準

○ 共同生活住居の立地：住宅地かつ入所施設又は病
院の敷地外

○ 心身の状況等の把握
○ サービスの提供の記録 等

参酌すべ
き基準

一元化後のグループホームの設備基準等について

（２）共同生活住居の入居定員
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○ 介護サービス包括型については、グループホームの従業者が介護サービスも含めた包括的なサービス提供を行うことから、現行ケア
ホームと同様に、障害程度区分、人員配置に応じた包括的な報酬（基本サービス＋介護サービス）として設定することが考えられる。

○ その場合、現行、経過的に認められている重度者の個人単位のホームヘルプ利用については、平成２６年４月以降についても、必要
な支援の質・量を担保する観点から、新規の利用も含め、当分の間、認めることが必要である。

○ 外部サービス利用型については、介護を必要としない者も利用するため、
ア 利用者全員に必要な基本サービス（日常生活上の援助や個別支援計画の作成等）は、包括的に評価し、
イ 利用者ごとにそもそものサービスの必要性やその頻度等が異なる介護サービスについては、個々の利用者ごとにその利用量に応じ
て算定する仕組みとすることが考えられる。

○ その場合、一元化後のグループホームで外部の居宅介護サービスを利用した場合であっても、その費用が基本サービス分も含めて、
現行ケアホーム（一元化後の介護サービス包括型）とそれほど変わらない水準となるよう、安定的な運営や効率的なサービス提供が可
能となること等を考慮した居宅介護の算定方法を検討する必要がある。

（参考）介護サービス包括型と外部サービス利用型の報酬のイメージ

区分１以下 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

包
括
報
酬

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
事
業
者
が
提
供

基本サービス
（計画作成＋家事援助＋生活相談）

介護サービス
（入浴、排せつ、食事等の介護）

家賃・食費など

包括
報酬

区分１以下 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

出
来
高
報
酬

居
宅
介
護
等
事
業
者
が
提
供

グ

ル
ー

プ
ホ
ー

ム

事
業

者
が

提
供

基本サービス
（計画作成（外部サービスのアレンジメントを含む）＋家事援助＋生活相談）

受託居宅サービス
（居宅介護・重度訪問介護・重度包括）

家賃・食費など

効率的なサービス提供が可能と

なることを考慮した報酬設定

介護サービス包括型 外部サービス利用型

（１）介護サービス包括型の報酬

（２）外部サービス利用型の報酬

一元化後のグループホームにおける報酬のあり方

介護サービス
（入浴、排せつ、食事等の介護）

受託居宅介護サービス
（居宅介護）

利
用
量
に
応
じ
た
報
酬

共同生活を営むというグループホームの趣旨を踏まえつつ、1人で暮らしたいというニーズにも応え、地域における多様な住まいの場を増やしていく観
点から、グループホームの新たな支援形態の1つとして本体住居との密接な連携（入居者間の交流が可能）を前提として

ユニットなど一定の設備基準を緩和した１人暮らしに近い形態のサテライト型住居の仕組みを創設

○ 地域生活への移行を目指している障害者や現にグループホームを利用している障害者の中には、共同住居よりも単身での生活を望む
人がいる

○ 少人数の事業所が経営安定化の観点から、定員を増やそうとしても近隣に入居人数など条件にあった物件がなく、また、物件が見
つかっても界壁の設置など大規模改修が必要となるケースも少なくないとの声がある。

サテライト型住居の概要

本体住居 サテライト型住居

共 同 生 活
住居の入居
定員

原則、２人以上１０人
以下 ※

１人

ユニット（居
室を除く）の
設備

居間、食堂等の利用
者が相互に交流を図
ることができる設備

本体住居の設備を利
用

ユニットの入
居定員

２人以上１０人以下 －

設備 ・日常生活を営む上で必要な設備
・サテライト型住居の利用者から適切に通報を
受けることができる通信機器（携帯電話可）

居室の面積 収納設備を除き７．４３㎡

（サテライト型住居を設置する場合の設備基準）

本体住居、サテライト型住居（※）のいずれも事業者が確保
※ 本体住居につき、２か所（本体住居の入居者が４人以下の場合は１か所））が上限

単身等での生活が可
能と認められる者が
基本

（※）サテライト型住居の入居定員は本体住居の入居定員には含まない
ものとする（事業所の利用定員には含む）。
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○ サテライト型住居を設置する場合の本体住居・サテライト型住居の設備等の基準については、下表によるものとする。

※ サテライト型住居の入居定員は本体住居の入居定員には含まないものとする（事業所の利用定員には含む）。

○ また、本体住居との密接な連携を確保する具体的な要件として、次の要件を設けるものとする。

☆ 本体住居とサテライト型住居の入居者が日常的に相互に交流を図ることができるよう、原則として、サテライト型住居
の入居者が通常の交通手段を利用して、概ね20分以内に移動することが可能な距離であること。

☆ １つの本体住居に対するサテライト型住居の設置か所数は原則として、2か所（本体住居の入居者が4人以下の場合は1
か所）を限度とすること。

本体住居 サテライト型住居

共同生活住居の入居定員 原則、２人以上１０人以下 ※ １人

ユニット（居室を除く）の設備 居間、食堂等の利用者が相互に交流を図ることがで

きる設備

本体住居の設備を利用

ユニットの入居定員 ２人以上１０人以下 －

設備 ・日常生活を営む上で必要な設備

・サテライト型住居の利用者から適切に通報を受けることができる通信機器（携帯電話可）

居室の面積 収納設備を除き７．４３㎡

サテライト型住居の設備・運営基準について

（１）設備基準に関する論点

○ グループホームについては、一定の範囲内の住居全体を事業所として指定するため、人員配置基準についても、個々の住
居ごとではなく事業所単位で適用している。
このため、サテライト型住居を設置した場合

であっても、特段の人員配置基準の上乗せは行
わないものとする。

○ サテライト型住居の入居者に対しては、共同
生活援助計画に基づき、本体住居の従業員によ
る定期的な巡回等により支援を行うものとする。

○ この場合の「定期的な巡回等」とは、原則と
して毎日の訪問を想定しているが、訪問回数及
び訪問時間等については、適切なアセスメント
及びマネジメントに基づき、利用者との合意の
下に決定されるべきものであることから、利用
者の心身の状況等に応じて、訪問を行わない日
を設けるなど柔軟な設定を可能とする。

○ 人員配置基準の上乗せを行わないため、本体住居の基本報酬と同水準とする。
○ その上で、単身生活等への移行を促進する観点から、現行、退去後の居住の場の確保など単身生活に向けた支援を評価する自立
生活支援加算の算定要件の見直し等を行うことを検討する。

（２）人員配置基準に関する論点

（３）運営基準に関する論点

（４）サテライト型住居の報酬設定に関する論点

（参考）グループホーム・ケアホームの事業所指定のイメージ

個々の住居ではなく、一定の範囲内の住居全体を事業所として指定

いずれの共同生活住居について
も主たる事務所から概ね30分程
度で移動できる範囲内に所在
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（６）地域移行支援の対象拡大について 

 

① 地域移行支援の対象拡大（案）について 

平成 24 年６月に成立した障害者総合支援法では、地域移行支援の対象

に「その他の地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とす

る者であって厚生労働省令で定めるもの」が追加されたところであるが、

その対象拡大の範囲等については以下のとおりであるので、ご了知の上、

管内の地域相談支援事業者や関係団体等への周知など平成 26 年４月の円

滑な施行に向けた準備をお願いしたい。 

また、今回示すものは、主に現段階で考えられる事項を整理したもので

あり、今後、関係省庁等との調整の過程において変更等があり得ることに

留意願いたい。 

 

（関連資料５）Ｐ61～ 

「地域移行支援の対象拡大について」（第 52 回社会保障審議会障害者部会 

（資料２）） 

 

 

 

（基本的な考え方） 

○ 重点的な支援を行うことで地域生活に円滑に移行できることが期待

される者として、 

 ① 入所期間の長期化や高齢化が進んでいる保護施設に入所している 

障害者 

 ② 退所後の住居を確保し、円滑に福祉サービス等につなげることで再 

犯防止が期待される矯正施設等に入所している障害者 

を新たに地域移行支援の対象とする。 

 

（保護施設に入所している障害者） 

○ 保護施設のうち、「身体上又は精神上の理由」が入所の要件となって

いる「救護施設」及び「更生施設」に入所している障害者を地域移行支

援の対象とする。 

 

（矯正施設等に入所している障害者） 

○  対象とする矯正施設の種類は、刑事施設（刑務所、少年刑務所及び拘

置所）及び少年院とする。 

 

○  対象とする障害者は、矯正施設の長が施設外で処遇を行うことを認め、

地域相談支援事業者によって障害福祉サービスの体験利用や体験宿泊

などを実施することが可能な者に限定する。 
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○ 具体的には、「刑事施設又は少年院の職員の同行が可能である障害者」

や、「刑事施設、少年院の長が刑事施設、少年院の職員の同行なしでの

外出又は外泊を許可した障害者」を想定している。 

 

○  また、矯正施設を出所した障害者は、出所後の一定期間、更生保護施

設等を利用するケースが少なくないことから、更生保護施設等に入所し

た障害者についても支援の対象とする方向で検討中である。 

 

（地域相談支援事業者が委託により行うことができる業務範囲の要件緩和） 

○  現行、地域相談支援事業者は、障害福祉サービスの体験的な利用支援

及び体験的な宿泊支援を除き、地域移行支援の提供を他の事業者等への

委託により行うことができないこととしているが、退院又は退所後の居

住予定地が遠隔地にある場合には、住居の確保や関係機関との連絡調整

等を当該居住予定他の地域相談支援事業者に委託できるように見直す

こととする。 

 

② 今後のスケジュール等について 

○ 地域移行支援の対象拡大の施行に係る関係省令については、現在、パ

ブリックコメントを実施しているところであり、年内のできるだけ早い

時期に公布する予定である。なお、具体的な対象施設・対象者の範囲や

必要な手続き等については、現在、法務省や厚生労働省内の関係部局と

連携しながら検討を進めているところであり、その検討結果については、

順次、お示ししていくので了知願いたい。 
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社会保障審議会障害者部会 

第 52 回（H25.10.15） 資料２ 

 

 

地域移行支援の対象拡大について 
 

 
 
Ⅰ 地域移行支援の見直しの方向性 
 
１．地域移行支援の概要 
 

○ 地域移行支援とは、障害者支援施設等及び精神科病院に入所・入院して

いる障害者に対して、住居の確保や障害福祉サービスの体験利用・体験宿

泊のサポートなど地域生活へ移行するための支援を行うもの。平成 24 年４

月から実施。 

 

【参考】地域移行支援の算定実績（平成 25 年５月サービス提供分） 

請求事業所数 請求利用者数 

249 事業所 501 人 

                                 （出典）国保連データ 

 
２．地域移行支援の見直しの方向性   
           

○ 平成 24 年６月に成立した障害者総合支援法では、現行の対象者に加え

て「その他の地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とす

る者であって厚生労働省令で定めるもの」を新たに規定したところである。 

 

○ これを受け、重点的な支援を行うことで地域生活に円滑に移行できるこ

とが期待される者として、 

① 入所期間の長期化や高齢化が進んでいる保護施設に入所している障

害者、 

② 退所後の住居を確保し、円滑に福祉サービス等につなげることで再犯 

防止が期待される矯正施設、保護施設等に入所している障害者 

を新たに地域移行支援の対象とする。 

関連資料５ 
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【参考：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律】 

第５条  

19 この法律において「地域移行支援」とは、障害者支援施設、のぞみの園若し 

くは第 1項若しくは第 6項の厚生労働省令で定める施設に入所している障害 

者又は精神科病院（精神科病院以外の病院で精神病室が設けられているもの 

を含む。第 89 条第 4項において同じ。）に入院している精神障害者その他の 

地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とする者であって厚 

生労働省令で定めるものにつき、住居の確保その他の地域における生活に移 

行するための活動に関する相談その他の厚生労働省令で定める便宜を供与す 

ることをいう。 

 
 

Ⅱ 地域移行支援の対象拡大の基本的な考え方 
 
１．保護施設に入所している障害者 

 

○ 生活保護法第 38 条に規定する保護施設（下記参考を参照）のうち、「身

体上又は精神上の理由」が入所の要件となっている『救護施設』及び『更

生施設』に入所している障害者を地域移行支援の対象とする。 

 

【参考：生活保護法】 

（種類） 

第 38 条 保護施設の種類は、左の通りとする。 

一 救護施設  

二 更生施設  

三 医療保護施設  

四 授産施設  

五 宿所提供施設  

  2 救護施設は、身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むこと

が困難な要保護者を入所させて、生活扶助を行うことを目的とする施設とする。  

  3  更生施設は、身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする

要保護者を入所させて、生活扶助を行うことを目的とする施設とする。  

  4 医療保護施設は、医療を必要とする要保護者に対して、医療の給付を行うこ 

とを目的とする施設とする。  

  5 授産施設は、身体上若しくは精神上の理由又は世帯の事情により就業能力の 

限られている要保護者に対して、就労又は技能の修得のために必要な機会及び 

便宜を与えて、その自立を助長することを目的とする施設とする。  

  6 宿所提供施設は、住居のない要保護者の世帯に対して、住宅扶助を行うこと 

を目的とする施設とする。  
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２．矯正施設等に入所している障害者 
 

（１）矯正施設に入所している障害者 
 

① 給付対象となる矯正施設の種類 

○ 地域移行支援の対象とする矯正施設の種類は、地域生活定着支援セン

ターが実施する地域生活定着促進事業と同様に刑事収容施設及び被収

容者等の処遇に関する法律第３条に規定する『刑事施設』、少年院法第

１条に規定する『少年院』とする。 

 

【参考：矯正施設の種類】 

　法令に違反し、裁判などの結果、刑罰に服することとなった者を収容する
刑事施設。

62

・少年受刑者を収容する刑務所。少年受刑者を成人受刑者から分離して
拘禁し、悪風感染を防止するとともに、特別な教育的処遇を行うことを目的
とする。
・対象年齢：１６歳以上２６歳未満

7

　未決拘禁者（被疑者、刑事被告人）、死刑確定者を収容する施設。 8

・家庭裁判所から保護処分として送致された少年及び少年院において刑の
執行を受ける者を収容し、これに矯正教育を授ける施設。
・対象年齢：１２歳以上２３歳未満（医療少年院は１２歳以上２６歳未満）

少年院法第１条 50 H25.5.16現在 3,322

・家庭裁判所から観護措置の決定によって送致された少年を収容し、専門
的な調査や診断を行う施設。
・対象年齢：２０歳未満
・観護措置期間：２週間まで（１回まで更新可）

少年院法第１６条 51 H25.5.16現在 681

・売春防止法第５条（勧誘等）の罪を犯して補導処分に付された満２０歳以
上の女子を収容し、更生させるために必要な補導を行う施設。
・対象年齢：満２０歳以上
・期間：６ヶ月

婦人補導院法第１条 1 H25.5.16現在 0

※１　出典：法務省ホームページ　　※２　出典：H24.12.31現在　平成24年矯正統計年報

67,008

矯
正
施
設

刑
事
施
設

刑務所

刑事収容施設及び被
収容者等の処遇に関
する法律第３条

H25.5.16現在少年刑務所

拘置所

少年院

少年鑑別所

婦人補導院

施設種別 概要 根拠法令 カ所数※１ 収容人数※２

 

 

② 給付対象となる障害者の範囲 

○ 矯正施設に入所している障害者に対する面談、支援計画の作成、住

居の確保など『矯正施設内で行う支援』については、現在も保護観察

所、地域生活定着支援センターとの連携により行われていることから、

新たに地域移行支援の対象とする障害者は、矯正施設の長が施設外で

処遇を行うことを認め、地域相談支援事業者によって障害福祉サービ

スの体験利用や体験宿泊などを実施することが可能な者に限定するこ

とが必要である。 

 

 ○ この場合、給付対象となる者は、障害福祉サービスの体験利用など

地域相談支援事業者が矯正施設外で支援を行う際に、 
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・ 刑事施設又は少年院の職員の同行が可能である障害者や 

・ 刑事施設、少年院の長が刑事施設、少年院の職員の同行なしでの

外出又は外泊を許可した障害者 

が想定される。 

  

※ 具体的な対象施設・対象者の範囲や必要な手続き等については、現

在、法務省や厚生労働省内の関係部局と連携しながら検討中である。 

 

（２）矯正施設を出所した障害者 

 

① 給付対象となる障害者の範囲 

○ 刑務所に服役した受刑者など長期間にわたり一般社会から隔離され 

た場所で生活していた障害者については、すぐに一般社会の生活に適

応することが困難であること等から、出所後の一定期間、更生保護事

業法第２条第 7 項に規定する『更生保護施設』などを利用するケース

が少なくない。 

 

○ このため、矯正施設等からの釈放に伴い、更生保護施設等に入所した

障害者についても、地域移行支援の給付対象とすることが必要である。 

 

② 給付対象となる更生保護施設等の種類 

○ 更生保護施設のほか矯正施設出所者等の更生を目的とした自立準備

ホーム、自立更生促進センター、就業支援センターが考えられるが、具

体的な対象施設の範囲については、現在、法務省や厚生労働省内関係部

局と連携しながら検討中である。 
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社会保障審議会障害者部会

第52回（H25.10.15） 資料２

（参考） 地域生活への移行に向けた支援の流れ（イメージ）

（地域移行支援）
・地域移行支援サービス費 2,300単位/月

・退院・退所月加算 2,700単位/月
（退院・退所月に加算）

・集中支援加算 500単位/月
（月6日以上面接・同行による支援
を行った場合に加算）

・障害福祉サービス事業の 300単位/日
体験利用加算

・体験宿泊加算（Ⅰ） 300単位/日

・体験宿泊加算（Ⅱ） 700単位/日

・特別地域加算 ＋15/100

（地域定着支援）
・地域定着支援サービス費

〔体制確保分〕 300単位/月
〔緊急時支援分〕 700単位/日

・特別地域加算 ＋15/100

報 酬 単 価

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の概要
地域移行支援・・・障害者支援施設等、精神科病院に入所又は入院している障害者を対象に住居の確保その他の地域生活へ移

行するための支援を行う。
地域定着支援・・・居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を

行う。

地域移行支援 地域定着支援

事業所数 ２４９事業所 ２７３事業所

利用者数 ５０１人 １，３８９人

国保連平成２５年５月実績

１.地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の概要

協議会によるネットワーク化
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出典：平成22年度全国救護施設実態調査報告書（全国救護施設協議会）

救護施設入所者の年齢構成救護施設入所者の年齢構成

N=4,076

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 

１年未満

１年～４年

５年～９年

１０年～１９年

２０年～２９年

３０年～３９年

４０年以上

無回答

１年未満 １年～４年 ５年～９年
１０年～１９

年

２０年～２９

年

３０年～３９

年
４０年以上 無回答

人数 646 5,057 3,203 3,145 1,893 1,676 1,435 13 

４０歳未満

2%

４０歳

～６４歳
51%

６５歳以上

47%

無回答

0%

○ 平均14年。10年以上の入所が約半数を占める。

救護施設入所者の入所期間救護施設入所者の入所期間

○ 平均６４歳。65歳以上の入所が約半数を占める。

２.救護施設の入所者の実態

N=17,068

○ 救護施設については、入所者の長期化、高齢化が進んでいる。

入所期間の長期化や高齢化に伴う生活機能、意欲の低下等が考えられ、

外部からの働きかけにより退所を促すことが必要ではないか。

（H23法務省矯正統計年報を参考に作成）

３.矯正施設入所者の状況

全在所受刑者６１,１０２人（平成２３年末）

前年からの在所受刑者
約43,000人

初犯入所受刑者
約10,900人（42%）

再犯による再入所受刑者
約15,100(58%)

仮釈放
約15,000人(51%)

満期出所者
約14,000人（48%）

出所者約29,000人

帰住地がない、受刑態度等の理由

帰住先がある者 約7,600人

帰住先がない者 約6,617人

満期出所者

うち、帰住先のない高齢者又は
障害者 1,000人/年

○ 約６割の犯罪は、再犯者（全犯罪者のうちの約３割）

が実行
再犯防止の必要性

○ Ｈ１６年～２０年の刑務所再入所者のうち、出所時に
帰住先がなかった者の約５７％が１年未満で再犯

帰住先の確保と生活基盤の安定の必要性

新入所受刑者 25,499人

帰住地あり、受刑態度等の理由
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（抜粋）

第３ 再犯防止のための重点施策

１ 対象者の特性に応じた指導及び支援を強化する

（２） 高齢者又は障害者に対する指導及び支援

高齢又は障害のため、自立した生活を送ることが困難な者に対しては、刑務所等、保護観察所、地域生活定着支援

センター、更生保護施設、福祉関係機関等の連携の下、地域生活定着促進事業対象者の早期把握及び迅速な調整に

より、出所等後直ちに福祉サービスにつなげる準備を進めるとともに、帰住先の確保を強力に推進する。

また、地域生活定着促進事業の対象とならない者に対しても、個々の必要性に応じた指導・支援、医療・福祉等のサ

ポートを、刑務所等収容中から出所等後に至るまで切れ目なく実施できるよう取組を強化する。

さらに、高齢者については、その再犯期間が短いことに注目し、刑務所から出た直後の指導・支援を強化するとともに、刑

務所収容中、福祉や年金に関する基礎的知識の付与、対人スキルの向上等、出所後の生活へのスムーズな適応を目指

した指導を充実する。

４.再犯防止に向けた総合対策（抄）

「刑務所出所後２年以内に再び刑務所に入所する者等の割合を今後１０年間で２０％以上削減する」ことが掲げられて
いる。

（平成２４年７月２０日 犯罪対策閣僚会議策定）

保護施設の種類（生活保護法第38条）保護施設の種類（生活保護法第38条）

保護施設在所者のうち身体障害者手帳、療育手帳を所持している在所者数保護施設在所者のうち身体障害者手帳、療育手帳を所持している在所者数

施設種別 在所者数 身体障害者手帳所持者数（対在所者数比） 療育手帳所持者数（対在所者数比）

救護施設 17,263人 3,177人　（18.4％） 4,244人　（24.6％）

更生施設 1,748人 49人　（2.8％） 43人　（2.5％）

授産施設 685人 33人　（4.8％） 94人　（13.7％）

出典：平成22年度社会福祉施設等調査(H22.10.1現在）

出典：平成21年度社会福祉施設等調査(H21.10.1現在）

５.保護施設の種類等

施設種別 概要 根拠法令 カ所数 在所者数

救護施設
　身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むことが困難な要保護

者を入所させて、生活扶助を行う施設。

生活保護法第３８条

第１項第１号
188 17,375

更生施設
　身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする要保護者を入所

させて、生活扶助を行う施設。

生活保護法第３８条

第１項第２号
19 1,457

医療保護施設 　医療を必要とする要保護者に対して医療の給付を行う施設。
生活保護法第３８条

第１項第３号
60 -

授産施設

　身体上若しくは精神上の理由又は世帯の事情により就業能力の限られている要保

護者に対して、就労又は技能の習得のために必要な機会及び便宜を与えて、その

自立を助長する施設。

生活保護法第３８条

第１項第４号
20 482

宿所提供施設 　住居のない要保護者の世帯に対して、住宅扶助を行う施設。
生活保護法第３８条

第１項第５号
10 431
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※　主な支援対象（特別調整対象者）
矯正施設に入所中であり、以下のすべての要件を満たす人

１　高齢（おおむね６５歳以上）又は障害を有すると認められること
２　矯正施設退所後の適当な住居がないこと
３　矯正施設退所後に福祉サービス等を受けることが必要と認められること
４　円滑な社会復帰のために、特別調整の対象とすることが相当と認められ
　ること
５　特別調整の対象となることを希望していること
６　特別調整の実施のために必要な範囲内で、個人情報を公共の保健福祉
　に関する機関等に提供することに同意していること

本人との面接

・通信の実施
福祉サービス等

調整計画の作成

・受入れ先施設等の確

保のための調整

・福祉サービス等の申

請支援等

・矯正施設退所後の受入れ先施設等の確保

（帰住予定地の決定）

・矯正施設退所後直ちに福祉サービス等を利

用できるようにするための体制整備

矯正施設に入所中の人に対する支援

本人が他の都道府県への帰住

を希望している場合は、他のセ

ンターに必要な対応を依頼

保
護
観
察
所
の
協
力
依
頼

本人の福祉的ニーズ、福

祉的支援を受ける上での

問題点等を把握

・本人に対する支援作業

計画を作成

・作成した計画は、保護観
察所に提出

コーディネート業務
（保護観察所の生活環境調整への協力）

依頼を受けたセンターは、受

入れ先施設等の確保に協力

○ 矯正施設入所者に対する住居の確保など退所に向けた生活環境調整等については、現在も保護観察所、地域生活
定着支援センターとの連携により行われている。

○ 矯正施設入所者を地域移行支援の対象とする場合にはこれらの支援制度との役割分担について整理が必要。

保護観察所の支援内容保護観察所の支援内容 地域移行支援の支援内容地域移行支援の支援内容

地域生活定着支援センターの支援内容地域生活定着支援センターの支援内容

６.矯正施設に入所している障害者に対する支援
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そ
の
他

平成２２年度

平成２３年度

地域生活定着支援センターの支
援対象者のうち更生保護施設が
受け入れた者の内訳

社会・援護局総務課調べ

一般社団法人全国地域生活定着支援センター
協議会調べ

n=217

□ n=234 
■ n=500

７.矯正施設を出所した障害者に対する支援の必要性

○ 矯正施設を出所した障害者については、矯正施設出所後の一定期間、更生保護施設などを利用するケースが少なく
ない。

○ 地域生活定着支援センターの支援対象者のうち更生保護施設が受け入れた者の内訳をみると、約６割が障害者（障
害の疑いのある者を含む）となっている。

（参考）地域生活定着支援センターの支援を受けた者の帰住先実績（参考）地域生活定着支援センターの支援を受けた者の帰住先実績
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（７）「障害支援区分」への見直しについて 

 

平成24年６月に成立した障害者総合支援法において、「障害程度区分」につ

いては、障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な

支援の度合いを総合的に示す「障害支援区分」に改め、平成26年４月１日から

施行することとされた。 

また、障害者総合支援法附則第２条では、「障害支援区分」の認定が知的障

害者や精神障害者の特性に応じて行われるよう、区分の制定に当たっては適切

な配慮その他の必要な措置を講ずるものとされた。 

これまで、厚生労働省では、障害者総合支援法の成立以降、 

① 約200市区町村の御協力の下、「障害程度区分」の詳細データを収集し、知

的障害者や精神障害者の二次判定における引き上げ要因の検証 

② 約100市区町村の御協力の下、検証結果を踏まえ構築した「障害支援区分

への見直し(案)」に基づく認定調査や市町村審査会による審査判定 

③ 厚生労働省ホームページを通じて、「障害支援区分への見直し(案)」に対

する意見募集 

等を行ったところである。 

現在、「障害支援区分への見直し(案)」に関する議論が社会保障審議会障害

者部会において行われているが、平成26年４月の施行に向けて想定されるスケ

ジュールは以下のとおり。 

 

平成25年 12月上旬：審査判定基準省令 パブリックコメント実施 

平成26年 １月上旬：審査判定基準省令 公布 

１月中旬：認定調査員等マニュアル 配布 

１月下旬：都道府県障害支援区分指導者研修(国研修) 開催 

（※）平成26年１月21日（火）国立保健医療科学院（埼玉県和光市）での開催で調整中 

２月上旬：判定ソフト(障害支援区分判定ソフト2014) 配布 

 

障害支援区分の円滑な施行のためには、障害支援区分の認定事務を行う各市

区町村は当然ながら、実際に認定業務に携わる認定調査員や市町村審査会委員

等が客観的かつ公平・公正な認定業務を実施できるよう、資質の向上（スキル

アップ）を図る取組が不可欠である。 

各都道府県におかれては、管内市区町村への周知や連絡等に加え、平成26

年１月下旬に開催予定の国研修終了後、速やかに管内の認定調査員や市町村審

査会委員等を対象にした研修会を開催するなど、円滑な施行に向けた取組に御

協力願いたい。 
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障害支援区分への見直し

【定 義】

障害者等に対する障害福祉サービスの必要性を明ら

かにするため当該障害者等の心身の状態を総合的に示

すもの。

【課 題】

障害程度区分は、知的障害者及び精神障害者につい

て、一次判定で低く判定され、二次判定で引き上げら

れている割合が高いことから、障害の特性を反映する

よう見直すべきではないか、との課題が指摘。

※二次判定で引き上げられた割合

［平成22年10月～平成23年９月］

身体：20.3％ 知的：43.6％ 精神：46.2％

［平成23年10月～平成24年９月］

身体：17.9％ 知的：40.7％ 精神：44.5％

障害支援区分

【定 義】

障害者等の障害の多様な特性その他心身の状態に応

じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示す

もの。

【施行期日】

平成２６年４月１日

【適切な障害支援区分の認定のための措置】

政府は、障害支援区分の認定が知的障害者及び精神

障害者の特性に応じて適切に行われるよう、区分の制

定に当たっての適切な配慮その他の必要な措置を講ず

るものとする。

【法施行後３年を目途とした検討】

政府は、障害者総合支援法の施行後３年（障害支援

区分施行後２年）を目途として、障害支援区分の認定

を含めた支給決定の在り方等について検討を加え、そ

の結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとする。

障害程度区分

１．新判定式（コンピュータ判定式）の構築

① コンピュータ判定式の見直し

課 題 ①現行のコンピュータ判定式は、開発された当時の要介護認定の判定式（樹形図）をそのまま活用したため、

肢体不自由者以外の障害の特性を十分に反映できていない。

②106項目の調査項目のうち、「行動障害や精神面等の調査項目（20項目）」の結果が、

コンピュータ判定では評価されていない。

見直し 全ての調査項目を活用しつつ、現行の二次判定により近い一次判定が全国一律で可能となるように、

コンピュータ判定式を抜本的に見直す。

見直し見直し

② 警告コードの廃止

課 題 要介護認定と同じものを活用しているため、障害の特性を踏まえていない。

見直し 障害の特性は多種多様であり、個々の障害者はさらに様々な状態である。

一部の組み合わせだけで障害の特性か、入力ミスかを判断することは困難であることから、警告コードは廃止。

見直し見直し

① 認定調査の結果を基に介護の

手間に係る時間を算出

② 算出された合計時間に応じて

区分が決定

障害程度区分

① 認定調査の結果や医師意見書の内容から、障害者の状態像を数量化

② 同じ状態像の障害者の「障害程度区分の二次判定結果」の実績を踏まえ

最も確率の高い区分を「障害支援区分の一次判定結果」とする。

障害支援区分

平成21年度～23年度の認定データ（約14,000件）に基づき判定式を構築
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２．調査項目の見直し（106項目 → 80項目）

① 調査項目の追加［６項目］

健康・栄養管理：「体調を良好な状態に保つために必要な健康面・栄養面の支援」を評価

危険の認識：「危険や異常を認識し安全な行動を行えない場合の支援」を評価

読み書き：「文章を読むこと、書くことに関する支援」を評価

感覚過敏・感覚鈍麻：「発達障害等に伴い感覚が過度に敏感になること、鈍くなることの有無」を確認

集団への不適応：「集団に適応できないことの有無や頻度」を確認

多飲水・過飲水：「水中毒になる危険が生じるほどの多飲水・過飲水の有無や頻度」を確認

課 題 知的障害者及び精神障害者の特性をより反映できるように、調査項目を追加する必要がある。

見直し 現行の調査項目では評価が難しい知的障害者や精神障害者の特性をより反映するため、調査項目を追加。

特に、発達障害の特性にも配慮できるよう、行動障害に関する調査項目を追加。

見直し見直し

衣服の着脱（衣服の準備等） じょくそう（予防のための介助） えん下（経管栄養等の状況）

食事（食事開始前の支援） 入浴（洗髪や洗顔、浴槽の出入り） 排便（月経時の処理）

薬の管理（内服薬以外） 金銭の管理（金融機関での手続き） 視力（全盲） 聴力（全ろう）

昼夜逆転（睡眠薬等の内服） 支援の拒否（介護以外の支援） 外出して戻れない（周辺地理を理解していない）

そううつ状態（そう状態） 不安定な行動（支援者等の変化） 話がまとまらない（興奮時の一時的な場合）

１人で出たがる、物や衣類を壊す、自らを傷つける行為、他人を傷つける行為（周囲や周辺の配慮等）

収集癖、不潔行為、異食行為、不適切な行為、突発的な行動（未然に防ぐ支援）

特別な医療［12項目］（本人や家族等が行う類似の行為）

※ その他、評価内容を追加・見直す主な項目

調査項目の追加

② 調査項目の統合［14項目→７項目］、削除［25項目］

認定調査時における障害者の負担を軽減するため、不要な調査項目等を整理する必要がある。

障害程度区分の認定状況を分析し、評価が重複する調査項目を統合するとともに、

他の調査項目や医師意見書で評価できる項目を削除する。

「上位の着脱」「ズボン・パンツ等の着脱」→「衣服の着脱」

「洗身」「入浴の準備と後片付け」→「入浴」

「調理」「食事の配膳・下膳」→「調理」

「意思の伝達」「独自の意思伝達」「指示への反応」「説明の理解」→「コミュニケーション」「説明の理解」

「被害的」「疑い深く拒否的」→「被害的・拒否的」

「大声を出す」「通常と違う声」→「大声・奇声を出す」

調査項目の統合

麻痺［５項目］ 拘縮［６項目］ じょくそう以外の皮膚疾患 飲水

洗顔 整髪 つめ切り 毎日の日課の理解

生年月日をいう 短期記憶 自分の名前をいう 今の季節を理解

場所の理解 幻視幻聴 火の不始末 文字の視覚的認識

調査項目の削除

課 題

見直し見直し見直し

（※）「麻痺」及び「拘縮」は医師意見書の内容をコンピュータ判定（一次判定）で直接評価。
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③ 選択肢の統一

○ 声かけ等の支援によって行為や行動ができ

る場合「できる（介助なし）」とされ、声か

け等の支援が評価されない項目がある。

○ 多動性や衝動性等の行動障害に対する見守

り等の支援が評価されない。

身体介助関係
１．できる

２．見守り等の支援が必要

３．部分的な支援や介助が必要

４．全面的な支援や介助が必要

運動機能の低下だけに限らず「知的障害や精神障害、発達障害に

よる行動上の障害（意欲低下や多動）」や「内部障害や難病等の

筋力低下や易疲労感」等によって「できない」場合を含めて判断。

選択肢

統一

○ 「行為、行動ができるかできないか」とい

う判断基準であり「支援が必要かどうか」が

評価されない。

○ 普段行っていない場合「能力を勘案し総合

的に判断する」となっているが、判断基準が

不明確。

日常生活関係
１．できる

２．部分的な支援が必要

３．全面的な支援が必要

施設入所や家族との同居等、普段過ごしている環境ではなく、

「自宅・単身」を想定して判断。

日頃行っていない場合は、一連の行為を行うために必要な運動機

能や判断力の有無、認識しているか等を踏まえ判断。

選択肢

統一

○ 見守り等の支援によって行動上の障害が現

れていない場合「行動障害がない」となる。

行動障害関係
１．ない

２．希にある

３．月１回以上ある

４．週１回以上ある

５．ほぼ毎日（週５日以上）ある

行動上の障害が生じないように行っている支援や配慮、投薬等の

頻度を含め判断。

選択肢

統一

④ 評価方法の見直し

「より頻回な状況」に基づき判断するため

「できない場合」が評価されない
できたりできなかったりする場合は

「できない状況」に基づき判断

「慣れていない状況や初めての場所等では

できない場合」を含めて判断「より頻回な状況」に基づき判断するため

「慣れていない状況でできない場合」が評価されない

できたりできなかったりする場合

自宅等の慣れている状況でのみできる場合

「調査時の状態や症状」に基づき判断するため

「重度の時の状態や症状」が評価されない

障害や症状に変化がある場合

障害等の状態や難病等の症状に変化がある場合は

「支援や介助が必要な状態」に基づき判断

評価方法

見直し

評価方法

見直し

⑤ その他（認定調査項目以外の活用）

医師意見書の内容のうち、以下の項目をコンピュータ判定で直接評価。

医師意見書

（知的障害や精神障害の特性をより評価）

てんかん 精神障害の機能評価

（調査項目の評価を補完）

麻痺 関節の拘縮

（※）認定調査員による調査項目ではないことから、80項目には含まれない。
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障害支援区分への見直し（案）に対する意見募集の結果概要

１．意見募集期間

（１）判定式（コンピュータ判定式）

○ 知的障害者や精神障害者の特性に限らず、身体障害者や重複障害者等の特性にも留意しながら判定式を構築してほし

い。

○ 平成21年度～23年度の約14,000件の認定データに基づき判定式（案）を構築したとあるが、約14,000件の認定データ

に多種多様な障害の特性等が適切に反映されているのか。

○ 現在、利用している障害福祉サービスが継続できるよう、障害支援区分の認定に伴い、現在認定を受けている障害程

度区分から下がることのないようにしてほしい。

○ モデル事業の結果を踏まえ、明らかに適当ではない組み合わせについては、現行の障害程度区分と同様に警告コード

を設けてもよいのではないか。 等

（２）認定調査

ア．認定調査項目

○ 知的障害者や精神障害者の特性に限らず、身体障害者や重複障害者等の特性にも留意しながら認定調査項目を検討

してほしい。

○ 選択肢の「部分的な支援や介助が必要」と「全面的な支援や介助が必要」の判断基準をより明確にしてほしい。

○ 家族や支援者の有無や状況など、障害者の置かれている環境に関する項目を認定調査項目に追加してほしい。

○ 性的行動や触法行為を行う恐れのある障害者に対する支援の度合も審査判定に必要であり、認定調査項目に追加す

べきではないか。

○ 障害の特性は多種多様であるため、認定調査項目の統合や削除は行わずに、きめ細かい認定調査を実施すべきでは

ないか。 等

平成25年７月１日～平成25年７月31日

３．意見の主な内容

２．募集方法

厚生労働省の「意見募集」ホームページにおいて公募

（総提出件数：２４５件）

（平成25年８月30日 厚生労働省ＨＰ掲載）

（２）認定調査

イ．認定調査の実施方法

○ 認定調査員によって結果が変わらないよう、認定調査項目の新たな判断基準等を周知徹底し、認定調査員の質の向

上（スキルアップ）を図るべき。

○ 認定調査員が判断に迷った内容を審査会委員に対して適切に伝達するため、認定調査員に対し、判断に迷った原因

などの特記事項への記載を徹底してほしい。 等

（３）その他

ア．市町村審査会

○ 各地域の市町村審査会によって結果が変わらないよう、審査会委員に対して新たな審査判定の基準等を周知徹底し、

審査会委員の質の向上（スキルアップ）を図るべき。 等

イ．医師意見書

○ 医師意見書の一部項目を一次判定で直接評価することについて、医師意見書を書く現場の医師に対して、周知徹底

を図ってほしい。

○ 専門外の医師が医師意見書を記載した場合など、一次判定で直接評価する麻痺や拘縮等の項目が「空欄（未記

入）」のまま提出され、実際の身体状況が適切に評価されない可能性があるため、対策が必要ではないか。 等

ウ．その他

○ 総合福祉部会の骨格提言において、区分は廃止すべきとの結論が出ており、この提言に沿った見直しを進めるべき

である。

○ ３障害（身体・知的・精神障害）共通の審査判定基準には限界があり、全ての障害者を網羅することは困難ではな

いか。 等
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障害支援区分の施行に向けたスケジュール（案）

平成25年 平成26年

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

新判定式
新調査項目

審査判定基準
（省令）

マニュアル

国研修
都道府県研修

障害支援区分
判定ソフト

社会保障審議会障害者部会ご意見募集

障害支援区分モデル事業（１０８市区町村）

パブコメ

（障害支援区分判定ソフト２０１４ 開発） 配布
（国→市町村）

（動作確認）

国研修
（都道府県向け）

都道府県研修
（市町村向け）

（認定調査員・市町村審査会委員マニュアル等 検討） 配布
（国→都道府県・市町村等）

公布 関連通知発出

障
害
支
援
区
分

施
行

平成２６年４月以降に
申請のあった者から順次
新たな調査項目による
認定調査を実施

「新判定式（コンピュータ判定式）」（案）の仕組み

① 認定調査項目等を支援行為や選択肢の回答傾向が類似している11群に分類

① 麻痺･拘縮 麻痺や拘縮

② 起居動作 寝返りや両足での立位保持など

③ 生活機能Ⅰ 食事や排便など

④ 生活機能Ⅱ 移乗や口腔清潔など

⑤ 視聴覚機能 視力や聴力

⑥ 認知機能 薬の内服や日常の意思決定など

⑦ 応用日常生活動作 掃除や買い物など

⑧ 行動上の障害Ａ 支援の拒否や暴言暴行など支援面

⑨ 行動上の障害Ｂ 多動やこだわりなど行動面

⑩ 行動上の障害Ｃ 話がまとまらない、意欲欠如など精神面

⑪ 特別な医療 点滴の管理や経管栄養など

②
起
居
動
作

寝返り できる 0 見守り等 7.8 部分介助 7.8 全介助 14.8

起き上がり できる 0 見守り等 6.2 部分介助 6.2 全介助 15.0

座位保持 できる 0 見守り等 6.8 部分介助 11.6 全介助 15.9

両足立位 できる 0 見守り等 7.2 部分介助 7.2 全介助 14.5

歩行 できる 0 見守り等 5.4 部分介助 5.4 全介助 13.6

立ち上がり できる 0 見守り等 5.1 部分介助 5.1 全介助 14.8

片足保持 できる 0 見守り等 2.8 部分介助 2.8 全介助 11.4

7.8

6.2

6.8

7.2

5.4

5.1

2.8

「② 起居動作」の合計点 ＝ 41.3

全介助の
合計点は100点

Ｎｏ 条件１ 条件２ 条件３ 条件４ 条件５ 条件６ ･･･

37
191

③生活機能Ⅰ
≦15.5

④生活機能Ⅱ
≦0.1

⑧行動障害Ａ
≦20.1

⑦応用動作
≦73.2

⑦応用動作
≧36.2

感情が不安定
≧希にある

Ｎｏ 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

37 0.0％ 4.3％ 74.5％ 20.2％ 1.1％ 0.0％ 0.0％
「区分２」＝ 一次判定結果

② 認定調査の結果と医師意見書の内容を踏まえ、各群ごとの合計点を算出（障害者の状態像を数量化）

③ 「障害程度区分の二次判定結果」と関連性の高い「各群の合計点」や「認定調査項目の各選択肢」等の組み合わせ（191組）の中で
状態像が合致する組み合わせの「障害程度区分の二次判定結果の比率」を踏まえ、「障害支援区分の一次判定」を決定

参 考
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１．移動や動作等に関連する項目［12項目］

１－１ 寝返り １－２ 起き上がり １－３ 座位保持 １－４ 移乗

１－５ 立ち上がり １－６ 両足での立位保持 １－７ 片足での立位保持 １－８ 歩行

１－９ 移動 １－10 衣服の着脱 １－11 じょくそう １－12 えん下

２．身の回りの世話や日常生活等に関連する項目［16項目］

２－１ 食事 ２－２ 口腔清潔 ２－３ 入浴 ２－４ 排尿

２－５ 排便 ２－６ 健康・栄養管理 ２－７ 薬の管理 ２－８ 金銭の管理

２－９ 電話等の利用 ２－10 日常の意思決定 ２－11 危険の認識 ２－12 調理

２－13 掃除 ２－14 洗濯 ２－15 買い物 ２－16 交通手段の利用

３．意思疎通等に関連する項目［６項目］

３－１ 視力 ３－２ 聴力 ３－３ コミュニケーション ３－４ 説明の理解

３－５ 読み書き ３－６ 感覚過敏・感覚鈍麻 － －

４．行動障害に関連する項目［34項目］

４－１ 被害的・拒否的 ４－２ 作話 ４－３ 感情が不安定 ４－４ 昼夜逆転 ４－５ 暴言暴行

４－６ 同じ話をする ４－７ 大声・奇声を出す ４－８ 支援の拒否 ４－９ 徘徊 ４－10 落ち着きがない

４－11 外出して戻れない ４－12 １人で出たがる ４－13 収集癖 ４－14 物や衣類を壊す ４－15 不潔行為

４－16 異食行動 ４－17 ひどい物忘れ ４－18 こだわり ４－19 多動・行動停止 ４－20 不安定な行動

４－21 自らを傷つける行為 ４－22 他人を傷つける行為 ４－23 不適切な行為 ４－24 突発的な行動 ４－25 過食・反すう等

４－26 そううつ状態 ４－27 反復的行動 ４－28 対人面の不安緊張 ４－29 意欲が乏しい ４－30 話がまとまらない

４－31 集中力が続かない ４－32 自己の過大評価 ４－33 集団への不適応 ４－34 多飲水・過飲水 －

５．特別な医療に関連する項目［12項目］

５－１ 点滴の管理 ５－２ 中心静脈栄養 ５－３ 透析 ５－４ ストーマの処置

５－５ 酸素療法 ５－６ レスピレーター ５－７ 気管切開の処置 ５－８ 疼痛の看護

５－９ 経管栄養 ５－10 モニター測定 ５－11 じょくそうの処置 ５－12 カテーテル

障害支援区分の調査項目（案） 参 考
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３ 幼児教育無償化に係る障害児通所支援の利用者負担について 

 

（１）多子世帯の負担軽減の動きについて 

  平成 25 年６月６日の「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議」にお

ける合意を受け、文部科学省においては、「環境整備」として、現行異なる幼稚園と保育

所の「負担平準化」を図るため、平成 26 年度から「低所得者世帯・多子世帯」の対応を

進めていくこととしている。具体的には、低所得者世帯の費用負担を無償とし、徴収金

を一律に第２子半額、第３子以降無償としている保育所の費用負担に、幼稚園が合わせ

るため、平成 26 年度概算要求で所要の額を要求しているところである。 

  障害児通所支援についても、従来から保育所と同様の軽減措置を行うべきとの関係団

体からの要望を受けていたところであり、また、幼稚園が保育所と同様の負担軽減措置

を実施することと併せて、障害児通所支援の利用者負担についても同様の軽減が図れる

よう平成 26 年度概算要求に盛り込んだところである。 

 

（２）障害児通所支援の利用者負担軽減措置の要求内容等について 

  障害児通所支援を利用している児童と同一世帯に、保育所、幼稚園、認定こども園、

特別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設に通う又は障害児通所支援を利用

する児童がいる場合、障害児通所支援を利用する児童が第２子なら障害児通所支援に係

る費用総額の 100 分の５の額と、第３子なら無償と所得区分ごとの負担上限月額を比較

し低い方の額を負担上限月額とすることとしている。（関連資料６（79 頁）） 

  今後、予算編成の状況も踏まえつつ、具体的な内容や事務手続等について検討し、そ

の内容が固まり次第お知らせすることとしているのでご了知願いたい。 
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幼児教育無償化に合わせた障害児支援の負担軽減（案）

＊現行制度の概要
（保育所）世帯の所得状況により８階層に区分した徴収月額（０～１０万４千円）を設定。母子世帯や在宅

障害児（者）のいる所得税非課税世帯では負担軽減措置あり。
兄・姉が就学前の場合には第２子目は半額、第３子目はゼロ。

（幼稚園）利用世帯については費用徴収額の設定ではなく利用費助成の形で構成。公立は利用費平均が
年額７万９千円で民税非課税以下２万円補助（実質負担年額５万９千円）、私立平均は３０万８千
円で所得階層によって約６万円～約２３万円補助（実質負担年額約７万９千円～２４万６千円）。
兄・姉が就学前の場合には、第２子目は所得層によっては半額、第３子は全階層でゼロ。
（＊ 幼稚園の場合には、兄・姉が小学校３年までの場合も所得層によっては軽減あり。）

→ 上記いずれも、兄・姉が通っているのが（医療型）児童発達支援でも軽減措置の対象となっている。関
係団体からは「障害児についても保育所と同様に第２子目は半額、第３子目以降はゼロとする負担軽
減を行うべき」との要請を受けていた。今回、幼稚園の負担軽減について保育所と同様に所得制限が
撤廃されることを前提として、障害児支援についても対応するもの。

現状 「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議」において、
① 平成２６年度予算では、一律に第２子半額、第３子以降無料とされている保育所の
費用負担に幼稚園が合わせるために文科省が所要の額を計上

② 第１子からの無償化については、平成２７年度からスタートする新制度の状況等を
踏まえつつさらに検討

との形で合意された。（平成25年6月6日）
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対策のイメージ①（幼稚園が保育園と同様の多子軽減を行う前提としたもの）

保（幼）

障

第１子

第２子

第３子

保（幼）１／２

①障

保（幼）ゼロ

保（幼）ゼロ

②障（負担上限は
固定、２人目）

保（幼）ゼロ

②障（負担上限は
固定、２人目）

保（幼）ゼロ

③障（負担上限は
固定、３人目）

①障

②障（負担上限は
固定、２人目）

保（幼）１／２

＊ 所得階層により
負担上限（０～
３７２００円）

①

③

②

障害児としては１人目のため
現時点では軽減対象ではない

障害児が２人以上いるため上
限４６００円世帯では実質的に
負担ゼロ

＊ 民税所得割２８万円未満→月額上限４６００円
民税所得割２８万円以上→月額上限３７２００円

①

②

③
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対策のイメージ②（年収１０００万円世帯 子ども２人のケース）

保

障

第１子 第２子

障

保

多子軽減無し

第１子が保育所に
通っているものと
みなし、
保育料 半額

【ケース１】

【ケース２】

多子軽減有り

保 ７７０００円
障 １６０００円
計 ９３０００円

世帯の負担月額

障 １６０００円
保 （７７０００
×５０％）円

計 ５４５００円

多子軽減の扱い
が異なり整合性
がとれていない

保 ７７０００円
障 （１６０００

×５０％）円
計 ８５０００円

世帯の負担月額

【現行の多子軽減】 【見直し後】

障 １６０００円
保 （７７０００
×５０％）円

計 ５４５００円

※現行と変更無し

保育所の
徴収金と
同様の考
え方によ
り、第２子
を半額と
する。

見直し
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４ 発達障害児（者）支援について 

 

   発達障害児（者）支援については、平成 17 年４月に施行された「発達障害者支援法」

に基づき、乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応した支援の推進を図っ

てきたところである。 

各自治体においては、同法に基づき発達障害児（者）支援について、これまでご尽

力いただいたところであるが、引き続き、発達障害児（者）支援体制の整備状況の把

握・検証について改めて取り組んでいただくようお願いする。 

また、自閉症者等の中にみられる行動障害を有する者に対する支援については、今

年度より、適切な支援を行う職員の人材育成を進めることを目的とした研修事業を都

道府県地域生活支援事業に盛り込んでいるところであるが、来年度からは重度訪問介

護の対象拡大により、行動障害を有する者がその対象となることから、これら関連施

策間の連携を図ることにより、在宅におけるサービスの質的な向上に取り組んでいた

だくようお願いする。 

 

（１）発達障害者支援センターの地域支援機能強化について 

発達障害者支援法は「発達障害者支援センター」（以下「センター」という。）を

地域支援体制の中核的・専門的機関として位置付けているが、発達障害児（者）の支

援ニーズの高まり等に対応するためには、支援を必要とする方やその家族に身近な地

域の医療、保健、福祉、教育、労働等の関係機関が役割を明確にし、センターと連携

して支援に取り組むことが不可欠であることから、本年７月１日に「「発達障害者支

援センター運営事業の実施について」の取扱について」（障障発 0701 第１号課長通知）

（以下「課長通知」という。）を一部改正するとともに同日付けで事務連絡を発出し、

市町村や事業所等の関係機関職員に対する研修、コンサルテーションの強化や対応困

難な事例に対するバックアップ体制の整備について、センター及び都道府県等の役割

等を示したところである。 

この課長通知の一部改正に合わせ、発達障害者支援センターの実施状況報告様式の

変更を行うとともに、これまで公表していない普及啓発、研修や関係機関との連携状

況等についても、今後、発達障害情報・支援センターのホームページにおいて公表す

ることとしているので、ご承知おきいただくとともに適切な実施状況の把握にご協力

をお願いする。 

なお、平成 26 年度予算概算要求の推進枠において、地域生活支援事業の発達障害

者支援体制整備の内容を再編・拡充し、市町村や事業所等への支援、医療機関との連

携や困難ケースへの対応等を行う「発達障害者地域支援マネジャー（仮称）」をセン

ター等に配置するために必要な経費を計上しているところである。 

 

（２）発達障害者支援体制整備について 

課長通知等に基づき発達障害児（者）支援体制の整備状況の把握・検証については、

各自治体に設置する発達障害者支援体制整備検討委員会等において検討いただいてい
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るところであるが、厚生労働省としては、例年、開催している「発達障害者支援関係

報告会※」（昨年度は平成 25 年３月１日開催）等の機会を通じて、各自治体における

先進的な取組等を積極的に情報発信していくこととしているのでご了知願いたい。 

また、重度訪問介護の対象として行動障害を有する者が加わることにともない、在

宅の行動障害を有する者の支援に携わる相談支援、行動援護、重度訪問介護等の事業

所間の連携や発達障害者支援センターによるこれらの事業者に対するコンサルテーシ

ョン等も重要となることから、こうしたことを念頭に置いた体制整備をお願いする。 

※今年度も年度末に「発達障害者支援関係報告会」の開催を予定しており、各自治体に報告等

個別に依頼をさせていただくこともあるので、その際はご協力をお願いする。なお、報告を希望

する自治体があれば個別にご連絡をお願いしたい。 

                        （関連資料７（85 頁）） 

 

（３）「世界自閉症啓発デー」への対応 

    毎年４月２日は、平成19年12月に国連が制定した「世界自閉症啓発デー」である。厚

生労働省においては、この日を自閉症を始めとする発達障害に関する正しい知識の

浸透を図る機会として捉え、引き続き、関係団体等と連携して、広く一般国民への

普及啓発を実施することとしている。 

    平成 25 年度の厚生労働省の取組については、 

   ・東京タワーブルーライトアップ（平成 25 年４月２日（火）） 

   ・世界自閉症啓発デー2013・シンポジウム（平成 25 年４月６日（土）） 

   等を実施したところである。 

    なお、来年の取組については、以下の通り予定しているので、各自治体におかれ

ては関連イベント等の開催にあたりご留意願いたい。 

   ・世界自閉症啓発デー2014・シンポジウム（平成 26 年３月 29 日（土）） 

   ・東京タワーブルーライトアップ（平成 26 年４月２日（水）） 

    また、民間団体においても、各自治体の協力をいただき全国各地のシンボルタワ

ー等でライトアップを実施したところであり、厚生労働省においても、こうした取

組に対し後援を行っている。 

    ついては、このようなライトアップのほか、関係機関や関係団体等と連携を図り

ながら、広く一般の方への関心を高め、地域住民への発達障害の理解が促進される

ような啓発イベント、シンポジウムやセミナーの開催等、地域の実情に応じた創意

工夫による普及啓発を積極的に実施されたい。 

    なお、これまでの普及啓発の取組や地方における取組については、世界自閉症啓

発デー・日本実行委員会の公式サイト等に掲載し広く周知しているので参考とされ

たい。 

  ◆世界自閉症啓発デー・日本実行委員会（公式サイト） 

     （http://www.worldautismawarenessday.jp/） 

      世界自閉症啓発デーの制定や、地域における取組等に関する情報を提供 
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事務連絡          

平成 25 年７月１日 

各 都道府県 

  指定都市 障害保健福祉主管部（局）御中 

 

                       厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

                       障害福祉課障害児・発達障害者支援室 

 

今後の発達障害児（者）支援施策の推進に関する留意事項について 

 

日頃より発達障害児（者）支援施策の推進にご協力いただき感謝申し上げます。 

これまで、各都道府県及び政令市（以下「都道府県等」という。）において、平成 17 年７月８日

付障発第 0708004 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「発達障害者支援センタ

ー運営事業実施要綱」（以下「センター要綱」という。）等に沿って発達障害児（者）支援体制の構

築を進めてきていただいているところですが、今般、発達障害者支援センター（以下「センター」

という。）を中核とした重層的・体系的な支援がさらに可能となるよう地域支援体制の再構築を進め

ることとし、平成 24年４月５日付障障発 0405 第１号障害福祉課長通知「『発達障害者支援センター

運営事業の実施について』の取扱いについて」の一部改正を行ったところであります。 

つきましては、以下に課長通知改正の背景及び改正内容のポイントについて説明するとともに、 

既にセンター要綱等でも言及している内容に基づき、今後都道府県等及びその他の市町村、さらに

は各センターにおいて取り組むことが望まれる事項を整理しました。今後、この方向で施策のさら

なる推進を図っていただくようお願いいたします。         

 

１ 課長通知改正の背景 

 

  平成 22 年 12 月 10 日に公布された「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害

保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に

関する法律」により児童福祉法および障害者自立支援法の一部が改正され、平成 24 年４月から相

談支援の充実や障害児支援の強化を図っている中、発達障害児を含めた障害児通所支援の利用者

が増加しています。また、社会における発達障害に関する認知度の高まり等を受けて、各センタ

ーにおいて成人期の発達障害者を中心に相談件数が増加しています。さらに、平成 24 年 10 月の

障害者虐待防止法の施行を受けて、各施設や使用者から発達障害者への支援に関する情報提供を

求められるケースも増加しています。 

このような支援ニーズの高まりに対応するためには、センターを中核として地域の関係機関が

連携し、一定の支援については発達障害児（者）及びその家族の身近なところで提供することが

可能となる体制作りが重要となります。具体的には、地域の関係機関の職員に対する研修やコン

サルテーションの強化、これに併せて、関係機関の職員では対応が困難な事例についてはセンタ

ーがバックアップできるような体制を整えることなどが考えられます。 

関連資料７ 
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このような観点から、今回の課長通知改正を行っているものです。 

  

２ 課長通知改正のポイント 

 

（１） センターと関係機関との連携に関する留意事項として、センターは関係機関の職員だけでは

対応が困難な事例に対するアドバイスを行う役割を担うこと、関係機関とも連携を進めた上

で発達障害児（者）及び家族の身近な地域における関係機関による継続的な支援を目指すこ

とを明記しました。 

（２）上記（１）を踏まえ、センターが実施する関係施設・関係機関への研修の実施において、対

応困難な事例に対する支援や、支援内容の情報共有の具体的手法について、研修内容に明示

しました。 

（３）センター要綱に定められているセンター職員の知識及び経験に関して、発達障害者への支援

に関する新たな知見が年々蓄積されていることから、都道府県等がセンター職員の研修会参

加について適切に支援を行うことを明記しました。 

（４）センター要綱に定められているセンター及び都道府県等と関係機関等との連絡体制の確保等

に関し、センターの連絡体制確保に向けた努力を都道府県等としても支援することを明記し

ました。 

（５）都道府県等がセンターと緊密に情報交換等を実施するため、これまで「定期的に把握」等と

なっていたセンターの状況把握について、「少なくとも年に１回は行うこと」としました。 

（６）実施状況報告に関して、全体的に簡略化した上で新規事項の追加を行いました。 

 

３ 今後関係者の取組が望まれる事項 

 

（１） 都道府県等（行政担当者） 

※下記の実施に当たっては、平成 18 年８月１日障発第 0801002 号厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長通知の別紙 1「地域生活支援事業実施要綱」の別記 19の（４）「発達障害者支

援体制整備」の活用を想定しています。 

 

①  発達障害者の実態調査を行うとともに、実態把握に基づく対応策の検討、計画的な対応策

の実施、対応策の定期的な見直しなどを行う。 

（実態調査の例） 

   診断を受けている児童・生徒数、障害者手帳取得状況、障害福祉サービス利用状況、児童 

発達支援利用状況、医療機関の利用状況、行動障害のある発達障害者への支援の状況、高齢 

期の対象者への支援の状況など。 

 

②  市町村支援体制の整備状況調査を行い、市町村が全年代に渡る発達障害者支援を行う体制

を整備できるよう必要な情報を提供するとともに、センターと協力して支援を行う。 
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（整備状況調査の例） 

    発達障害の特性に沿ったアセスメント・ツールの導入、全年代を通じて利用することが可 

能な個別支援ファイルの普及、ペアレント・メンターへの協力依頼、支援機関情報の住民へ 

の提供状況、地域生活支援実施要綱の別記２「自発的活動支援」や別記 11 の（10）「巡回支 

援専門員整備」の活用状況など。 

 

③  センターの活動状況については日常的な連携の中で確認するとともに、少なくとも年に 1

回は正式に報告を受けた上で必要な指導や支援を行う。 

（センターの活動状況の確認に当たっての留意点） 

 ・当省では、これまで相談支援、発達支援、就労支援等の発達障害者やその家族に対する直 

接的な支援の実施結果をセンターの活動状況として発達障害情報・支援センターのホーム 

ページにおいて公開してきた。今後は、関係機関への対応の助言や情報の共有等の状況に 

ついても実績を公開する予定である。 

・都道府県等においても、センターの活動については、これらの視点すべてを視野に入れた 

総合的な評価を行うようにお願いする。 

 

（確認・報告を求める場面の例） 

   発達障害者支援体制整備検討委員会においてセンター職員から活動状況を報告する機会を 

設ける、センターを所管する担当課の職員(以下、「担当職員」という。)をセンターの職員が 

定期的に情報交換を行う機会を設ける など。 

  

（確認・報告を求める内容の例）    

厚生労働大臣宛に提出する事業実施報告書の他、本事務連絡添付の参考様式「発達障害者 

支援センター職員の支援等に関する専門性の確認」を用いて行う など。 

＊なお、参考様式については、厚生労働省宛報告を求めるものではない。 

 

 （指導方法の例） 

 担当職員がセンターを訪問して改善点について話し合う、センターに改善計画を提出させ 

る など。 

 

（支援方法の例） 

   センターが関係機関と連絡体制を確保する際のバックアップ、発達障害者支援者実地研修 

へのセンター職員の派遣 など。 

 

（２） 発達障害者支援センター 

従来から行っている相談支援、発達支援、就労支援に加えて、今後は以下の取り組みを重点

的に行うことが望まれます。 
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①  都道府県等の行う検討を基に、市町村や事業所、医療機関等の職員等を対象とした研修会

等を行う。 

 

（研修会内容の例） 

アセスメント・ツールの活用方法、基本的な支援手法、個別支援ファイルの活用方法、ペ 

アレント・メンターとの協力方法など 

 

②  都道府県と協力し、多分野の協議会、行政機関等と支援に関する相互の情報共有や引き継

ぎを行うための連携体制を構築する。 

（日常的な連絡協力体制を確保しておくべき協議会、行政分野の例） 

 障害者総合支援法に規定されている協議会、特別支援連携協議会、要保護児童対策協 

議会、こども・若者支援地域協議会、福祉担当部局、保健・医療担当部局、青少年行政部局  

労働担当部局、教育委員会、警察本部など 

 

③  都道府県等のバックアップを受け、対応困難な事例に対応できるセンター職員の資質の向

上を図る。 

（センター職員研修方法の例） 

国の発達障害者支援者実地研修、発達障害者支援センター職員研修会等への参加、先進的 

なプログラムの導入など 

 

４ その他  

 

・参考資料 

平成 24 年度障害者総合福祉推進事業「発達障害者支援センター等の相談・支援、機関連携お 

よび人材の育成等の業務に関する調査について（発達障害者支援センター運営マニュアルを 

含む）」（一般社団法人日本発達障害ネットワーク作成） 

 

・参考となる各自治体、センターの実践 

（都道府県等） 

実態調査や対応策について、新潟県、長野県、広島県、広島市などがホームページに公開 

（センター） 

市町村支援について岡山県発達障害者支援センター、学校への支援について大阪府発達障 

害者支援センターアクト大阪（いずれも上記マニュアルに掲載）、事業所等への支援につい 

て北九州市発達障害者支援センターつばさ（平成 25 年度発達障害者支援センター全国連絡 

協議会で報告）など 
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「発達障害者支援センター運営事業の実施につ

いて」（平成 24 年４月５日障発 0405 第 15 号障

害保健福祉部長通知）                        

「「発達障害者支援センター運営事業の実施について」の取扱

いについて」（平成 25 年７月１日障障発 0701 第１号障害福祉

課長通知） 

１ 目的 

 発達障害者支援センター（以下「センター」という。）は、自閉症等の特有な発達障害を有する障害児（者）（以

下「発達障害児（者）」という。）に対する支援を総合的に行う地域の拠点として、発達障害に関する各般の問題

について発達障害児（者）及びその家族からの相談に応じ、適切な指導又は助言を行うとともに、関係施設及び関

係機関との連携強化等により、発達障害児(者)に対する地域における総合的な支援体制の整備を推進し､もって、

これらの発達障害児(者)及びその家族の福祉の向上を図ることを目的とする。  

２ 実施主体 

（１）実施主体は、都道府県又は指定都市（以下「都道府県等」という。）とする。ただし、都道府県等は、セン

ターの行う事業の全部又は一部について、発達障害者支援法（平成１７年法律第１６７号）第１４条第１項に基

づく指定を受けた社会福祉法人その他の発達障害者支援法施行令（平成１７年政令第１５０号）第２条に定める

法人（以下「社会福祉法人等」という。）に委託することができる。 

（２）社会福祉法人等は、都道府県等の承認を得

て、事業の一部について、他の社会福祉法人等

に委託することができる。なお、この場合には、

社会福祉法人等は、委託先の社会福祉法人等と

の連携を密にし、一体的に事業に取り組むもの

とする。 

１ 事業の再委託の経費について 

発達障害者支援センター（以下「センター」という。）の

行う事業の委託を受けた社会福祉法人等は、その行う事業の

一部について、他の社会福祉法人等に委託することができる

が、その場合、再委託に要する経費は、当該センターの行う

事業の委託を受けた社会福祉法人等において取りまとめるこ

と。 

３ 障害児入所施設等への附置 

センターは、発達障害児（者）に対する効果的な支援が行われるよう、発達障害児（者）に対する相談支援等

に関する知見の活用、夜間及び緊急時への対応並びに一時保護等の施設機能の活用を図る観点から、原則として、

障害児入所施設、障害者支援施設その他都道府県等が適当と認める施設（以下「障害児入所施設等」という。）に

附置するものとする。なお、特定非営利活動法人へ委託する等、障害児入所施設等に附置しない場合においても、

夜間及び緊急時への対応並びに一時保護等の体制が確保できるよう、障害児入所施設等との連携を図ることとす

る。 

４ センターを附置する施設等の選定 

 都道府県等は、障害児入所施設等の中からセン

ターを附置する施設等を選定するものとする。 

 なお、選定に当たっては、地域における発達障

害児（者）のニーズを十分に把握し、利用者の利

便性に配慮の上、選定するものとする。 

２ センターを附置する施設の選定について 

センターを附置する施設は、部長通知の４により障害児入

所施設等の中から実施主体である都道府県又は指定都市（以

下「都道府県等」という。）が選定することとなるが、部長

通知の２の「その他都道府県等が適当と認める施設」とは、

当該施設が通所施設である場合であって、他の入所施設の一

時保護等の施設機能を活用することにより、夜間及び緊急時

への対応が可能となり、当該通所施設が発達障害に関して知

見を有する施設である場合をいうものであること。 

５ センターの利用対象者 

センターが行う事業の利用対象者は、自閉症、アスペルガ－症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠

陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢で発現するもののうち、言語の障

害、協調運動の障害その他心理的発達の障害並びに行動及び情緒の障害を有する障害児(者)及びその家族とする。 

６ 事業の内容 

センターにおいては、地域の発達障害児（者）

を支援するため、次に定める事業を実施する。 

 

 

３ 事業を実施する上での留意点等について 

センターが、発達障害児（者）及びその家族を支援するた

めに、各事業を実施する上での留意点は下記（１）から（４）

のとおりとすること。 

また、下記（１）から（３）の事業を実施するに当たって

は、必要に応じて、児童相談所、知的障害者更生相談所、福

祉事務所、障害児（者）地域療育等支援事業児実施施設、保

健所（市町村保健センターを含む）、児童発達支援センター、

障害児入所施設、精神保健福祉センター、医療機関、教育委

発達障害者支援センター運営事業実施要綱について 
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 員会、学校、幼稚園、保育所、公共職業安定所、地域障害者

職業センター、障害者就業・生活支援センター等の関係機関

との連携を密にし、支援内容に関する情報共有等を行うこと。 

その上で、センターは、発達障害者（者）及その家族の身

近な地域における関係機関による継続的な支援に結びつける

ことを目標とするものとし、地域の関係機関の職員だけでは

対応が困難な事例については、必要なアドバイスを行うなど、

発達障害に関する知見を活用した専門的な支援を行うものと

すること。 
（１） 発達障害児（者）及びその家族等に対す

る相談支援 

① 発達障害に関する各般の問題について、発

達障害児（者）及びその家族等からの相談に

応じ、適切な指導又は助言をするとともに情

報提供を行う。 

② 発達障害児（者）に対する相談支援は、来

所又は訪問による面談のほか、電話又はイン

ターネット等の情報通信機器を用いた相談

などを実施することとし、地域の発達障害児

（者）のニーズや相談内容に応じて弾力的な

対応を図るものとする。 

  

（１） 発達障害児（者）及びその家族等に対する相談支援 

①  実施方法の周知 

   来所及び電話による相談等の実施日、実施時間、実施場

所並びに相談方法等について、あらかじめ広報等により周

知を図ること。 

②  発達障害児（者）及びその家族等への配慮 

   夜間及び休日に実施すること並びに利用しやすい場所に

ある公民館等を活用すること等、発達障害児（者）及びそ

の家族等の利便性に配慮すること。 

   また、相談支援の実施に当たっては、個人の秘密の保持

や、本人や家族に内容を十分に説明し同意を得るなど、そ

の権利擁護に配慮すること。 

③  ニーズの把握 

   地域における発達障害児（者）の実態及びニーズの把握

に努めること。 

   また、相談を希望する発達障害児（者）及びその家族に

対し、必要に応じて家庭訪問を行う等により、家族構成、

家庭環境等の基礎的な事項の把握に努めるとともに、これ

らの者のニーズの明確化を図ること。 

④  緊急時の連絡体制の整備  

   夜間等における相談及び緊急時に適切に対応するため、

センターを附置した障害児入所施設等との連携を密にし、

相談等に迅速に対応できるよう連絡体制の整備に努めるこ

と。 

⑤  相談内容の記録 

計画的、かつ継続性のある相談支援を行うため、相談支

援の内容を具体的に記録し、適切な管理の方法により保管

すること。 

（２）発達障害児（者）及びその家族等に対する 

発達支援 

① 発達障害児（者）及びその家族等に対し発

達支援に関する相談を実施し、家庭での発達

障害児（者）の発達に関する指導又は助言、

並びに情報提供を行うとともに、必要に応じ

て、発達障害児（者）の医学的な診断及び心

理的な判定を行うこととする。その際、児童

相談所、知的障害者更生相談所及び医療機関

等と連携を図るものとする。 

② 障害児入所施設、障害者支援施設及び保育

所等を利用している発達障害児（者）に対す

る発達支援方法に関する指導又は助言を行

うものとする。 

③ 夜間等の緊急時や行動障害により、一時的

な保護が必要となった場合には、センターを

附置した障害児入所施設等において一時的

な保護を行うものとする。なお、この場合に

は、短期入所（ショートステイ）の利用とし

て取り扱うこととする。 

 

（２）発達障害児（者）及びその家族等に対する発達支援 

① 支援内容等の周知 

  発達支援を受けるための手続き及びその内容について、あ

らかじめ広報等により周知を図ること。 

② 実施方法 

  発達支援は、発達障害児（者）の障害の状況等に応じて、

発達支援に関する個別の支援計画（以下「発達支援計画」と

いう。）を作成し、これに基づき計画的に行うこととし、そ

の実施に当たっては、本人や家族に内容を十分説明し同意を

得るなど、その権利擁護に配慮すること。 

  なお、発達支援計画の作成に当たっては、必要に応じて家

庭訪問を行う等の方法により利用者のニーズを明確にし、達

成すべき目標を定め、目標達成のための発達支援方法につい

て具体的に提示できるようにするとともに、本人又は家族の

同意を得ること。 

  また、発達支援計画について、適宜その評価を行い、必要

に応じ発達支援計画の修正・見直しを行うこと。 

③ 実施内容の記録 

  計画的、かつ継続性のある発達支援を行うため、発達支援

の内容を具体的に記録し、適切な管理の方法により保管する

こと。 
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（３）発達障害児（者）に対する就労支援 

就労を希望する発達障害児（者）に対し、就

労に向けて必要な相談等による支援を行うと

ともに、必要に応じて公共職業安定所、地域障

害者職業センター及び障害者就業・生活支援セ

ンター等の労働関係機関との連携を図るもの

とする。 

 

（３）発達障害児（者）に対する就労支援 

 ① 支援内容等の周知 

  就労支援を受けるための手続き及びその内容について、あ

らかじめ広報等により周知を図ること。 

 ② 実施方法 

  ア）就労支援は、日々の生活習慣の形成、職業生活上の一

般的なルールの理解及び交通機関の円滑な利用等の職業

生活を行うために必要な知識等の習得を図るための支援

を行うこととし、その実施に当たっては、本人に内容を

十分説明し同意を得るなど、その権利擁護に配慮するこ

と。 

  イ）企業等を継続的に訪問し、発達障害についての情報を

提供するなど、発達障害に関する理解の促進を図ること

により､就労の場の拡大に努めること。 

（４）関係施設及び関係機関等に対する普及啓発 

及び研修 

① 発達障害の特性及び対処方法等について

解説したわかりやすいパンフレット、チラシ

等を作成し、児童相談所、知的障害者更生相

談所、福祉事務所、保健所（市町村保健セン

ターを含む。以下同じ。）、児童発達支援セ

ンター及び障害児入所施設（以下「児童発達

支援センター等」という。）において活用を

促すとともに、学校、幼稚園、保育所、医療

機関、企業等に配布することなどにより地域

住民に対する普及啓発を図り、発達障害児

（者）に関する理解の促進に努める。 

②  発達障害児（者）に対する取り組みを積

極的に進めるため、児童相談所、知的障害

者更生相談所、福祉事務所、保健所、児童

発達支援センター等の専門機関等の職員

の育成や学校、幼稚園、保育所、医療機関

等の関係職員、並びに都道府県及び市町村

の障害福祉を担当する職員を対象に研修

を実施する。 

   

  

  

  

  

 

（４）関係施設及び関係機関等に対する研修 

① 児童発達支援センター等の関係施設等の職員の研修 

  児童相談所、知的障害者更生相談所、福祉事務所、保健所、

児童発達支援センター等の職員の育成や学校、幼稚園、保育

所、医療機関等の関係機関の職員、並びに都道府県及び市町

村の障害福祉を担当する職員を対象に研修を実施すること。 

  研修内容は、以下の例を参考として、発達障害に関する基

礎知識・技術を習得することを目的とした研修とすること。 

  ア）発達障害の定義及び特性  

  イ）発達障害児（者）の早期発見   

  ウ）発達障害児（者）への発達支援   

  エ）関係施設・関係機関の連携（支援内容の情報共有の具

体的な手法等を含む。）   

  オ）発達障害児（者）の家族に対する支援 

  カ）対応困難な事例に対する支援 

  キ）具体的な事例検討 

 ② 発達障害児（者）に係る教育関係者及びセンター職員等

の合同研修 

  研修は､発達障害児（者）が現に通学する特別支援学校、小・

中学校等の教職員とセンターの職員が参加する合同の研修

会とすること。また、必要に応じ、児童相談所等の福祉関係

機関及び教育委員会等の教育関係機関の職員を対象とする

こと。 

  研修内容は、日常的に実践している発達障害児（者）への

具体的な取組みについて、情報の共有化等を図るとともに、

具体的な事例に関するケースワークを中心とした研修とす

ること。 

 

７ 職員の配置等 

（１）職員の配置 

この事業を行うにあたっては、あらかじめ、

センターの管理責任者を定めるとともに、事業

を担当する次の職員は常勤の者でなければな

らない。 

なお、事業を担当する職員は、センターを附

置した障害児入所施設等の入所児(者)に対す

る支援業務は行わないものとする。 

①  相談支援を担当する職員 

社会福祉士（社会福祉士及び介護福祉士法

（昭和６２年法律第３０号）に定める社会福祉

士をいう。以下同じ｡）であって、発達障害児

（者）の相談支援について、相当の経験及び知

識を有する者、又は、それと同等と都道府県等

４ 職員の配置等について 

部長通知の７にいう「管理責任者」は、センターの運営に

必要な知識及び経験を有する者でなければならない。ただし、

運営上支障がない場合は、他の施設等の職務に従事すること

ができるものとする。 

センター職員の知識及び経験については、 

発達障害者への支援に関する新たな知見が年々蓄積されてい

ることから、関係機関の開催する研修会に参加し、研修成果

のセンター内における共有を図ることとする。また、都道府

県等においては、センター職員の研修会参加について適切に

支援を行うものとする。 
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が認める者。 

②  発達支援を担当する職員 

発達障害児（者）の心理的判定及び発達支援

について、相当の経験及び知識を有する者､又

は､それと同等と都道府県等が認める者。 

③  就労支援を担当する職員 

発達障害児（者）の就労について、相当の経

験及び知識を有する者､又は､それと同等と都

道府県等が認める者。 

（２）職員の責務  

① センターの職員は、その職務を遂行するに

当たっては、発達障害児(者)及びその家族の

プライバシーに十分配慮するとともに、正当

な理由がなく、その業務上知り得た発達障害

児（者）及びその家族の秘密を漏らしてはな

らない。 

② センターは、職員であった者が、正当な理

由がなく、その業務上知り得た発達障害児

(者)及びその家族の秘密を漏らすことがな

いよう、必要な措置を講じなければならな

い。 

③  職員は、センターの果たすべき役割の重

要性に鑑み、各種研修会及び異職種との交

流等あらゆる機会を捉え、相談支援等の知

識・技術等に関し、自己研鑽に努めるもの

とする。 

  

  

  

  

  

  

８  センターの設備 

センターには、次の設備を設けるものとする。 

ただし、センターを附置した障害児入所施設等の入所児（者）への支援や､施設の運営上支障がない場合には､附置

した施設と設備の全部又は一部を共有することは差し支えないものとする｡ 

なお､相談室等については､利用者の個人の身上に関する秘密が守られるよう十分配慮するものとする。 

①  相談室等 ② 事務室 ③ 便所 ④ その他必要な設備 

９ 事業の周知 

都道府県等及びセンターは、地域の発達障害児（者）及びその家族が本事業を利用しやすくするため、事業の目

的や利用方法等について､積極的に広報活動を行うものとする。 

10 関係施設及び関係機関との連携 

（１）発達障害児（者）に対し、関係施設や児童

相談所等の専門機関と密接に連携を図り、発達

障害児（者）に対する福祉、保健、医療、教育、

就労の各分野による総合的な支援の在り方を

検討するため、児童相談所、知的障害者更生相

談所、福祉事務所、保健所、基幹相談支援セン

ター、指定特定相談支援事業者、障害児相談支

援事業者、児童発達支援センター等、教育委員

会、公共職業安定所、地域障害者職業センター、

医療機関及び障害児（者）地域療育等支援事業

実施施設、都道府県、市町村及び家族団体等に

より構成される連絡協議会を定期的に開催す

ること。 

（２）都道府県等及びセンターは、児童相談所等

の専門機関や児童発達支援センター等との連

絡体制の確保に努め、これらの関係施設及び関

係機関等は、必要に応じて相互に助言や協力を

行うものとする。 

  

５ 関係施設及び関係機関との連携 

（１）部長通知の１０にいう「連絡協議会」においては、地域

の発達障害児（者）の状況に関する情報を共有し、発達障害

児（者）への総合的なサービス提供、緊急時等における迅速

かつ的確な対応等の必要な支援に関する検討を行うこと。検

討内容は、次の事項を参考とすること。 

  ア）地域の発達障害児（者）の実態 

  イ）各関係施設及び関係機関の役割 

  ウ）適切な支援の在り方   

  エ）関係施設及び関係機関の効果的な連携 

の在り方   

  オ）具体的な事例検討   

  カ）その他必要な事項 

（２）都道府県等は、センターが関係施設・関係機関等との連

絡体制の確保や助言・協力の依頼を行う上で、当該都道府県

等内の所管部局間の調整に適切に配慮すること。また、上記

の連絡協議会の開催に加えて、センターが障害者総合支援法

第８９条に定める協議会等に出席できるよう必要な調整を行

うこと。 
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11 苦情解決等 

（１）センターは、その提供した相談支援等に関する発達障害児（者）からの苦情に迅速かつ適切に対応するため

に、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

（２）センターは、その提供した相談支援等に関し、都道府県等が行う文書その他の物件の提出若しくは提示を求

め、当該都道府県等の職員からの質問若しくは照会に応じ、並びに発達障害児（者）及びその家族からの苦情

に関して都道府県等が行う調査に協力するとともに、都道府県等から指導又は助言を受けた場合は、当該指導

又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

（３）相談支援等の実施に当たっては、本人や家族にその内容を十分に説明し同意を得るなど、その権利擁護に配

慮すること。 

12 実施状況の把握及び評価 

（１）都道府県等は、センターから実施状況等に

ついて定期的に報告を聴取するなど、実施状況

等の把握に努めること。また、センター業務の

内容について定期的に評価を行い、必要に応じ

て改善を促すなど、センター業務の適切な運営

の確保に努めること。 

（２）改善に応じない場合は、必要な手順を踏ん

だ上で、指定の取消しを含めた措置を講ずるこ

と。 

  

  

６ 実施状況の報告 

（１）都道府県等は、センターとの日常的な連携体制を確保す

るとともに、少なくとも年に１回はセンターから実施状況等

について報告を聴取するなど、その実施状況等の把握に努め

ること。また、センター業務の内容について定期的な評価を

行い、センター業務の適切な運営の確保に努めること。 

（２）改善に応じない場合には、児童福祉施設の認可取消しに

準じて必要な手順を踏んだ上で、指定の取消しを含めた措置

を講ずること。 

（３）都道府県等は、本事業の毎年度の実施状況等について別

紙様式により翌年度４月末日までに、厚生労働大臣あてに報

告すること。 

13 費用の支弁 

センターの行う事業に要する費用は、都道府県等が支弁するものとする。 

14 経費の補助 

国は、都道府県等がセンターの行う事業のために支弁した費用について、別に定めるところにより補助するもの

とする。 
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別紙様式

表1

　セ ン タ ー 名

事業開始年月日

常　　勤

医師　　　　　　　　医師以外

専　　任 　　　　　　　人　　　　　　　　　　　　　　　人

兼　　任 　　　　　　　人　　　　　　　　　　　　　　　人

件

件

回

回

回

回

(注１)　各事業内容の詳細については表２以下に記入すること。

(注２)　「実支援人数」欄には、発達障害児（者）本人の数を記入すること。

３．地域住民等に対する普及啓発
（１）パンフレットの作成等

（２）地域住民向け講演会の開催等

（３）相談支援・就労支援に伴う関係機関職員への助言(機関
コンサルテーション）

延支援件数

（２）相談支援・就労支援に伴う情報共有等（調整会議）２．相談支援・就労支援
　　（＊就労支援に重点を置いた支援が行われたケース）

実支援人数

参加回数

参加回数

（２）障害者総合福祉法第89条協議会等への参加
状況

６．職員の研修派遣状況

（１）連絡協議会の開催状況

５．関係施設・関係機関等の連携

（３）他の協議会への参加状況 参加回数

（５）相談支援・発達支援に伴う関係機関職員への助言(機関
コンサルテーション）

件

実施回数

（４）相談支援・発達支援に伴う情報共有等（調整会議）

件
（１）実支援人数・延支援件数

（４）職場拡大のための企業等への啓発活動

人

回

件

回

人

実施回数

延参加人数
（１）センター主催又は共催で企画した研修

回

（１）実支援人数・延支援件数

１．相談支援・発達支援
　　（＊下記２．を除くすべてのケース）

件

人

件

実支援人数

延支援件数

人

実診断人数

（３）夜間等の緊急時保護、行動障害による一時保
護

件

実支援人数

実判定人数
（２）医学的診断、心理学的判定

人

人

事業内容 実績

所　在　地

　法　　人　　名
(施設名）

非　常　勤

　　　　　　　人　　　　　　　　　　　　　　人

　　　　　　　人　　　　　　　　　　　　　　人

職員の状況
医師　　　　　　　　医師以外

  平成      年度　    発達障害者支援センター事業実施状況報告 

(注３)　相談支援、発達支援、就労支援に関する普及啓発等で使用した資料及び発達支援における発達支援計画と実施記録の様式につ
いては、実物を添付すること。

実施回数

再委託の場合の再委託先法人名
（施設名）

４．関係施設及び関係機関に対する普及啓発及び研修

延参加人数

（３）(（１）及び（２）の再掲）教育関係者との合同
研修会

実施回数 回

人

延参加人数
（２）外部から講師依頼を受けた研修（講師派遣）

回

人

夜間・緊急時対応施設名
（複数ある場合は全て記載）

延支援件数

別添
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１　相談支援・発達支援 ＊　就労支援に重点を置いた支援が行われたケースを除くすべてのケース 表２
実支援人数

４０歳以上

　
　

実支援人数

実支援人数

延支援件数

延支援件数

現在の生活に関することや、家庭で家族ができることを知りたい
利用できる制度について知りたい（手帳、年金、手当、障害福祉サービスなど）

診断（判定）実人数

人数・件数
　（実支援人数）
　（延支援件数）
　（実支援人数）
　（延支援件数）

延支援件数

教育委員会

その他のサービス事業所

地域若者サポートセンター
上記以外の都道府県行政機関
上記以外の市町村行政機関

延支援件数

（注１）　実支援人数欄には、発達障害児（者）本人の数を記入すること。

（注２）　調整会議は（８）の機関とセンターが、それぞれが別々に発達障害者やその家族の相談を行っていて、必要に応じて情報共有や引き継ぎを行うもの。

（注３）　機関コンサルテーションは、（８）の機関が専ら発達障害者やその家族の相談を行い、センターは（８）の機関の職員に対する助言を行うもの。

相談支援事業所
就労移行支援事業所
就労継続支援事業所
生活介護事業所

その他

（９）関係機関との連携内
容

内　　訳
調整会議：（８）の機関と共に実施（表１ー１．－（４）の件数と一致させること）
機関コンサルテーション：（８）の機関に対し実施　（表１ー１．－（５）の件数と一致させること）

公共職業安定所
地域障害者職業センター
障害者就業・生活支援センター

企業等

専門学校・大学

合　　　　　　　　　　　　計（表１－１．－（３）の人数・件数の合計と一致させること）

（８）連携先の機関
（重複可）

内　　訳
保育所・幼稚園
児童相談所
知的障害更生相談所
福祉事務所
障害児（者）地域療育等支援事業実施施設
保健所・保健センター
児童発達支援センター
障害児入所施設
精神保健福祉センター
医療機関

小学校、中学校、高等学校、中等教育学校
特別支援学校

（７）夜間等の緊急時保
護、行動障害による一時
保護

内　　訳

行動障害による場合

行動障害以外の場合

（６）医学的診断、心理的
判定

内　　訳
センターに勤務する医師が診断
センター職員が心理的判定

合　　　　　　　　　　　　計（表１－１．－（２）の診断（判定）人数の合計と一致させること）

合　　　　　　　　　　　　計（表１－１．－（１）の件数と一致させること）

（５）相談内容
（重複可）

内　　訳
相談の対象となっている児（者）が発達障害かどうか知りたい

診断・相談・支援を受けられる機関について知りたい
現在通学している学校、利用しているサービス等に関する相談をしたい

今後の就労について相談したい
現在勤めている職場に関する相談をしたい

進路や将来の生活に関する相談をしたい
対応困難な状況の改善について相談したい（強度行動障害、ひきこもりなど）

その他

（４）相談方法 内　　訳
来所
訪問
電話
その他（FAX・メール等）

合　　　　　　　　　　　　計（表１－１．－（１）の人数と一致させること）

合　　　　　　　　　　　　計　（表１－１．－（１）の人数と一致させること）

（２）障害種別
　（医師による診断がある
場合は診断名でカウント）

内　　訳
自閉症
アスペルガー症候群
広汎性発達障害
注意欠陥多動性障害（AD／HD）
学習障害（LD）
その他（発達性言語障害・協調運動障害等）
不明（未診断含む）
合　　　　　　　　　　　　計（表１－１．－（１）の人数と一致させること）

（３）相談依頼者 内　　訳
本人、家族
関係機関

（１）発達障害児（者）年齢
層

内　　訳
０～３歳（幼児期前期）
４～６歳（幼児期後期）
７～１２歳（小学生）
１３～１５歳（中学生）
１６～１８歳
１９～３９歳

不明
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２　相談支援・就労支援 ＊　就労支援に重点を置いた支援が行われたケース 表３
実支援人数

４０歳以上

　
　

実支援人数

実支援人数

延支援件数

延支援件数

現在の生活に関することや、家庭で家族ができることを知りたい
利用できる制度について知りたい（手帳、年金、手当、障害福祉サービスなど）

延支援件数

教育委員会

その他のサービス事業所

地域若者サポートセンター
上記以外の都道府県行政機関
上記以外の市町村行政機関

延支援件数

回数

（注１）　実支援人数欄には、発達障害児（者）本人の数を記入すること。

（注２）　調整会議とは（８）の機関とセンターが、それぞれが別々に発達障害者やその家族の相談を行っていて、必要に応じて情報共有や引き継ぎを行うもの。

（注３）　機関コンサルテーションとは、（８）の機関が専ら発達障害者やその家族の相談を行い、センターは（８）の機関の職員に対する助言を行うもの。

訪問

その他（FAX・メール等）

現在勤めている職場に関する相談をしたい

（6）連携先の機関
（重複可）

就労移行支援事業所
就労継続支援事業所

公共職業安定所
地域障害者職業センター
障害者就業・生活支援センター

企業等
その他

電話

関係機関

内　　訳
来所

（２）障害種別
　（医師による診断がある
場合は診断名でカウント）

内　　訳

合　　　　　　　　　　　　計　（表１－２．－（１）の人数と一致させること）

アスペルガー症候群

不明（未診断含む）
合　　　　　　　　　　　　計　（表１－２．－（１）の人数と一致させること）

自閉症

広汎性発達障害

本人、家族
（３）相談依頼者 内　　訳

（４）相談方法

生活介護事業所

（１）発達障害児（者）年齢
層

内　　訳
１８歳以下
１９～３９歳

不明
合　　　　　　　　　　　　計　（表１－２．－（１）の人数と一致させること）

（５）相談内容
（重複可）

内　　訳
相談の対象となっている児（者）が発達障害かどうか知りたい

診断・相談・支援を受けられる機関について知りたい
現在通学している学校、利用しているサービス等に関する相談をしたい

注意欠陥多動性障害（AD／HD）
学習障害（LD）
その他（発達性言語障害・協調運動障害等）

その他

小学校、中学校、高等学校、中等教育学校
特別支援学校

相談支援事業所

児童相談所
知的障害更生相談所

医療機関

専門学校・大学

障害児入所施設

福祉事務所
障害児（者）地域療育等支援事業実施施設
保健所・保健センター
児童発達支援センター

精神保健福祉センター

合　　　　　　　　　　　　計　（表１－２．－（１）の件数と一致させること）

進路や将来の生活に関する相談をしたい
対応困難な状況の改善について相談したい（強度行動障害、ひきこもりなど）
今後の就労について相談したい

内　　訳

合　　　　　　　　　　　　計　（表１－２．－（４）の回数と一致させること）

（7）関係機関との連携内
容

内　　訳
調整会議：（８）の機関と共に実施（表１ー２．－（２）の件数と一致させること）
機関コンサルテーション：（８）の機関に対し実施　（表１ー２．－（３）の件数と一致させること）

（8）企業等に対する啓発 内　　訳
訪問による啓発
訪問以外の方法による啓発
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３　地域住民等に対する普及啓発 表４

事　項 件数、回数

パンフレットの作成等

地域住民向け講演会の開催等

＊上記件数、回数を表1ー３．ｰ（１）又は（２）と一致させること

４　関係施設及び関係機関に対する普及啓発及び研修

内　　訳 実施形式 実施回数 延参加人数

講義中心

実技中心

講義中心

実技中心
 合　　　　　　　計　　（表1－４．－（１）の実施回数、延参加人数と一致させること）

内　　訳 実施形式 実施回数 延参加人数
講義中心
実技中心
講義中心
実技中心

 合　　　　　　　計　　（表1－４．－（２）の実施回数、延参加人数と一致させること）

＊上記（ア、イ）のうち、教育関係者を参加対象者としている研修の実施回数、延参加人数を表１ー４．ｰ（３）と一致させること

５　関係施設及び関係機関等の連携

（１）連絡協議会の開催状況

開催時期 参加機関
回数　（表１－５．－
（１）の回数と一致させ
ること

（２）障害者総合福祉法第89条の協議会等への参加状況

開催時期 協議会の名称
回数　（表１－５．－
（２）の回数と一致させ
ること

６　職員の研修派遣状況

回　数　　（表１－６．の回数と一致させること）

＊研修派遣を行った回数は、センターの業務の一環として職員が参加した研修の延回数とする（職員の自己研鑽による研
修への参加は含まない）

内　容　の　概　略

（イ）外部から講師依頼を受けた研
修（講師派遣）

（ア）センター主催又は共催で企画し
た研修 教育関係者を参加対象

者としているもの

教育関係者を参加対象
者としていないもの

教育関係者を参加対象
者としているもの
教育関係者を参加対象
者としていないもの

協議内容

協議内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回
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５ 計画相談支援の推進について 

 

 

  サービス等利用計画については、平成 27 年４月からは障害福祉サービス等

の全ての支給決定に先立ち作成することとしており、それまでの間は、相談支

援の提供体制を考慮する観点から、段階的に対象を拡大する取扱いとしている。 

障害福祉計画では、支給決定の更新及びモニタリングも合わせて平成 27 年

度から全例に対応するため、平成 26 年度は平均して全国で 18.9 万件に対応で

きるような体制とする必要があると見込まれている。しかし、平成 24 年４月

以降の計画相談支援の利用実績では、これまでも述べてきたとおり、利用者数

は増加傾向にあるものの平成 25 年６月分では３.6 万件となっており、第３期

障害福祉計画の見込値（平成 24 年度：6.8 万件、平成 25 年度：13.2 万件）と

比較すると乖離が生じている。 

計画相談支援の利用については、地域によって大きく差が見られ、平成 27

年４月までには全例についてサービス等利用計画の作成が可能と思われる自

治体もある一方、現状のままでは実現が困難な自治体もある。そのため、管内

市町村のうち、取組が進んでいるところについては、その進捗を維持させる一

方、取組が遅滞しているところの底上げを行うことが今後の重要な課題である。 

 

厚生労働省としては、これまでも、計画相談支援の利用者数を見込んだ上で、

計画的に相談支援専門員の増員の必要性や地域内において必要となる特定相

談支援事業所の新規指定の必要性の有無を把握し、地域の相談支援の提供体制

の整備を図るようお願いしているところである。今回、各都道府県における相

談支援事業所１ヵ所当たりの利用者数の資料を添付しているが、直近の１事業

所当たりの利用者数を見込み、新たに事業所の確保が必要なのか相談支援専門

員の確保が必要となるのかといった地域の実情に合わせた更なる取組の追

加・見直しを行うことも必要である。そのような観点にも留意しつつ、引き続

き相談支援の提供体制の整備に努めていただきたい。 

さらに、平成 25 年 9 月 12 日付事務連絡「計画相談支援の取組」において、

お示ししているとおり、 

①  平成 26 年度予算概算要求の推進枠において、都市部等の多くの計画未

作成者を抱える相談支援事業所に臨時職員や補助職員を配置するための

経費等を計上している。 

②  計画相談支援の運営や計画作成の趣旨、サービス等利用計画の作成が

進まない原因や対策の説明、基幹相談支援センターや自立支援協議会と

の連携により計画作成が進んでいる自治体の事例紹介等、市町村と相談

支援事業所の連携の重要性等を内容とした市町村セミナーを 11 月 29 日

に開催する予定である。 

各都道府県においては、趣旨を理解の上、①については予算化を積極的にご

検討いただくとともに、②も含めて管内市町村へ周知されたい。 
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  その他、参考資料として、現在の各都道府県における現時点での進捗状況や

対応を進めるに当たっての考え方を整理した資料等を掲載しているので、これ

らも参照の上で、今後の相談支援事業所の体制の整備や第３期障害福祉計画か

ら遅れが生じている管内市町村に対して、要因の把握や改善に向けた必要な指

導や助言等をお願いする。 

  なお、これまで、市町村において、地域における相談支援の中核機関である

基幹相談支援センター（法第七十七条の二第一項の基幹相談支援センターをい

う。）を設置し、地域の相談支援事業所に対する専門的な指導・助言や人材育

成等の支援を行うことや、都道府県及び市町村においては、障害者等への支援

の体制の整備を図ることを目的とした協議会において専門部会を設置し、地域

の実情に合わせた計画的なサービス等利用計画の対象者の選定や事例を通じ

た実践力を高める等の取組をお願いしてきているところである。これらは更な

る計画作成の促進と質の向上のためにも、極めて有効と考えられるので引き続

き推進を図っていただきたい。 
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相談支援の利用状況（平成24年４月～） 国保連集計
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障害児相談支援

H24年 H25年 H24年 H25年

都道府県 事業所数
サービス
利用者数

都道府県 事業所数
サービス
利用者数

北海道 142 43,426 滋賀県 25 7,778 
青森県 64 9,685 京都府 31 15,160 
岩手県 43 9,086 大阪府 213 50,525 
宮城県 41 12,028 兵庫県 93 28,655 
秋田県 41 6,858 奈良県 35 7,308 
山形県 38 6,522 和歌山県 44 6,758 
福島県 42 10,447 鳥取県 17 5,106 
茨城県 74 12,702 島根県 59 6,162 
栃木県 43 9,689 岡山県 42 11,139 
群馬県 57 8,963 広島県 93 15,263 
埼玉県 100 25,620 山口県 54 8,293 
千葉県 135 22,237 徳島県 30 5,779 
東京都 153 59,772 香川県 26 5,044 
神奈川県 117 37,052 愛媛県 53 9,205 
新潟県 71 12,557 高知県 22 5,361 
富山県 44 5,416 福岡県 87 29,601 
石川県 44 6,651 佐賀県 17 5,549 
福井県 40 5,572 長崎県 49 11,026 
山梨県 34 4,729 熊本県 69 12,180 
長野県 102 12,329 大分県 51 8,760 
岐阜県 51 9,426 宮崎県 41 7,246 
静岡県 82 16,959 鹿児島県 69 12,466 
愛知県 224 30,891 沖縄県 56 11,020 
三重県 32 9,077 合 計 3,090 673,078 

出典：国保連データ（平成25年6月）
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三 重 県

306 

151 

211 

293 

167 

172 

249 

172 

225 

157 

256 

165 

391 

317 

177 

123 

151 

139 

139 

121 

185 

207 
138 

284 

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和歌山県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿児島県

沖 縄 県
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489 237 
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209 

154 

300 

104 

265 

164 

154 

193 

194 

174 

244 

340 

326 

225 

177 

172 

177 

181 

197 

○１事業所当たり利用者数（H25.6）○都道府県別事業所数・利用者数（H25.6）

計画相談支援利用実績
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指定特定・指定障害児相談支援事業所等について

2,523 

4,431 
4,908 

5,465 5,601 5,676★

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H19年4月１日 Ｈ20年4月１日 Ｈ21年4月１日 Ｈ22年4月1日 Ｈ23年4月1日 Ｈ24年4月1日

相
談
支
援
専
門
員
数

指定特定・指定障害児相談支援事業所に配置されている

相談支援専門員の人数（経年比）

※Ｈ23年度以前のデータは、指定相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の人数。
※Ｈ23年4月1日の相談支援専門員の人数は、被災３県を除くデータ。
※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も
併せて受けている場合、指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に従事する相談支援
専門員の人数も含めて計上している。

★指定一般相談支援事業所の指定のみ受けている場合の相談支援専門員の人数（1,296人）は、「調査結果（都道府
県）」に掲載。

①258
58%

②75
17%

③109
25%

指定特定・指定障害児相談支援事業所に

配置されているピアカウンセラーの人数

①身体障害

②知的障害

③精神障害

ピアカウンセラーの人数：442①2,217

②99

③1,706

④215

⑤1,261

⑥917

⑦74

⑧1,426

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

専
門
的
職
員
の
人
数

指定特定・指定障害児相談支援事業所に配置されている専門的職員の人数

①社会福祉士

②保健師

③精神保健福祉士

④看護師・准看護師

⑤介護福祉士

⑥介護支援専門員

⑦臨床心理士

⑧その他の専門的職員

このうち、相談支援専門員の人数： 5,676
相談支援専門員以外の人数：2,215

相談支援の業務に従事する者の人数 ：7,891

※１人の者が複数の資格を有する場合は、複数に人数を計上
※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も併せて
受けている場合、指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に従事する者の人数も含めて計上している。

※指定一般相談支援事業の指定のみを受けている場合の相談支援の業務に従事する者の人数（1,934人）は、
「調査結果（都道府県）」に掲載。

出典：国保連データ（平成25年6月分）

順位 都道府県 実績

1 山口県 1,451 

2 島根県 1,378 

3 愛知県 1,117 

4 山形県 1,010 

5 青森県 950 

6 岐阜県 937 

7 富山県 883 

8 新潟県 870 

9 熊本県 851 

10 鳥取県 823 
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950 937 
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障害福祉サービス等の利用者１万人当たりの計画相談支援の利用者数

102



・市区町村の（自立支援）協議会において、どのようなサービスを受けている人が計
画作成の対象者となるのか、どの相談支援事業所が何件くらいの計画を作成するの
かなどを、市区町村・関係機関で意見交換をしておくことが効果的

【市区町村】

相談支援事業所が足り
ないので計画作成を依

頼できない

【相談支援事業所】

市区町村が計画作
成の指示を出さない
ので進まない

・
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
を
受
け
て
い
る
人
数
と
計
画
作
成

済
み
人
数
か
ら
今
後
の
必
要
数
を
明
確
に
す
る

⇨

相
談
支
援
専
門
員
の
必
要
数
を
推
計

計画作成の進
まない要因 ・

今
後
の
必
要
数
を
元
に
、
各
月
ご
と
の
計
画
作
成
数
を
定

め
て
相
談
支
援
事
業
者
に
提
示
（※

）

計画相談を促進するための対応（市区町村）

【相談支援事業所】

市区町村に提示さ
れた計画作成数に
対応できるよう職員

を確保

・
必
要
に
応
じ
て
管
内
の
障
害
福

祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
に
相
談
支

援
事
業
の
指
定
を
働
き
か
け

・
各
月
ご
と
に
定
め
た
計
画
数
に
よ
り
、
申
請
者
に
サ
ー
ビ

ス
等
利
用
計
画
案
の
提
出
を
求
め
る

※各月が困難であれば四半期など適切な期間を設定

計
画
相
談
の
進
捗
状
況
に
つ
い
て
管
理
し
て
い
く

都道府県（自立支援）協議会において、人材養成の方針などについて協議する場を設けることが望ましい

・
管
内
市
区
町
村
の
計
画
作
成
の
進
捗
率
（※

）
を
把
握
す
る

・
進
捗
の
低
い
市
区
町
村
の
状
況
を
確
認
し
対
応
を
促
す
と
と
も

に
、
進
ん
で
い
る
市
区
町
村
の
実
例
を
紹
介
す
る
な
ど
に
よ
り
促
進

を
図
る

計画相談を促進するための対応（都道府県）

・
必
要
数
を
確
保
で
き
る
相
談
支
援
従
事
者
養
成
研
修
の
実
施

・
養
成
研
修
修
了
者
が
相
談
支
援
事
業
に
従
事
す
る
よ
う
な
工
夫

※進捗率＝（計画が作成されている人数）／（サービス等利用計画案作成対象者）

・
市
区
町
村
が
推
計
し
た
相
談
支
援
専
門
員
の
必
要
数
を
集
約
す
る

・
市
区
町
村
が
定
め
た
、
各
月
ご
と
の
計
画
作
成
数
を
集
約
す
る

・
専
門
コ
ー
ス
別
研
修
の
実
施
な
ど
、
相
談
支
援
の
質
を
高
め
る
た
め

の
取
り
組
み
の
実
施

市区町村への支援 人材の養成
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① 卒業を控えた時期や就職時等に、学校等の相談支援ニーズを顕在化させることを目的として、現場に赴き、地域のサービスや利用者のニーズに
関する情報の収集・提供や事前相談・助言を行い、個別の計画相談支援に繋げる「総合支援コーディネーター」を相談支援事業所（基幹相談支援
センターや委託相談支援事業所）に配置し、利用者のライフステージの移行に合わせた総合的なサービス提供を円滑にするための支援を行う。

② 平成26年度末までにサービス等利用計画の作成を利用者全員に対して実施できるようにするため、都市部等の多くの計画未作成者を抱える相
談支援事業所に臨時職員や補助職員を配置し、相談支援専門員の負担の軽減を図り、計画作成業務の円滑化・迅速化を促進する。
③ 平成27年度報酬改定等に対応して、障害者の社会参加を支える障害福祉サービス事業所等への報酬支払が円滑かつ適切に行われるように
するとともに、より本人の心身の状況や生活環境に合った適切なサービス等利用計画の作成につなげるため、給付実績データの集計・分析機能を
有する自治体の受給者情報管理システム等を整備する。

社会参加推進のための相談支援の充実等

基幹相談支援
センター等

就労系
サービス

医療機関

学 校

企 業

総合支援
コーディネーター

相談支援
専門員等

情報の収集・提供

・利用者ニーズの収集

・地域の福祉サービスに

関する情報の提供

相談・助言

・卒業後のサービス利用に関する

助言・指導

・学校関係者への障害福祉関係
の諸制度の説明会

相談支援事業所

相談支援専門員

サポート

臨時職員・補助職員の
配置により計画作成を促進

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画

（
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
が
サ
ー
ビ
ス
提
供
）

利
用
計
画
の
提
出

市町村

受給者情報管理
システムの整備

給付実績データ
の集計・分析

給付実績データの提供

事業所Ａ

障害福祉サービス事業所

①・②：地域生活事業費補助金129億円の内数
③：障害者総合支援事業費補助金29.6億円

事業所Ｂ

事業所Ｃ 事業所Ｄ

（支給決定内容と実際の
サービス利用内容との齟
齬を含め集計・分析）

モニタリング等に活用地域のサービス提供の
実態把握に活用

国保連を通じて
報酬請求・支払

地域のサービス提供の
実態把握に活用

①60
85%

②11
15%

委託により設置する場合の

障害者相談支援事業の委託状況

①委託あり

②委託なし

委託により設置している
箇所数：71

基幹相談支援センターについて

①84
5% ②72

4% ③57
3%

④1,529
88%

基幹相談支援センターの設置状況

①市町村単独で設置

②複数市町村共働で設置

③平成24年度中に設置予定

④平成24年度においては設置
予定はない

市町村数：1,742

①39
35%

②71
65%

基幹相談支援センターの設置方法

①直営で設置

②指定相談支

援事業所に委

託

設置箇所数：110

①10
14%

②14
20%

③47
66%

委託により設置する場合の委託先の

相談支援に係る指定状況

①一般相談支援事

業所の指定あり

②特定相談支援事

業所の指定あり

③一般+特定相談支
援事業所の指定あ

り

委託により設置している
箇所数：71

①50
45%

②29
26%

③14
13%

④5
5% ⑤12

11%

窓口の設置場所

①市町村役所

②公共施設

③障害福祉サービス事業所内

④障害者支援施設

⑤その他

設置箇所数：110
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都道府県自立支援協議会について

①30
64%

②17
36%

都道府県自立支援協議会の専門部会の設置状況

①設置

②未設置

設置都道府県：47

①29

②1 ③2
④5
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数

都道府県自立支援協議会の専門部会の種類

①課題別

②障害別

③地域別

④その他

専門部会設置都道府県：30

①7

②10

③7

④14

⑤10

⑥18

⑦14

⑧8
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専門部会を課題別に設置している場合の課題の種類

①権利擁護関係

②地域移行関係

③退院促進関係

④就労関係

⑤子ども関係

⑥人材養成関係

⑦相談支援関係

⑧その他

専門部会設置都道府県：30

①146

②208

③81

④494

⑤361

⑥304

⑦352

⑧206

0

100

200

300

400

500

協
議
会
数

専門部会を課題別に設置している場合の課題の種類

①権利擁護

関係

②地域移行

関係

③退院促進

関係

④就労

関係

⑤子ども

関係

⑥相談支援関係

⑦地域生活・生活

支援関係

⑧その他

課題別の専門部会設置協議会数：674

市町村自立支援協議会について

①898
79%

②191
17%

③48
4%

自立支援協議会の事務局の

運営方法

①直営で

実施

②委託で

実施

③その他

協議会数：1,137

①

1,629
94%

②113
6%

自立支援協議会の

設置状況

①設置

②未実

施

市町村数：1,742

1,188 
1,426 1,485 1,444 

1,629 

66%

79% 85% 89% 94%
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Ｈ20年4月１日 Ｈ21年4月１日 Ｈ22年4月1日 Ｈ23年4月１日 Ｈ24年4月1日

実
施
率

実
施
市
町
村
数

自立支援協議会の設置状況（経年比較）

設置市

町村数

設置率

※平成23年4月1日以前の設置状況は、地域自立支援協議会の設置状況。
※平成23年4月1日の設置状況は、被災３県を除くデータ。

①748
66%

②389
34%

自立支援協議会の専門部会の設置状況

①設置

②未設置

協議会数：1,137
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６ 障害者の就労支援の推進等について 

 

（１） 就労系障害福祉サービスの報酬における適正化の適用状況 

①   就労移行支援事業について 

就労移行支援事業については、平成 24 年 10 月より、一般就労への移行

実績がない事業所について、報酬の減算を行うこととしたところであるが、

平成 25 年５月分の実績をみると、計 105 事業所が減算の対象となっている。

（平成 24 年 10 月分実績：計 110 事業所） 

さらに、一般就労への移行率別の施設割合を見ても、一般就労移行率が

０％の事業所は、未だに 35.2％も見られる状況である。（厚生労働省調べ 

平成 24 年４月時点） 

各地方公共団体におかれては、引き続き、一般就労への移行実績がない

又は移行率が非常に低い事業所について御指導いただきたい。 

なお、上記のような状況に鑑み、平成 26 年度概算要求において、障害者

就業・生活支援センターに「就労支援指導員（仮称）」を配置して、就労移

行支援事業所に対して就労支援ノウハウの付与などを行うことにより、就

労移行支援機能の強化を図る事業を概算要求しており、各都道府県におか

れては、積極的に活用されるよう御検討いただきたい。 

 

②   就労継続支援Ａ型事業について 

就労継続支援Ａ型事業については、平成 24 年 10 月より、短時間利用者

が一定割合以上の事業所について報酬の減算を行うこととしたところであ

るが、平成 25 年５月分の実績をみると、101 事業所が減算の対象となって

いる。 

この報酬改定は、本来の利用者である障害者の利用を短時間に限ること

により支援時間を短縮する一方で、健常者である従業員（基準省令による

ところの「利用者及び従業者以外の者」）がフルタイムで就労している事例

などがみられたことから行われたものである。 

各地方公共団体におかれては、利用者の労働時間を必要以上に短く設定

している事業所に対しては、障害者に就労の機会を提供するというＡ型事

業の本来の趣旨に沿った運営が行われるよう、是正を促していただきたい。 

 

（２）農業分野との連携について 

障害福祉分野と農業分野の連携については、障害福祉分野にとっては障

害者の就労機会の確保や情緒の安定につながるなどのメリットがある一方、

農業分野にとっても人手不足の解消などのメリットがあると指摘されてい

る。 

厚生労働省と農林水産省では、障害福祉分野と農業分野の連携を促進し

ていくため、「農」と「福祉」の連携プロジェクトチームを設置するととも

に、農業関係者及び高齢者・障害福祉関係者からなる連絡協議会を立ち上
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げたところである。加えて、農林水産省では地方農政局に障害者就労を支

援するネットワークの構築を進めており、今後、「農」と「福祉」の取組の

具体化とその普及・拡大を両省で目指すこととしている。各地方公共団体

におかれては、当該ネットワークの構築に御理解、御協力をお願いしたい。 

また、先般 10 月 15 日には、医療・福祉分野と食料・農業分野の連携に

よる取組を促進することを目的として「医福食農連携事例発表会」を開催

し、障害者等の就労支援の連携事例及び両省による施策を紹介したところ

である。各地方公共団体におかれては、連携の促進に当たって参考にして

いただくとともに、管内市町村及び管内事業所等に対し周知を図っていた

だきたい。 

 

（農林水産省ＨＰ）医福食農連携事例発表会 

http://www.maff.go.jp/j/keikaku/ifukushokunou.html 

 

なお、厚生労働省は、平成 26 年度概算要求において、地域振興につなが

る連携促進事業として、農家・農業法人等と障害者就労支援事業所のマッ

チングを促進するためのコーディネーター配置を要求しており、各地方公

共団体においては、活用に向けて御検討いただきたい。 

また、農林水産省においては、先般から周知している福祉農園の整備等

にかかる交付金について、平成 26 年度についても引き続き要求しているの

で、こちらについても、農政関係部局と連携を図りつつ、管内市町村及び

管内事業所等へ周知を図っていただきたい。（関連資料８（113 頁）） 

  （農林水産省の担当部署：農林水産省 農村振興局 都市農村交流課） 

 

（３）障害者優先調達推進法に基づく調達方針の策定について 

都道府県、市町村及び地方独立行政法人は、障害者優先調達推進法第９

条において、毎年度、障害者就労施設等からの物品等の調達方針を作成し

なければならないこととされているところである。 

各自治体における調達方針の作成状況を見ると、管内市町村等において

概ね７割以上が既に作成済みである県もある一方、未だ作成されていない

県や市町村が数多くある状況である。 

未作成の県におかれては、早期に作成いただくとともに、未作成の管内

市町村、地方独立行政法人に対して、早期の作成を促していただきたい。 

また、平成 26 年度の調達方針については、早期に事例等を収集し、より

一層取組が促進されるよう庁内で検討いただき、今年度分の障害者就労施

設等からの調達実績を事前に見込んだ上で、今年度中に作成されることが

望ましいので、ご留意いただきたい。 

また、この法律の周知が、障害福祉関係部局以外の部局へ行き渡ってい

ない自治体もあると聞いているところであるので、全庁的な取組をより一

層強化していただきたい。 
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なお、平成 26 年度概算要求において、障害者就労支援事業所、市町村、

地域の商工会等や地域の関係者による連携会議を開催し、地域のネットワ

ークの構築や好事例の共有を図るための工賃向上の取組に係る事業（実施

主体：都道府県）を要求しており、各都道府県におかれては、障害者就労

支援事業所への発注の促進に向けて御活用を検討いただきたい。（関連資料

９（119 頁）） 
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就労系障害福祉サービスの報酬における適正化の適用状況
（平成24年10月～平成25年5月分実績：事業所ベース）

Ｈ２４．１０月 Ｈ２４．１１月 Ｈ２４．１２月 Ｈ２５．１月 Ｈ２５．２月 Ｈ２５．３月 Ｈ２５．４月 Ｈ２５．５月

減算なし 1,244 (89.8%) 1,284 (90.5%) 1,317 (91.5%) 1,358 (92.2%) 1,376 (92.5%) 1,434 (93.1%) 1,524 (93.6%) 1,574 (94.0%)

減算あり 141 (10.2%) 135 (9.5%) 123 (8.5%) 115 (7.8%) 111 (7.5%) 107 (6.9%) 105 (6.4%) 101 (6.0%)

現員数の１００分の５０以上
１００分の８０未満
（基本報酬の90/100）

76 (5.5%) 85 (6.0%) 85 (5.9%) 77 (5.2%) 81 (5.4%) 79 (5.1%) 79 (4.8%) 77 (4.6%)

現員数の１００分の８０以上
（基本報酬の75/100）

65 (4.7%) 50 (3.5%) 38 (2.6%) 38 (2.6%) 30 (2.0%) 28 (1.8%) 26 (1.6%) 24 (1.4%)

全体 1,385 (100.0%) 1,419 (100.0%) 1,440 (100.0%) 1,473 (100.0%) 1,487 (100.0%) 1,541 (100.0%) 1,629 (100.0%) 1,675 (100.0%)

Ｈ２４．１０月 Ｈ２４．１１月 Ｈ２４．１２月 Ｈ２５．１月 Ｈ２５．２月 Ｈ２５．３月 Ｈ２５．４月 Ｈ２５．５月

減算なし 2,456 (95.7%) 2,448 (95.6%) 2,454 (95.7%) 2,463 (95.7%) 2,474 (95.7%) 2,482 (95.4%) 2,463 (96.1%) 2,491 (96.0%)

減算あり 110 (4.3%) 114 (4.4%) 111 (4.3%) 112 (4.3%) 111 (4.3%) 121 (4.6%) 101 (3.9%) 105 (4.0%)

過去３年間の定着者が０
（基本報酬の85/100）

46 (1.8%) 43 (1.7%) 42 (1.6%) 43 (1.7%) 43 (1.7%) 47 (1.8%) 39 (1.5%) 45 (1.7%)

過去４年間の定着者が０
（基本報酬の70/100）

64 (2.5%) 71 (2.8%) 69 (2.7%) 69 (2.7%) 68 (2.6%) 74 (2.8%) 62 (2.4%) 60 (2.3%)

全体 2,566 (100.0%) 2,562 (100.0%) 2,565 (100.0%) 2,575 (100.0%) 2,585 (100.0%) 2,603 (100.0%) 2,564 (100.0%) 2,596 (100.0%)

※ （％）は全体に占める割合

※ （％）は全体に占める割合

■ 就労移行支援事業の報酬における適正化

■ 就労継続支援Ａ型事業の報酬における適正化

就労移行支援事業による一般就労への移行率別の施設割合の推移

(一般就労移行率)
厚生労働省障害福祉課調べ
(２４年４月分 回答率：76.2％)

0% 50% 100%

20年4月

21年4月

22年4月

23年4月

24年4月

35.7 %

39.3 %

42.4 %

36.2 %

35.2% 

28.6%

13.1%

10.6%

8.1%

7.7%

14.3%

18.3%

16.8%

15.6%

15.8%

4.8%

11.5%

11.3%

14.1%

14.2%

4.8%

6.0%

5.4%

8.1%

7.7%

2.5%

3.8%

4.9%

5.9%

11.9%

9.3%

9.6%

13.0%

13.5%

0% 0%超～

10%未満

10%～

20%未満

20%～

30%未満

30%～

40%未満

40%～

50%未満

50%以上

一般就労への移行率が20%以上の施設 21.4% （施設数： 9）

一般就労への移行率が20%以上の施設 29.3% （施設数： 224）

一般就労への移行率が20%以上の施設 30.2% （施設数： 310）

一般就労への移行率が20%以上の施設 40.1% （施設数： 463）

一般就労への移行率が20%以上の施設 41.2% （施設数： 612）
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一般就労移行支援の充実強化（案）

○ 障害福祉サービス事業所の職員に対し、就労移行支援ノウハウに関する研修を行う。

（※ 障害保健福祉圏域ごとに１か所の設置を想定）

支援内容

支援力向上研修支援力向上研修

困難事例対応力向上研修困難事例対応力向上研修

ネットワーク構築促進支援ネットワーク構築促進支援

○ 研修や直接指導により、発達障害・精神障害・難病等、これまでの対象者像とは異なる障害特性
を持つ者への支援に係るノウハウの付与を行う

○ 就労系障害福祉サービス事業者がハローワーク、地域障害者職業センター、地元企業その他関
係機関との連携体制を構築できるよう、ネットワークの構築に向けた支援を行う地域住民との交流を
図るためのイベント等を企画・実施する（例：地域のお祭りへの参加、ボランティア体験等）。

○ 障害福祉サービスを利用する障害者の一般就労への移行の促進については、就労移行支援事業所を中心に取り組
まれているが、就労移行支援事業所のうち、１年間に１人も就職者を出していない事業所が未だ３割程度あり、事
業所全体の底上げを図ることが必要となっている。

○ そこで、障害者就業・生活支援センターに、就労支援指導員（仮称）を配置し、就労移行支援事業所をはじめと
する就労系福祉サービス事業所に対して、以下のような移行支援機能の強化に向けた支援を行う。

平成26年度概算要求
（地域生活支援事業）
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農業分野と障害福祉分野の連携のメリット

○ 農業従事者が減少・高齢化
する中で、補助労働力として
障害者に期待

○ 障害者への就労機会の提供に
より農業として社会貢献できる

農業側

○ 障害程度や作業能力に応じた
作業を用意することが可能

○ 自然とのふれあいにより
情緒が安定

○ 一般就労に向けての体力・
精神面での訓練になる

○ 地域との交流機会ができる

福祉側

関連資料８

障害者の農業分野における就労の形態

農家・農業法人等が障害者を労働者として雇用。

① 雇用

障害福祉サービス事業所（※）が、保有する土地や借り入れた農地で農産物の生産を行う。

※ 就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型事業所、就労継続支援Ｂ型事業所 など

障害福祉サービス事業所が農家等から農作業を請け負い、請け負った作業に障害者が従事。
（請負作業に関する契約の締結が必要。障害者への作業指示は障害福祉サービス事業所の
支援スタッフが行う）

※ その他、障害福祉サービス事業所の利用者を実習生として、農家等が職場実習の受入れ
を行う形態もある。（施設外支援）

② 障害福祉サービス事業所における就労

③ 障害福祉サービス事業所の施設外における就労

施設外就労
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地域連携コーディネーターの配置
（厚生労働省 平成26年度概算要求
地域生活支援事業 地域連携促進事業）

工賃向上計画支援事業の活用

→ 農業の専門家による技術指導など

農林水産省交付金の活用

課 題 活用事例

○ 農家等と連携して農業に取り組
みたいが、どこに相談すれば良い
かわからない。

○ 事業所として農業に取り組みた
いが、農業に関する知識・技術が
ない。

○ 事業所で生産した農産物の販路
を拡大したい。

○ 加工場などの整備・設備が事業
所にない。

社会福祉施設等施設整備費補助金の活用

共同受注窓口の活用

障害福祉サービス事業所による農業分野への取組みの課題と対応

①行政担当窓口への相談
②地域の障害福祉関係団体の活用

○香川県の施設外就労による農業の取り組み
・ 県障害福祉課が、障害者就労施設の工賃向上のため
に、県農政部局やＪＡ生産者部会と連携して、農家での
施設外就労を推奨。
・現在は、県社会就労センター協議会が農家と障害者就
労施設の橋渡しを実施

参考事例

・地元農家

・農業法人

地域振興につながる連携促進事業（案）地域振興につながる連携促進事業（案）

独居高齢者等

○徳島県の「ほっとかない事業」での取り組み
・障害就労施設利用者による限界集落のサポート
・移動販売車両で授産製品（お弁当・パンなど）と日用品
をお届け
・高齢者の見守り

○富山県の介護施設での施設外就労の取り組み
・ 就労継続支援Ｂ型事業の利用者が、高齢者デイサービス
における介護支援の業務（配膳、清掃、洗濯など）を、福
祉的就労として実施。

特別養護老人ホーム

地元企業

○北海道の社会福祉法人江差福祉会の取り組み

・ 江差町内に唯一のパン工場が閉鎖されたことにより、法人が
そのパン工場を職員共々引き継ぎ、障害者の生きがい作業とし
通所作業所をスタート。

・廃業した温泉施設を譲り受け、就労継続支援Ｂ型事業所として
再生。

各都道府県に配置された地域連携促進コーディネーター（仮称）が、地域の農業団体、商工団体、民生委員等と連
携し、障害福祉サービス事業所と地域の農家、企業、商業施設、介護事業所、高齢者世帯等を結びつけることにより、
地域振興と同時に、障害者の工賃の向上や一般就労の促進を図る。

高齢者の
安心の暮らしの

危機

雇用の場
が無い

介護者
不足

独居高齢
者の増加

買い物
難民

地域経済
停滞

消費の低下

高齢者の
安心の暮らし
実現へ

消費拡大 雇用創出

地域経済
活性化

地域振興につながる連携促進事業イメージ図

障害者就労
支援施設

農業担い
手不足

地域課題 地域活性化

地域連携促進
コーディネーター
が支援

地域
連携

安心の
暮らし

平成26年度概算要求
（地域生活支援事業）
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○ 受託作業の減少、自主製品の販売不振
→ 収益減少、作業賃金の低下

○ 室内の作業は単調な作業が多くストレスが
溜まる

○ 高齢化による労働力不足
→ 栽培面積の減少

○ 重量作物の栽培減少
→ たまねぎ、キャベツなどの重量野菜から
ブロッコリーなどの軽量作物へ作付転換

NPO法人 県社会就労センター協議会

○ 工賃の向上
○ 農業振興への貢献
○ 農作業、農作物生産への
関わりの喜び

○ 農家からの感謝

○ 労働力不足解消
○ 品質向上、重労働の解消
○ 作付け拡大等生産振興
○ 社会福祉への貢献

にんにく収穫作業 たまねぎ収穫作業

ビワ袋掛け キャベツ収穫作業

農業分野における連携の例（香川県の例）

障害者施設 農業者

○ 県障害福祉課が、障害者就労施設の工賃向上のために、県農政部局やＪＡ生産者部会と連携して、
農家での施設外就労を推奨。

○ 現在は、県社会就労センター協議会が農家と障害者就労施設の橋渡しを実施。

障害者施設 農業者

施設外就労のコーディネート

複数の事業所が共同して受注や情報提供等を行う「共同受注窓口」について体制整備を図るほか、
事業所経営者の経営意識の向上のための研修や好事例の説明会を開催。

工賃向上計画支援事業

各事業所に経営コンサルタントや各分野の専門家（※）、企業OBを派遣し、経営力の強化、技
術の向上を図るほか、事業所職員の人材育成を図るための研修会を実施。

（※）農業の専門家による技術指導なども実施。

基本事業（補助率１／２）

特別事業 （定額（１０／１０相当））

障害者の地域での自立した生活を支援する観点から、就労継続支援Ｂ型事業所の利
用者の工賃向上を図るため、事業所の経営力の強化や技術の向上、共同受注窓口の設
置促進などを中心とした「工賃向上計画支援事業」による支援を実施。
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社会福祉法人等が障害福祉サービス事業を行うことに伴い、障害者施設を整備しようとする場合、
その整備費について、国庫又は民間補助が受けられるほか、設置者負担分については、独立行政法人
福祉医療機構から低利の融資を受けることができる。

社会福祉法人及び医療法人など（※）が障害者総合支援法等に基づく障害者施設を整備しようと
する場合、各都道府県、指定都市、中核市及び市町村の障害福祉計画に合致すれば、国庫補助を受
けることができる。
（土地の買収、造成、整地に要する費用は対象外）

※ 社会福祉法人、医療法人、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、特例民法法人、
ＮＰＯ法人、営利法人等

[負担割合] 国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／４、設置者１／４

社会福祉施設等施設整備費補助金

○都市農村共生・対流総合対策交付金
○「農」のある暮らしづくり交付金

対策名 内容 補助率 実施主体

都市農村共生・対流総
合対策交付金

農山漁村の持つ豊かな
自然や「食」を観光、教
育、健康等に活用する
地域の手作り活動を総
合的に支援

ソフト事業

定額（１地区当たり上限
８００万円）
ハード事業

１／２等（１地区当たり上
限２０００万円、但し福祉
関連施設は上限なし）

地域協議会、農業法人、
ＮＰＯ、社会福祉法人
等

「農」のある暮らしづくり
交付金

都市及びその近接地域
において、「農」を楽しめ
る暮らしづくりに必要な
農園等の整備に対する
支援

ソフト事業

定額（１地区当たり上限
４００万円）
ハード事業
１／２以内

民間団体、ＮＰＯ、市町
村、社会福祉法人 等
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＜各種施策の問い合わせ先＞

（工賃向上計画支援事業）
各都道府県 障害保健福祉担当部署

（社会福祉施設等整備費補助金）
各都道府県・政令指定都市・中核市 障害保健福祉担当部署

（農林水産省交付金）
各地方農政局農村計画部農村振興課

（障害保健福祉関係団体）
全国社会就労センター協議会（セルプ協）
http://www.selp.or.jp/center/meibo_01.html

特定非営利活動法人 日本セルプセンター
http://www.selp.or.jp/center/meibo_03.html
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障
害
者
優
先
調
達
推
進
法
に
基
づ
く
調
達
方
針
の
策
定
状
況

（
都
道
府
県
別
）

北
海
道

○

青
森
県

○

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

○

茨
城
県

○

栃
木
県

○

群
馬
県

○

埼
玉
県

○

千
葉
県

○

東
京
都

○

神
奈
川
県

○

新
潟
県

富
山
県

○

石
川
県

福
井
県

○

山
梨
県

○

長
野
県

○

岐
阜
県

○

静
岡
県

○

愛
知
県

○

三
重
県

○

滋
賀
県

京
都
府

○

大
阪
府

○

兵
庫
県

○

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

○

島
根
県

○

岡
山
県

○

広
島
県

山
口
県

○

徳
島
県

○

香
川
県

○

愛
媛
県

○

高
知
県

福
岡
県

○

佐
賀
県

長
崎
県

○

熊
本
県

○

大
分
県

○

宮
崎
県

○

鹿
児
島
県

○

沖
縄
県

○

※
「
○
」
は
、
策
定
済
み
の
自
治
体

※
平
成
2
5
年
1
1
月
1
日
時
点

関
連
資
料
９
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関
係
者
の
連
携
に
よ
る
工
賃
向
上
計
画
の
取
り
組
み
強
化
（
案
）

○
障
害
者
優
先
調
達
推
進
法
の
施
行
に
伴
い
、
官
公
庁
や
民
間
企
業
か
ら
の
発
注
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
発
注
さ
れ
た
仕

事
を
確
実
に
受
注
し
、
売
上
げ
に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
の
取
組
み
が
必
要
。

○
こ
の
た
め
、
共
同
受
注
窓
口
の
機
能
強
化
、
各
事
業
所
に
お
け
る
工
賃
向
上
計
画
の
作
成
支
援
、
関
係
者
に
よ
る
連
携
会
議
の
開
催

の
促
進
を
図
る
。

○
経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
等
が
共
同
受
注
窓
口
に
対
し
て
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
製
品
の
ブ
ラ
ン
ド
化
や
販
路
の
拡

大
、
共
同
販
売
等
、
売
上
げ
の
増
加
に
む
け
た
取
組
み
を
行
う
共
同
受
注
窓
口
の
機
能
強
化
に
対
す
る
支
援
を
行
う
。

①
共
同
受
注
窓
口
の
機
能
強
化
に
係
る
支
援

①
共
同
受
注
窓
口
の
機
能
強
化
に
係
る
支
援

○
共
同
受
注
窓
口
と
経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
等
が
、
各
事
業
所
に
対
し
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
実
施
手
法
や
技
術
指
導
に
関
す
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン

グ
を
行
い
、
「
工
賃
向
上
計
画
」
作
成
を
支
援
す
る
。

②
共
同
受
注
窓
口
と
経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
等
が
協
力
し
た
事
業
所
支
援

②
共
同
受
注
窓
口
と
経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
等
が
協
力
し
た
事
業
所
支
援

○
障
害
者
就
労
支
援
事
業
所
、
市
町
村
、
地
域
の
商
工
会
等
、
地
域
の
関
係
者
に
よ
る
連
携
会
議
を
開
催
し
、
地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

構
築
や
好
事
例
の
共
有
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
工
賃
の
向
上
に
加
え
、
一
般
就
労
へ
の
移
行
の
促
進
を
図
る
。

③
地
域
の
関
係
者
に
よ
る
連
携
会
議
の
開
催

③
地
域
の
関
係
者
に
よ
る
連
携
会
議
の
開
催

○
工
賃
向
上
計
画
支
援
事
業
３
年
間
の
成
果
を
踏
ま
え
、
工
賃
引
上
げ
に
積
極
的
に
取
り
組
む
事
業
所
の
取
組
み
及
び
事
業
所
の
高
い
付

加
価
値
を
生
み
出
し
て
い
る
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
全
国
的
に
広
く
紹
介
す
る
こ
と
に
よ
り
、
工
賃
の
さ
ら
な
る
向
上
を
図
る
。

④
好
事
例
発
表
・
展
示
即
売
会
の
開
催

④
好
事
例
発
表
・
展
示
即
売
会
の
開
催

平
成
2
6
年
度
概
算
要
求
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７ 障害福祉サービスの対象となる難病等について 

 

（１）制度の周知の徹底等について 

平成 25 年４月に施行された「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律」（以下「障害者総合支援法」という。）では、同法の障害者

の定義に新たに難病等を追加し、同法に基づく障害福祉サービス等の対象とな

った。 

この障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス等の対象となる難病等の

範囲については、当面の措置として 130 疾患（平成 24 年度まで実施していた

「難病患者等居宅生活支援事業」の対象疾病と同じ範囲）としたところである。 

先般、難病患者等居宅生活支援事業（ホームヘルプサービス）の利用者の障

害福祉サービスへの移行状況について調査したところ、平成 24 年度中に難病

患者等居宅生活支援事業（ホームヘルプサービス）を利用した 328 名のうち、

障害者手帳を所持していない難病等として障害福祉サービスへ移行したなど

各種サービスに移行した方は 271 名、何らかの理由により、移行していない方

は 57 名であった（関連資料 10）。 

移行していない理由としては、「本人等の判断で申請しなかった」が 33 名、

「転居」が 12 名、「死亡」が８名などとなっており、「本人等の判断で申請し

なかった」の主な内容は、「症状が改善したため」、「家族等の支援を受けるこ

ととなったため」などであった。今後、該当する方が障害福祉サービスを必要

とされる場合には、適切に対応するようお願いしたい。 

また、難病患者等が、今後も必要な障害福祉サービス等を受けることのでき

るよう、引き続き、制度の周知や難病等の特性を踏まえたきめ細かい対応など

について徹底するよう、併せてお願いしたい。 

なお、障害者総合支援法の対象となる難病等の範囲については、新たな難病

対策における医療費助成の対象疾患の範囲等に係る検討を踏まえ、今後、見直

しを行うこととしているのでご了知願いたい。 

 

（２）難病患者等に配慮した認定調査や審査判定について 

平成25年４月１日以降、新たに障害福祉サービス等の対象となった難病患者

等に対する「障害程度区分」の認定調査や審査判定は、従来から対象の障害者

と同じ認定調査項目や審査判定基準で行っているところ。 

しかし、難病患者等は、障害が固定している身体障害者とは異なり、症状が

変化(重くなったり軽くなったり)する等の特徴があるため、「障害程度区分」

の認定調査や審査判定に当たっては、難病等の特性を踏まえ、きめ細かく配慮

する必要がある。 

厚生労働省では、全国の市区町村において難病等に配慮した「障害程度区分」

の認定調査や審査判定が円滑に行われるよう、「難病の基本的な情報」や「難

病の特徴（病状の変化や進行、福祉ニーズ等）」、「認定調査の留意点」などを

整理し、関係者（認定調査員、主治医、審査会委員、自治体職員等）向けのマ
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ニュアルを作成し、平成25年１月に配布しているところ。 

今後、難病患者等における障害福祉サービス等の利用が増加することも想定

されることから、各都道府県におかれては、管内市区町村が本マニュアルを活

用の上、難病患者等に対する「障害程度区分」の認定が円滑に行えるよう、御

対応願いたい。 

なお、平成26年４月に施行する「障害支援区分」においても、難病患者等に

対する新たな認定調査や審査判定が円滑に行われるよう、改正点等を反映した

マニュアル(改訂版)を作成し、平成26年１月中旬を目途に配布する予定として

いる。 
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８ 身体障害者手帳等について 

 

（１）心臓機能障害（ペースメーカ等埋め込み者）及び肢体不自由（人工関節

等置換者）に係る障害認定基準の見直しについて 

心臓機能障害におけるペースメーカ等植え込み者に係る障害認定について

は、ペースメーカ等を取り外すことは生命の維持に支障を来たすのが一般的で

あること等から、１級に認定されている。 

また、肢体不自由における人工関節等置換者に係る障害認定については、関

節が全廃しているものとして、股・膝関節４級、足関節５級に認定されている。 

しかしながら、医療技術の進歩により、術後は社会生活等に大きな支障がな

い程度にＡＤＬ（日常生活動作）が改善する場合が多いとの指摘がある。 

このため、医学専門家によるワーキンググループにおいて検討を行い、肢体

不自由（人工関節等置換者）については、平成 24 年 11 月 28 日に、心臓機能

障害（ペースメーカ等植え込み者）については、本年９月 13 日に見直し案が

取りまとめられたところである（関連資料 11）。 

今後は、本日（11 月 11 日）開催の疾病・障害認定審査会身体障害認定分科

会で審議を行い、見直し案について了承が得られた場合、平成 26 年４月から

の施行に向け、通知改正等の作業を行うこととしている。なお、その内容につ

いては、随時情報提供する予定としているのでご了知願いたい。 

 

（２）その他（産科医療補償制度の周知について） 

  産科医療補償制度は、分娩に関連して発症した重度脳性麻痺児とその家族の

経済的負担を速やかに補償するとともに、脳性麻痺発症の原因分析を行い、同

じような事例の再発防止に資する情報を提供することなどにより、紛争の防

止・早期解決及び産科医療の質の向上を図ることを目的に平成 21 年１月に創

設された制度であり、（公財）日本医療機能評価機構において実施している。 

  本制度の申請期限は児の満５歳の誕生日までとなっており、制度を開始した

平成 21 年に生まれた児は、平成 26 年年初より順次補償申請の期限を迎えるこ

ととなり、制度の周知が不十分であれば、当制度を知らないまま申請期限が過

ぎ、補償対象にもかかわらず補償を受けることができないという事態が生じる

おそれがある。 

このため、当機構より、障害保健福祉部に対し、制度の周知について協力依

頼があったことから、本制度及びその申請期限について、各市区町村の障害者

手帳の窓口等において、関連資料 12 を活用するなどにより、周知いただくよ

うお願いしたい。 

  なお、不明な点やポスター・チラシ等配付資料が必要な場合（随時無料にて

送付）については、産科医療補償制度専用コールセンター（０１２０－３３０

６３７）までお願いしたい。 
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身
体
障
害
者
手
帳
の
認
定
で
、

・
心
臓
機
能
障
害
に
お
け
る
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
を
装
着
し
て
い
る
者
は
、
一
律
に
１
級
と
し
て

認
定
し
て
い
る
。

・
ま
た
、
肢
体
不
自
由
に
お
け
る
人
工
関
節
等
の
置
換
術
を
行
っ
て
い
る
者
に
つ
い
て
は
、

①
股
関
節
・
膝
関
節
に
人
工
関
節
等
を
置
換
し
て
い
る
場
合
は
一
律
４
級

②
足
関
節
に
人
工
関
節
等
を
置
換
し
て
い
る
場
合
は
一
律
５
級

と
し
て
、
認
定
し
て
い
る
。

心
臓
機
能
障
害
（
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
植
え
込
み
者
）及
び
肢
体
不
自
由

（
人
工
関
節
等
置
換
者
）の
障
害
認
定
基
準
の
見
直
し
に
つ
い
て

医
療
技
術
の
進
歩
等
に
よ
り
、
社
会
生
活
に
大
き
な
支
障
が
な
い
程
度
に
日
常
生
活
能
力

（
Ａ
Ｄ
Ｌ
）
が
改
善
し
て
い
る
方
が
多
い
（厚
生
労
働
科
学
研
究
の
報
告
等
）

専
門
家
に
よ
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
開
催
（
次
頁
参
照
）

現
在
の
取
扱
い

疾
病
・
障
害
認
定
審
査
会
身
体
障
害
認
定
分
科
会
で
の
見
直
し
案
の
審
議

関
連
資
料

11
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氏
名

所
属
及
び
職
名

○
和
泉
徹

恒
仁
会
新
潟
南
病
院
統
括
顧
問

北
里
大
学
名
誉
教
授

岩
谷
力

国
立
障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
顧
問

◎
江
藤
文
夫

国
立
障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
顧
問

本
江
純
子

府
中
恵
仁
会
病
院
心
臓
血
管
病
セ
ン
タ
ー
附
属

イ
メ
ー
ジ
ン
グ
研
究
所
長

奥
村
謙

日
本
不
整
脈
学
会
会
頭

（
弘
前
大
学
大
学
院
医
学
研
究
科
循
環
呼
吸
腎
臓
内
科
学
教
授
）

小
野
稔

東
京
大
学
大
学
院
医
学
系
研
究
科
心
臓
外
科
教
授

牧
田
茂

埼
玉
医
科
大
学
国
際
医
療
セ
ン
タ
ー

心
臓
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
科
教
授

氏
名

所
属
及
び
職
名
（
当
時
）

○
伊
藤
利
之

横
浜
市
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
事
業
団
顧
問

岩
谷
力

国
際
医
療
福
祉
大
学
大
学
院
副
大
学
院
長

◎
江
藤
文
夫

国
立
障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
総
長

中
村
耕
三

国
立
障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
自
立
支
援
局
長

龍
順
之
助

日
本
大
学
名
誉
教
授
、
総
合
東
京
病
院
顧
問

織
田
弘
美

埼
玉
医
科
大
学
整
形
外
科
教
授

吉
永
勝
訓

千
葉
県
千
葉
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
セ
ン
タ
ー
長

人
工
関
節
等
の
障
害
認
定
の
評
価
に
関
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
構
成
員
名
簿

ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
の
障
害
認
定
の
評
価
に
関
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
構
成
員
名
簿

◎
：
座
長
○
：
座
長
代
理

◎
：
座
長
○
：
座
長
代
理
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ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
開
催
状
況
及
び
見
直
し
案
の
内
容
に
つ
い
て

【
人
工
関
節
等
の
障
害
認
定
の
評
価
に
関
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
】

平
成
２
４
年
１
１
月
２
８
日
開
催

（
見
直
し
案
の
主
な
内
容
）

○
人
工
関
節
等
の
置
換
術
後
の
障
害
の
状
態
（
関
節
可
動
域
等
）
を
評
価
し
、

・
股
関
節
、
膝
関
節
に
つ
い
て
は
、
４
級
、
５
級
、
７
級
、
非
該
当
の
い
ず
れ
か
に

・
足
関
節
に
つ
い
て
は
、
５
級
、
６
級
、
７
級
、
非
該
当
の
い
ず
れ
か
に

認
定
を
行
う
。

・
制
度
改
正
後
、
新
た
に
申
請
す
る
者
に
対
し
て
適
用
す
る
。

【
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
の
障
害
認
定
の
評
価
に
関
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
】

第
１
回

平
成
２
５
年
６
月
１
７
日
開
催

第
２
回

平
成
２
５
年
８
月
１
９
日
開
催

第
３
回

平
成
２
５
年
９
月
１
３
日
開
催

（
見
直
し
案
の
主
な
内
容
：
詳
細
は
次
頁
参
照
）

○
心
臓
機
能
を
維
持
す
る
た
め
の
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
や
体
内
植
え
込
み
型
除
細
動
器
へ
の
依
存
度
、
日
常
生
活

活
動
の
制
限
の
程
度
を
勘
案
し
て
１
級
、
３
級
又
は
４
級
の
認
定
を
行
う
。

○
一
定
期
間
（
３
年
）
以
内
に
再
認
定
を
行
う
こ
と
を
原
則
と
す
る
。

○
先
天
性
疾
患
に
よ
り
装
着
し
た
も
の
及
び
人
工
弁
移
植
・
弁
置
換
に
つ
い
て
は
、
従
来
ど
お
り
１
級
と
す
る
。

○
再
認
定
の
徹
底
を
図
る
た
め
、
診
査
年
月
を
手
帳
に
も
記
載
す
る
。
（
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
以
外
の
再
認
定
に
も
適
用
）

○
制
度
改
正
後
、
新
た
に
申
請
す
る
者
に
対
し
て
適
用
す
る
。
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心
臓
機
能
障
害
の
認
定
基
準
（
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
植
え
込
み
者
）
の
見
直
し
案
の
具
体
的
内
容
に
つ
い
て

○
再
認
定
の
徹
底
に
つ
い
て

○
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
の
植
え
込
み
者
に
つ
い
て
は
、
日
常
生
活
活
動
の
制
限
の
程
度
が
改
善
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
３
年
以
内

に
再
認
定
を
行
う
こ
と
を
原
則
と
す
る
が
、
そ
の
徹
底
を
図
る
た
め
、
身
体
障
害
者
手
帳
を
交
付
す
る
際
、
診
査
を
実
施
す
る
年
月
を
身
体
障
害

者
手
帳
に
も
記
載
す
る
こ
と
と
す
る
。

○
上
記
の
取
扱
い
（
手
帳
へ
の
記
載
）は
、
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
に
係
る
再
認
定
の
場
合
に
限
ら
ず
、
す
べ
て
の
再
認
定
に
適
用
す
る
。

○
等
級
の
基
準
に
つ
い
て

《
植
え
込
み
直
後
》

（
１
級
）
心
臓
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
自
己
の
身
辺
の
日
常
生
活
活
動
が
極
度
に
制
限
さ
れ
る
も
の

【
解
釈
】
・
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
へ
の
依
存
が
絶
対
的
な
も
の
※
１

・
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
へ
の
依
存
が
相
対
的
な
も
の
※
２
で
あ
っ
て
、
メ
ッ
ツ
※
３
の
値
が
２
未
満
の
も
の

※
１
日
本
循
環
器
学
会
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
お
け
る
エ
ビ
デ
ン
ス
と
推
奨
度
の
グ
レ
ー
ド
が
ク
ラ
ス
Ⅰ
に
相
当
す
る
状
態
に
対
し
て
植
え
込
み
し
た
場
合

※
２
同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
ク
ラ
ス
Ⅱ
以
下
の
状
態
に
対
し
て
、
植
え
込
み
を
行
っ
た
場
合

※
３
メ
ッ
ツ
：
身
体
能
力
活
動
を
示
す
値
（
運
動
時
の
酸
素
消
費
量
が
、
安
静
時
の
何
倍
に
相
当
す
る
か
を
示
す
運
動
強
度
の
単
位
）

（
３
級
）
心
臓
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
家
庭
内
で
の
日
常
生
活
活
動
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
も
の

【
解
釈
】
・
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
へ
の
依
存
が
相
対
的
な
も
の
で
あ
っ
て
、
メ
ッ
ツ
の
値
が
２
以
上
４
未
満
の
も
の

（
４
級
）
心
臓
機
能
の
障
害
に
よ
り
社
会
で
の
日
常
生
活
活
動
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
も
の

【
解
釈
】
・
ペ
ー
ス
メ
ー
カ
等
へ
の
依
存
が
相
対
的
な
も
の
で
あ
っ
て
、
メ
ッ
ツ
の
値
が
４
以
上
の
も
の

《
再
認
定
（
３
年
以
内
）
》

（
１
級
）
心
臓
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
自
己
の
身
辺
の
日
常
生
活
活
動
が
極
度
に
制
限
さ
れ
る
も
の

【
解
釈
】
メ
ッ
ツ
の
値
が
２
未
満
の
も
の

（
３
級
）
心
臓
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
家
庭
内
で
の
日
常
生
活
活
動
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
も
の

【
解
釈
】
メ
ッ
ツ
の
値
が
２
以
上
４
未
満
の
も
の

（
４
級
）
心
臓
機
能
の
障
害
に
よ
り
社
会
で
の
日
常
生
活
活
動
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
も
の

【
解
釈
】
メ
ッ
ツ
の
値
が
４
以
上
の
も
の
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○
「
不
整
脈
の
非
薬
物
治
療
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

(2
01

1年
改
訂
版

) 」
（
日
本
循
環
器
学
会
）
の
エ
ビ
デ
ン
ス
と
推
奨
度
の
グ
レ
ー
ド

（
１
）
ク
ラ
ス
Ⅰ
：
有
益
で
あ
る
と
い
う
根
拠
が
あ
り
、
適
応
で
あ
る
こ
と
が
一
般
に
同
意
さ
れ
て
い
る

（
２
）
ク
ラ
ス
Ⅱ
ａ
：有
益
で
あ
る
と
い
う
意
見
が
多
い
も
の

（
３
）
ク
ラ
ス
Ⅱ
ｂ
：有
益
で
あ
る
と
い
う
意
見
が
少
な
い
も
の

（
４
）
ク
ラ
ス
Ⅲ
：
有
益
で
な
い
ま
た
は
有
害
で
あ
り
、
適
応
で
な
い
こ
と
で
意
見
が
一
致
し
て
い
る

○
メ
ッ
ツ
：
Ｍ
Ｅ
Ｔ
ｓ
（
Ｍ
ｅ
ｔａ
ｂ
ｏ
ｌｉｃ
Ｅ
ｑ
ｕ
ｉｖ
ａ
ｌｅ
ｎ
ｔｓ
）

運
動
時
の
酸
素
消
費
量
が
、
安
静
時
の
何
倍
に
相
当
す
る
か
を
示
す
運
動
強
度
の
単
位

例
２
メ
ッ
ツ
未
満
：
ベ
ッ
ト
等
で
安
静
が
必
要
な
状
態

２
メ
ッ
ツ
以
上
４
メ
ッ
ツ
未
満
：
平
地
歩
行
が
で
き
る
状
態

４
メ
ッ
ツ
以
上
：
早
歩
き
や
坂
道
歩
き
が
で
き
る
状
態

（
参
考
）

○
認
定
に
当
た
っ
て
の
留
意
事
項
（
別
途
課
長
通
知
）

○
植
え
込
み
か
ら
３
年
以
内
や
３
年
後
の
再
認
定
の
後
、
手
帳
交
付
者
か
ら
状
態
が
変
動
し
た
こ
と
に
よ
る
再
交
付
の
申
請
が
あ
り
、

障
害
程
度
の
変
化
が
認
め
ら
れ
た
場
合
は
、
手
帳
の
再
交
付
を
行
う
こ
と
。

そ
の
際
に
は
、
①
３
年
以
内
で
あ
れ
ば
植
え
込
み
時
の
基
準

②
３
年
後
で
あ
れ
ば
再
認
定
の
基
準
を
適
用
す
る
。

○
身
体
活
動
能
力
（
メ
ッ
ツ
）の
値
に
つ
い
て
、
症
状
が
変
化
（重
く
な
っ
た
り
軽
く
な
っ
た
り
）
す
る
場
合
は
、
症
状
が
よ
り
重
度
状
態

（
一
番
低
い
値
）
を
採
用
す
る
。

○
先
天
性
疾
患
の
定
義
に
つ
い
て
は
、
１
８
歳
未
満
で
心
疾
患
を
発
症
し
た
も
の
と
す
る
。

○
植
込
み
型
除
細
動
器
（
ＩＣ
Ｄ
）を
植
え
込
ん
だ
者
で
あ
っ
て
３
級
又
は
４
級
の
認
定
を
受
け
た
者
で
あ
っ
て
も
、
手
帳
交
付
後
に
ＩＣ
Ｄ
が

作
動
し
、
再
交
付
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
は
、
１
級
と
認
定
す
る
。
た
だ
し
、
再
交
付
か
ら
３
年
以
内
に
再
認
定
を
行
う
こ
と
。
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公益財団法人 日本医療機能評価機構
このマークは

産科医療補償制度の
シンボルマークです

産科医療補償制度の申請期限は

満５歳の誕生日までです

産科医療補償制度は
重度脳性まひのお子様とご家族を支援する制度です

●補償の対象と認定されると、補償金が支払われるとともに、脳性まひ発症の原因分析が行われます。
●詳細については、出産した分娩機関または下記お問い合わせ先までご相談ください。

在胎週数33週以上で出生体重2,000g以上、または在胎週数28週以上で所定の要件

身体障害者手帳１・２級相当の脳性まひ

先天性や新生児期の要因によらない脳性まひ

●平成２１年１月１日以降に出生したお子様で、次の基準をすべて満たす場合、補償の対象となります。

補償対象

※生後６ヶ月未満で亡くなられた場合は、補償の対象となりません。

※なお、03-5800-2231でもおかけいただくことができます。

お問い合わせ先

産科医療補償制度専用コールセンター 産科医療補償制度ホームページ
http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/0120-330637 受付時間：午前９時～午後５時（土日祝除く）
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補償対象の基準の詳細や、申請にかかる具体的な手続きなどについては、出産した分娩機関または下記お問い合わせ先までご連絡ください。

産科医療補償制度専用コールセンター

    0120-330637 受付時間：午前9時～午後5時（土日祝除く）

分娩に関連して発症した重度脳性まひのお子様とご家族の経済的負担を速やかに補償するとともに、
原因分析を行い、同じような事例の再発防止に資する情報を提供することなどにより、紛争の防止・早期
解決および産科医療の質の向上を図ることを目的としています。

■ 補償
● 補償金は、一時金と分割金をあわせ総額3,000万円が支払われます。

■ 原因分析・再発防止
● 医学的観点から原因分析を行い、報告書を保護者と分娩機関へ送付します。

● 原因分析された複数の事例をもとに再発防止に関する報告書を作成し、分娩機関や関係学
会、行政機関等に提供します。

産科医療補償制度とは

● 補償対象の認定は、本制度専用の診断書および診断基準によって行います。
身体障害者手帳の認定基準で認定するものではありません。

● 先天性や新生児期の要因に該当する疾患等が重度の運動障害の主な原因であることが明らかで
ない場合は、補償の対象となります。

補償対象について

このマークは
産科医療補償制度の
シンボルマークです

お問い合わせ先

申請できる期間は、お子様の満1歳の誕生日から満5歳の誕生日までです。
※例として、平成21年1月1日生まれのお子様は、平成26年1月1日が申請期限となります。

申請期間について

A402（2）13.07（改） 6000

※なお、03-5800-2231でもおかけいただくことができます。

産科医療補償制度ホームページ
http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/
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９ 障害年金の請求について 

 

 

（１） 障害者手帳を有している者の中には、本来、障害年金を受給できるにも 

関わらず、障害年金の請求を行っていない者も含まれている可能性もあるの 

ではないかとの問題提起から、これらの者の実態を明らかにするとともに、 

障害年金を受給していない者について、その原因を把握することで、今後の 

障害年金の請求漏れを防止のための施策に活用することを目的に障害年金 

に係るサンプル調査を行った。 

 

①  調査方法等 

ア 平成 22 年 2 月、各都道府県・指定都市・中核市に、保有する障害者手 

帳交付管理台帳に係る任意のサンプル情報の提供を依頼した。（注１） 

（注１） サンプル情報は、全国の居住ブロック、市区町村の人口規模、年齢、等級、

傷病ができるだけ均等になるように（障害保健福祉部の身体障害児・者実

態調査と同じ抽出方法）、約１万人の対象者の選定と情報提供を依頼し、75

自治体から、6,679 人の障害者手帳を保有する個人情報の提供があった。 

 

イ 各自治体から提供を受けた障害者手帳保持者のデータを日本年金機構

における年金受給者情報と突合し、障害年金を受給していない障害者手

帳所持者 335 人を抽出。（注２） 

(注２) 次のような方（6,344 人）は調査の対象外とした 

・６５歳以上 

・障害年金の受給者となっている 

・身体障害者手帳４級から６級（障害程度が明らかに非該当のもの）  

・提供のあった情報では個人が特定できない など 

 

ウ イで抽出した 335 人に対し、「障害年金を受給していない理由」を尋ね

るアンケート調査を実施（23 年 11 月～24 年 2 月）。 

 

②  調査結果 

    335 人中、295 人から回答。（複数回答可） 

○障害の程度が年金の基準外等（受給権がなかった）  143 件（48％） 

○障害年金の制度を知らなかった           58 件（19％） 

○障害年金に該当しないと思った           41 件（13％） 

○手続き方法がわからなかった            15 件（ 5％） 

○他制度を受給                   12 件（ 4％） 

○よくわからない                  41 件（13％） 

○その他                       1 件（ 1％） 
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（２） 以上のアンケート調査で「障害年金の制度を知らなかった（１９％）」、「手 

続き方法がわからなかった（５％）」との回答があったことから、都道府県 

や市区町村の障害保健福祉担当窓口等におかれては日本年金機構が作成す 

るリーフレット・パンフレットを活用いただいて、以下のような方法で障害 

年金制度の周知にご協力をいただくよう、よろしくご対応願いたい。 

 

① 障害者手帳と同じ大きさのリーフレットを手帳交付時に手帳に挟んで配

布していただく。 

② 「障害年金請求のご案内」のパンフレットを既に置いていただいている窓

口のほか、保健所、精神保健福祉センターも含め、パンフレットを配置して

いただく。 

③ 障害支援事業所（基幹相談支援センターを含む。）において、障害者から

の相談時に障害年金のパンフレットを活用して障害年金を周知し、年金事務

所等の障害年金の相談窓口を案内していただく。 

④ 知的・精神障害者の障害福祉サービス申請窓口や自立支援医療の申請窓口

においてもパンフレットを配置していただく。 

⑤ 自治体の広報誌に記事を掲載していただく。 
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１０ 第４期障害福祉計画に向けたスケジュールについて 

 

 

 平成 27 年度からの第４期障害福祉計画に係る国の基本指針について、今年

度内に障害者総合支援法の平成 26 年度施行分の内容等を含めた改正を行うこ

とを予定している。なお、改正にあたっては、社会保障審議会障害者部会に諮

ることとしている。 

  また、市町村における「障害者等の心身の状況等の調査」の方法や、市町村

及び都道府県における「障害福祉計画の定期的な調査、分析及び評価等」の内

容を整理したマニュアルについては、現在、事例を収集し分析を行っているた

め、完成次第、情報提供させていただきたい。 
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第４期障害福祉計画に係る国の基本指針 

の改正スケジュール 

 

○ 第４期障害福祉計画に係る国の基本指針の見直しについては、今後、

社会保障審議会障害者部会で御議論いただくこととしています。 

（現時点では、11 月 19 日、12 月 26 日に障害者部会を開催予定。） 

 

○ その後、２月～３月にかけて、基本指針案の作成、パブリックコメン

トの手続を行った上で、今年度内には基本指針を告示する予定です。

今後、スケジュールに変更が生じた場合には、随時情報提供いたしま

す。 

 

○ 各自治体において平成 26 年度早期から第４期障害福祉計画の作成に

向けた検討が開始できるよう、引き続き、基本指針の見直しに関する

情報の提供を行っていきます。 

 

 

追加資料１                             
10 第４期障害福祉計画に向けたスケジュールについて                                                                        

P137 ～ P138 の間に挿入 
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１１ 改正精神保健福祉法の施行について 

 

（１）改正精神保健福祉法の概要 

本年６月13日に「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正す

る法律」が成立し、同19日に公布された。 

今回の法律の目的は、精神障害者の地域生活への移行を促進するため、 

①精神障害者の医療に関する指針（大臣告示）を策定すること、 

②保護者制度を廃止すること、 

③医療保護入院における入院手続等の見直しを行うこと、 

④精神医療審査会に関する見直しを行うこと 

 等の所要の措置を講じることである。 

  同法は④の一部を除き、平成26年４月１日から施行されることとされており、

現在、施行事項の検討を進めている。 

 

（２）良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針案中

間まとめ【（１）①関係】 

  改正精神保健福祉法で新たに厚生労働大臣が策定することとされた「良質か

つ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」の内容につい

ては、現在、有識者、関係者で構成する「精神障害者に対する医療の提供を確

保するための指針等に関する検討会」（以下「検討会」という。）において議論

されているところであり、特に精神病床の機能分化に関する事項を中心に、10

月11日に中間まとめが行われた。 

  検討会において年内に指針案をとりまとめ、社会保障審議会障害者部会の議

論も踏まえ、年度内に告示することを予定している。 

 

（３）医療保護入院における家族等の同意に関する運用の考え方【（１）②③関

係】 

  改正精神保健福祉法で保護者制度を廃止したことに伴い、医療保護入院の要

件を精神保健指定医１名の判定と保護者の同意から、精神保健指定医１名の判

定と家族等の同意に改めることとしている。 

  家族等の同意に関する運用の在り方については、関係者に様々な御議論があ

ったことを踏まえ、その考え方を通知で示すことを検討している。 

 

（４）医療保護入院者に対する退院促進の措置について【（１）③関係】 

  改正精神保健福祉法で新たに精神科病院の管理者に義務として課される医

療保護入院者に対する退院促進の措置の具体的な内容については、現在、事務

的な検討を進めているところであり、おおむね以下の内容とすることを検討し

ている。 
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１．退院後生活環境相談員 

（ⅰ）退院後生活環境相談員となる者の資格 

  ①精神保健福祉士 

②看護職員（保健師を含む。）、作業療法士、社会福祉士であって精神障害者

に関する業務に従事した経験を有する者 

③精神障害者及びその家族等との退院後の生活環境に関する相談及び指導

について３年の経験を有する者で、厚生労働省が指定する研修を受けた者

（研修の受講については経過措置を規定） 

 （ⅱ）選任時期 

  当該医療保護入院者の入院から７日以内に選任 

 （ⅲ）配置・業務 

退院後生活環境相談員の配置数の目安及び業務の概要について、通知で規定

（詳細は現在検討中） 

 （ⅳ）その他 

  医療保護入院から任意入院に切り替わった者についてもできる限り地域生

活に移行するまでの間は引き続き相談・指導を行うことが望ましいことを通知

で規定 

 

２．地域援助事業者 

 （ⅰ）地域援助事業者の範囲 

  ①一般相談支援事業者及び特定相談支援事業者（相談支援専門員の配置され

る事業者） 

②居宅介護支援事業者等（介護支援専門員の配置される事業者） 

 （ⅱ）紹介の方法 

   書面の交付その他適切な方法で紹介 

 

３．医療保護入院者退院支援委員会（仮称） 

 （ⅰ）審議事項 

   ・「推定される入院期間」を超えて継続して入院する必要性の有無 

   ・引き続き入院が必要な場合の「推定される入院期間」 

   ・退院に向けた取組 

（ⅱ）医療保護入院者退院支援委員会（仮称）の対象者 

  ・入院後１年を経過するまで（定期病状報告を出すまで）の医療保護入院者

であって、入院届に記載された「推定される入院期間」又は医療保護入院

者退院支援委員会で設定された「推定される入院期間」を終える者 

・入院後１年以上経過している医療保護入院者であって、病院の管理者が委

員会での審議が必要と認める者 

※ 平成26年３月31日以前の入院者については、病院の管理者が審議が必要

と認める者を対象とする経過措置を規定。 
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 （ⅲ）開催時期 

   医療保護入院者について、「推定される入院期間」を超える前又は超えた

後速やか（＝概ね２週間以内）に、当該者について委員会で審査を行う。 

 （ⅳ）参加者 

  【参加を必須とする者】 

・主治医（主治医が精神保健指定医でない場合は、主治医以外の精神保健

指定医） 

・（担当）看護師 

・退院後生活環境相談員 

・その他院内の当該医療保護入院者の診療に関わる者であって病院の管理

者が参加が必要と認める者 

【本人の希望等に応じ参加とする者】 

・医療保護入院者本人 

・医療保護入院者の家族等 

・地域援助事業者その他退院後の生活環境に関わる者（文書の提出も可） 

（ⅴ）審議内容の記録 

 ・医療保護入院者退院支援委員会の記録を綴った帳簿を作成 

 ・医療保護入院者の診療録に医療保護入院者退院支援委員会の開催日を記

載 

  

（５）精神医療審査会の効率化【（１）④関係】 

   法改正による医療保護入院の見直しに伴い、退院請求等の増加も想定され

ることから、精神医療審査会の審査の効率化のため、精神医療審査会運営マ

ニュアルの見直しに向けた検討を行っている。 
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入
院
中
の
処
遇
、
退
院
等
に
関
す
る
精
神
障
害
者
の
意
思
決
定
及
び
意
思
の
表
明
の
支
援
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を

加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

1

１
．
概
要

２
．
施
行
期
日

３
．
検
討
規
定

精
神
障
害
者
の
地
域
生
活
へ
の
移
行
を
促
進
す
る
た
め
、
精
神
障
害
者
の
医
療
に
関
す
る
指
針
（
大
臣
告
示
）
の

策
定
、
保
護
者
制
度
の
廃
止
、
医
療
保
護
入
院
に
お
け
る
入
院
手
続
等
の
見
直
し
等
を
行
う
。

143



良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針案中間
まとめについて 
 

○入院医療中心の精神医療から地域生活を支えるための精神医療の実現に向け、精神障害者

に対する保健医療福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向性を定める指針として策

定予定。９月までの５回の議論を基に、主に以下の内容で中間まとめ。 

 

１．精神病床の機能分化に関する事項 

○精神病床の機能分化に当たっては、それぞれの病床の機能に応じて退院促進に取り組む。 

○急性期の患者に手厚い医療を提供するため、医師、看護職員は一般病床と同等の配置を目

指す。 

○在院期間が１年を超えないうちに退院できるよう、多職種による質の高いチーム医療を提

供し、退院支援等の取組を推進する。 

○１年を超える長期在院者の地域移行を推進するため、多職種による退院促進に向けた取組

を推進する。 

 

２．精神障害者の居宅等における保健医療サービス及び福祉サービスの提供に関する事項 

○外来・デイケア等での適切な医療を受けながら地域で生活できるよう、外来医療体制の整

備及び充実並びに地域医療連携を推進する。 

○治療中断者等が地域で生活するために必要な医療を受けられるようアウトリーチ（多職種

チームによる訪問支援）を推進する。 

○在宅の精神障害者の症状の急な増悪等に対応できるよう２４時間３６５日対応できる医

療体制の確保や身体疾患を合併する精神疾患患者の受入体制の確保等により、精神科救急

医療体制を整備する。 

○精神科外来等で必要と認められた身体疾患に対する医療について適切に提供できるよう、

一般の医療機関との連携を強化する。 

○保健所や精神保健福祉センター等における相談や訪問支援を通して、早期に必要な医療に

適切にアクセスできる体制の整備と関係機関の連携を進める。 

○障害福祉サービス事業を行う者等と医療機関との連携を推進するとともに、居住支援に関

する施策を推進する。 

 

３．医療従事者と精神障害者の保健福祉に関する専門的知識を有する者との連携に関する事項 

○精神科医療の質の向上、退院支援、生活支援のため、多職種との適切な連携を確保する。 

○チームで保健医療福祉を担う専門職種その他の精神障害者を支援する人材の育成と質の

向上を推進する。 

 

４．その他良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供の確保に関する重要事項 

○保健所の有する機能を最大限有効に活用するための方策を、市町村等の他の関係機関の在

り方も含めて検討し、当該検討に基づく方策を推進する。 

○非自発的入院の場合においても行動の制限は最小の範囲とし、また、可能な限りインフォ

ームドコンセントに努める等精神障害者の人権に最大限配慮する。 

○自殺・うつ病、依存症等多様な精神疾患・患者像に対応した医療を提供する。 

○精神疾患の予防を図るため、国民の健康の保持増進等の健康づくりの一環として、心の健

康づくりを推進する。 
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良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針案中間まとめ 

 

（全体的な方向性） 

 ・精神障害者が、精神疾患を発症し、通院や入院、退院後等に、本人の状態や状況が変化

する中で、再発を予防しながら地域社会の一員として安心して生活していく権利の享有

を確保していくことが重要である。 

・精神障害者の社会復帰の促進及びその自立と社会経済活動への参加を促進し、精神障害

者が社会貢献できるよう精神障害者の障害の特性その他の心身の状態に応じた良質かつ

適切な精神障害者に対する医療の提供を確保する。 

・これを実現するため、入院医療中心の精神医療から地域生活を支えるための精神医療の

実現に向け、精神障害者に対する保健医療福祉に携わる全ての関係者（国、地方公共団

体、当事者、家族、医療機関、保健医療福祉サービスの従事者その他の精神障害者を支

援する者等）が目指すべき方向性を定める指針として本指針を策定する。 

・精神医療においても、インフォームドコンセントの理念に基づき、精神障害者本位の医

療を実現していくことが重要であるが、精神障害者の医療及び保護の観点から、本人の

同意なく入院が行われる場合においても、最大限人権に配慮した医療を提供する。 

 ・精神疾患の発生を予防し、精神障害者が早期に適切な医療を受けられるよう、精神障害

に関する知識の普及啓発や精神医療体制の整備を図るとともに、精神障害者が地域の一

員として安心して生活できるよう精神障害に対する理解の促進を図る。 

 ・ピアサポーターによる精神障害者同士の交流等の相互支援を促進するとともに、精神障

害者を身近で支える家族を支援し、精神障害者及びその家族が自立した関係を構築する

ことを促すための取組を推進する。 

 ・国及び地方公共団体は、連携を図りながら、必要な人材の確保と質の向上を推進すると

ともに、本指針を実現するために必要な措置等の環境整備に努め、医療機関、保健医療

福祉サービスの従事者その他の精神障害者を支援する者は、本指針に沿った医療の提供

を目指す。 

 

第一 精神病床の機能分化に関する事項 

一 基本的な方向性 

 ・精神医療のニーズの高まりに対応できるよう、精神科入院医療の質の向上のため、世

界的な潮流も踏まえつつ、我が国の状況に応じて、精神障害者の状態像や特性に応じ

た精神病床の機能分化を進める。 

 ・機能分化に当たっては、退院後の地域生活支援を強化するため、外来医療等の入院外

医療や多職種による訪問支援その他の保健医療サービス及び福祉サービスの充実を推

進する。 

・機能分化は段階的に行い、人材・財源を効率的に配分するとともに、地域移行を更に

進める。結果として、精神病床は減少する。 
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二 入院医療から地域生活への移行の推進 

 ・精神病床の機能分化に当たっては、それぞれの病床の機能に応じて、精神障害者が早

期に退院するための体制を確保し、多職種による患者の状況に応じた質の高いチーム

医療の提供等により退院促進に取り組む。 

 ・併せて、病院内で退院支援に関わる者は、必要な情報を提供した上で当事者の希望等

も踏まえながら、地域の相談支援専門員や介護支援専門員等と連携しつつ、精神障害

者が地域で生活するため、入院中からの働きかけや環境整備を推進する。 

  ・また、退院後の生活環境の整備状況等を踏まえつつ、入院前に診療を行っていた地域

の医療機関等とも連携をしながら、随時、精神障害者に対する入院医療の必要性につ

いて、検討する体制を整備する。 

 

三 急性期の患者に対して医療を提供するための機能 

 ・新たに入院する患者の早期退院を促進するため、急性期の患者に対し手厚く密度の高

い医療を提供するための機能を確保する。 

・当該機能の確保のため、精神科入院医療における医師及び看護職員は一般病床と同等

の配置を目指し、多職種による患者の状況に応じた質の高いチーム医療を提供し、退

院支援等の取組を推進する。 

・また、救急患者に対して適切な医療を提供できる体制の確保を推進する。 

 

四 入院期間が１年未満の患者に対して医療を提供するための機能 

 ・在院期間の長期化に伴い、社会復帰が難しくなる傾向があることを踏まえ、在院期間

が１年を超えないうちに退院できるよう、退院に向けた取組を行いつつ、必要な医療

を提供するための機能を確保する。 

・当該機能の確保のため、多職種による患者の状況に応じた質の高いチーム医療を提供

し、退院支援等の取組を推進する。 

 

五 重度かつ慢性の患者に対して医療を提供するための機能 

 ・重度かつ慢性の患者の定義を調査研究により十分に検討し、定義を踏まえてその特性

に応じた医療を提供するための機能を確保する。 

  

六 重度かつ慢性の患者以外の入院期間が１年を超える長期在院者に対して医療を提供す

るための機能 

 ・既に１年を超える入院をしている重度かつ慢性以外の長期在院者については、退院支

援や生活支援等を通じて地域移行を推進し、併せて、当該長期在院者の状態像に合わ

せた医療を提供するための機能を確保する。 

・当該機能の確保のため、多職種による退院支援等の退院促進に向けた取組を推進する。 

・また、これらの長期在院者に対しては、原則として行動の制限は行わないこととし、

外部の支援者との関係を作りやすい環境とすること、社会とのつながりを深められる
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ような開放的な環境を確保すること等により、地域生活に近い療養環境の確保を推進

する。 

 

 七 身体疾患を合併する精神障害者に対して医療を提供するための機能の在り方 

  ・身体疾患を合併する精神障害者に対して、身体疾患を優先して治療すべき場合や一般

病棟に入院している患者が精神症状を呈した場合等に、精神科リエゾンチーム等との

連携を図りつつ、身体疾患を一般病床で治療することのできる体制を確保する。 

  ・身体疾患を合併する精神障害者に対して、いわゆる総合病院精神科の機能の確保及び

充実も図りつつ、精神病床においても身体合併症に適切に対応できる体制を確保する。 

  

第二 精神障害者の居宅等における保健医療サービス及び福祉サービスの提供に関する事項 

一 基本的な方向性 

 ・精神障害者の地域生活への移行を促進するとともに、地域で安心して生活し続けるこ

とができるよう、地域の居住環境や生活環境の一層の整備やその主体性に応じた社会

参加を促進するための支援を提供するとともに、入院医療のみに頼らず、急性増悪等

の対応、外来医療の充実等を推進することにより精神障害者の状態やその家族の状況

に応じて、必要な時に必要な保健医療サービス及び福祉サービスをいつでも提供でき

る体制を確保する。 

 

二 外来・デイケア等の通院患者に対する医療の在り方 

  ・精神障害者が、外来・デイケア等での適切な医療を受けながら地域で生活できるよう、

病院及び診療所を含む外来医療体制の整備と充実並びに地域医療連携を推進する。 

・精神障害者が社会復帰するための生活能力等の向上のための専門的かつ効果的なデイ

ケア等を行える体制の確保を推進する。 

 

三 居宅における医療サービスの在り方 

  １ アウトリーチ（多職種チームによる訪問支援） 

  ・医師、看護職員、精神保健福祉士、作業療法士等によるアウトリーチ（多職種チーム

による訪問支援）を行うことのできる体制を病院及び診療所において整備し、受療が

必要であるにもかかわらず中断している者や長期入院後退院し病状が不安定な者等が

地域で生活するために必要な医療へのアクセスを確保する。 

２ 訪問看護 

・精神科訪問看護について、地域生活支援を強化するため、病院や診療所においては、

看護職員や精神保健福祉士等の多職種による連携を図るとともに、保健医療サービス

及び福祉サービスを担う職種と連携した支援を図る。 

 

四 精神科救急医療体制の整備 

  １ ２４時間３６５日対応できる医療体制の確保 
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・都道府県は、在宅の精神障害者の症状の急な増悪等に対応できるよう、各都道府県に

おいて、精神科病院と地域の精神科診療所の役割分担の下、地域の特性を活かしつつ、

２４時間対応できる精神科救急医療システムや相談窓口等の医療へアクセスするため

の体制を整備することを推進する。 

・精神科診療所の医師が、地域の特性を活かしつつ、病院群輪番型精神科救急医療施設

等への協力や、精神科診療所同士の輪番等により、夜間・休日における救急診療を行

う等、精神科診療所が救急に参画できる体制を推進する。 

２ 身体疾患を合併する精神疾患患者の受入体制の確保 

・身体疾患を合併する精神疾患患者への救急対応については、身体症状及び精神症状の

状態を評価した上で、治療を優先すべき症状に対応できる一般又は精神科の救急医療

機関が患者を受け入れるとともに、他方（精神科又は一般）の医療機関がその診療を

支援する体制を構築する。 

・都道府県は、精神科と一般の救急医療機関が円滑に連携できるよう精神科と一般の医

療機関の両方の関係者が参加する協議会の開催等の取組を推進する。 

・都道府県は、身体疾患を合併する精神疾患患者について、精神医療相談窓口や精神科

救急情報センターの整備等に加え、医療機関が速やかに受け入れられるよう、全医療

圏で身体疾患を合併する精神疾患患者の受入体制を確保する。 

・なお、精神科と身体疾患に対応する内科等の診療科の両方を有する医療機関による対

応モデルの充実のために、いわゆる総合病院精神科の機能の確保及び充実を推進する。 

３ 評価指標の導入 

・精神科救急医療機関について、個別医療機関ごとに他の機関との相互評価等を行い、

精神科救急医療機関の質の向上を推進する。 

 

五 一般医療機関との連携 

 ・精神科外来等において身体疾患に対する医療の提供の必要性が認められた場合には、

精神科と一般の医療機関が連携し、精神科と一般の医療機関の両方の関係者が参加す

る協議会の開催等の取組を推進する。 

 ・うつ病等の気分障害の患者や認知症の患者等は一般内科医等のかかりつけ医が最初に

診療する場合もあることから、うつ病等の気分障害の患者や認知症の患者等の早期発

見・早期治療のため、かかりつけ医等の診療技術等の向上に努め、また、かかりつけ

医と精神科の医療機関との連携を強化する。 

 

六 保健サービスの提供 

  ・保健所や精神保健福祉センター等における相談や訪問支援を通して、精神障害者が早

期に必要な医療に適切にアクセスできる体制の整備を推進するとともに、関係機関の

連携を進める。 

 

 七 福祉サービスの提供及びその他支援の活用 
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  ・精神障害者が地域で福祉サービスを受けながら適切な医療を受けられるよう、医療機

関と障害福祉サービス事業を行う者又は介護サービス事業を行う者等との連携を進め

る。 

・精神障害者が地域で生活するために必要なグループホーム及び賃貸住宅等の居住の場

の確保・充実や家賃債務保証制度の活用等の居住支援に関する施策を推進する。 

・精神障害者の病状等や家族の状況に応じ、短期入所による宿泊等の支援が受けられる

体制の整備を推進する。 

・その他地域相談支援、就労支援を含む日中活動支援、居住支援、ホームヘルパーの派

遣等による訪問支援等の様々なサービスを地域において提供できるような支援の体制

の整備を推進する。 

 

 

第三 精神障害者に対する医療の提供に当たっての医師、看護師その他の医療従事者と精神

保健福祉士その他の精神障害者の保健福祉に関する専門的知識を有する者との連携に関す

る事項 

一 基本的な方向性 

 ・精神障害者に対する医療の提供、地域移行のための退院支援及び地域で生活するため

の生活支援においては、多職種によるチーム医療を行うことが重要であることから、

多職種チームで連携して医療を提供できる体制を確保する。 

 ・精神障害者本人のための支援を行えるよう、多職種間の連携や異なる機関同士の連携

に当たっては、個人情報の保護に配慮しつつ、本人の意向を踏まえた支援を行う。 

 

二 精神障害者に対する入院医療における多職種連携の在り方 

 ・精神障害者に対する医療の質の向上のため、看護職員、精神保健福祉士、作業療法士

等の多職種との適切な連携を確保し、チーム医療を提供する。 

・入院早期から退院に向けた取組が行えるよう、早期退院を目指した取組を推進する。 

 ・精神障害者の退院支援等における多職種の連携に当たっては、精神障害者及びその家

族の支援や関係機関との連携を行うことを推進する。 

 

三 地域で生活する精神障害者に対する医療における多職種連携の在り方 

 ・外来・デイケア等においては、看護職員、精神保健福祉士、作業療法士、薬剤師、臨

床心理技術者等の多職種が連携し、患者の状態に応じた医療を提供するとともに、必

要な支援を行えるような体制の整備を推進する。 

・アウトリーチチームにおいては、受療中断者等に対し、病院や診療所の医師、看護職

員、作業療法士、精神保健福祉士、薬剤師、臨床心理技術者等の医療関係者を中心と

しつつ、必要に応じて、保健所等の保健師及び精神保健福祉相談員並びに障害福祉サ

ービスの相談支援専門員等を含む多職種と連携し、必要な医療を確保する。 
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四 人材の養成と確保 

  ・精神障害者に対する質の高い医療の提供、退院促進及び地域での生活の支援のため、

チームで保健医療福祉を担う専門職種その他の精神障害者を支援する人材の育成と質

の向上を推進する。 

  ・ピアサポーターが精神障害者やその家族の気持ちを理解し、支える支援者として支援

できるよう必要な研修等の取組を推進する。 

  ・医療関係者が多様な精神疾患に関する一定の知識・技術を持つことができるよう、各

専門職が精神科での研修を受けることを推進する等、精神疾患の正しい知識・技術の

普及啓発を推進する。 

  ・精神保健指定医へのニーズの増大や多様化等を踏まえ、精神保健指定医の人材の確保

及び効率的な活用並びに質の向上を推進する。 

 

 

第四 その他良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供の確保に関する重要事項 

一 関係行政機関等の役割 

  １ 都道府県・保健所 

  ・都道府県は、医療計画に基づき、障害福祉計画等の関連する方針等を踏まえながら、

必要な医療を提供できる体制を確保する。 

・精神障害者が適切な医療を受けることができるよう、精神障害者及びその家族からの

相談及び精神障害者に対する訪問支援並びに関係機関との調整等の保健所の有する機

能を最大限有効に活用するための方策を、市町村等の他の関係機関の在り方も含めて

検討し、当該検討に基づく方策を推進する。 

・保健所は、保健師や精神保健福祉相談員等の職員等による相談支援や訪問支援等を通

じ、精神障害者（未治療者を含む。）やその家族等に対して精神疾患に関する知識の普

及を図ることにより、治療の必要性を説明し、早期に適切な治療につなげることを目

指す。 

・特に重い精神症状を有する精神障害者に対しては、必要に応じて移送による医療保護

入院を検討し、調整する等、関係機関と連携して適切な医療を精神障害者に提供する。 

  ・措置入院患者については、積極的に支援に関与し、医療機関や障害福祉サービスの事

業者等の支援の調整を行う。 

  ２ 市町村 

  ・精神障害者に身近な機関として、精神保健に関する相談への対応に努め、また、障害

福祉サービスや介護サービスの必要な提供体制を確保するとともに、地域包括支援セ

ンターで高齢者の相談に対応する等、これらのサービスの利用に関する相談に対応す

る。 

３ 精神保健福祉センター 

・精神保健福祉センターは、精神保健の向上及び精神障害者の福祉の増進を図るための

総合技術センターとして、関係機関への技術指導及び技術援助、研修等による人材育
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成、専門的な相談並びに保健所等と協力した訪問支援等を行う。 

・精神疾患の患者像の多様化に伴い、アルコール及び薬物等の依存症並びに発達障害等

の専門的な相談に対応できるよう相談員の質の向上や体制の整備を推進する。 

４ 精神医療審査会 

・精神医療審査会は、精神障害者の人権に配慮しつつその適正な医療及び保護を確保す

るため、精神科病院に入院している精神障害者の処遇等について専門的かつ独立的な

機関として審査を行うことを推進する。 

 

 二 人権に配慮した精神医療の提供 

  ・精神障害者の医療及び保護の観点から、本人の同意なく入院が行われる場合において

も、行動の制限は最小の範囲とし、また、可能な限りインフォームドコンセントに努

める等、精神障害者の人権に最大限配慮し、その心身の状態に応じた医療を確保する。 

・急性期医療のニーズの増加に伴い、医療保護入院に係る診断等の患者の人権に配慮し

た判断を行う精神保健指定医が不足していること等を踏まえ、診療所の精神保健指定

医が積極的に精神保健指定医としての業務を行う体制の整備を推進する。 

 

三 多様な精神疾患・患者像への医療の提供 

  １ 児童・思春期精神疾患 

・子どもの心の診療（発達障害に係る診療を含む。）に対応できる体制作りを図る観点か

ら、都道府県の拠点病院を中心とした診療ネットワークの整備等を推進する。また、

児童・思春期精神疾患に関する医療を担う人材の確保を図る。 

２ 老年期精神障害等（若年性認知症を含む認知症等） 

・認知症を初めとする老年期精神障害等については、生活能力が低下しやすいことや服

薬による副作用が生じやすいこと等の高齢者の特性等を考慮しつつ、介護サービスと

も連携しながら、本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で生活し続けら

れるよう支援を行う。 

・認知症の行動・心理症状で入院が必要な場合でも、できる限り短い期間での退院を目

指すための体制の整備を推進し、適切な療養環境の確保を図る。 

・認知症については、まずは、早期診断・早期対応が重要であることから、鑑別診断や

専門医療相談等を行える医療機関（認知症疾患医療センター等）を整備する。 

３ 自殺・うつ病等 

・うつ病等の精神疾患は自殺の主な要因として挙げられることから、その多様な類型に

留意しつつ、自殺予防の観点からの精神医療の質の向上を図る。 

・また、自殺未遂者や自殺者遺族に対しては十分なケアを行うことが求められることか

ら、保健所や精神保健福祉センター等での相談及び自助グループによる相互支援等の

適切な支援につなげるとともに、自殺予防の観点から一般救急を担う医療機関と精神

科の医療機関との連携を図る。 

・医師、薬剤師等の連携の下、過量服薬防止を図るとともに、必要な受診勧奨を行う等
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適切な医療へのアクセスの向上の取組を進める。 

４ 依存症 

・アルコール、薬物等の依存症については、自助グループの取組の促進や家族への支援

等を通して、依存症者への支援を行うとともに、治療を行う医療機関が少ないことか

ら、依存症治療拠点機関の整備、重度依存症入院患者に対する医療提供体制の確保等、

適切な依存症の治療が行える体制の整備を推進する。 

５ てんかん 

・てんかん患者は、適切な診断、手術や服薬等の治療により、症状を抑え、治癒できる

場合もあり、社会で活動しながら生活を送ることができる場合も多いことから、適切

な服薬等を行えるよう正しい知識や理解を得るための普及啓発を推進する。 

・また、てんかん治療を行える医療機関同士の連携を図るため、専門的な治療を行える

体制を整備し、てんかんに対する診療ネットワークを整備する。 

６ 高次脳機能障害 

・高次脳機能障害の患者に対する支援の在り方は様々であることから、支援拠点機関に

おいて専門的な相談支援を行うとともに、高次脳機能障害支援に関する普及啓発を推

進する。 

７ 摂食障害 

・摂食障害は、適切な治療と支援により回復が可能な疾患である一方、専門とする医療

機関が少ないことから、摂食障害の患者に対する治療や支援方法の確立を行うための

体制を整備する。 

・また、摂食障害は、その疾病の特性上、身体合併症状があり、生命の危険を伴うこと

があることから、摂食障害患者に対して身体合併症の治療や栄養管理等を行いながら

精神科医療を提供できる体制の整備を推進する。 

８ その他の必要な医療 

（１）災害医療 

・平時から情報連携体制の構築に努め、災害発生時には早期に被災地域で精神科医療及

び精神保健活動の支援を効率的に行える体制を確保する。 

・大規模災害が発生した場合には、被災の状況に応じて中長期的に被災者の精神・心理

的ケアを行うための体制を整備する。 

（２）心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対する医療 

・心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対する指定医療機関における医療が

最新の司法精神医学の知見を踏まえた専門的なものとなるよう、その水準の向上を推

進する。 

 

四 精神医療の標準化 

 ・精神疾患の特性を踏まえ、多様な疾患や患者像に対応するためのガイドラインの整備

等を通じた診療の在り方の標準化を図る。 

・向精神薬は依存を生じやすく、過量服薬が生じやすいことを踏まえ、適正な向精神薬
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の処方の在り方を確立する。 

 ・また、認知行動療法等の薬物療法以外の療法の普及を図る。 

 ・難治性患者に対して適切な診断の下、地域の医療機関と連携しつつ、高度な医療を提

供する等の先進的な医療の普及を進める。 

 

五 精神保健医療福祉に関する知識の普及啓発 

 ・社会生活環境の複雑化等に伴う国民各層のストレスの増大に鑑み、精神疾患の予防を

図るため、国民の健康の保持増進等の健康づくりの一環として、心の健康づくりを推

進する。 

・精神疾患の早期発見を促進し、また、精神障害者が必要な保健医療サービス及び福祉

サービスの提供を受け、その疾患について理解を得ながら地域の一員として安心して

生活することができるよう、学校、企業及び地域社会と連携しながら精神保健医療福

祉に関する知識の普及啓発を推進する。 

 

六 精神医療に関する研究の推進 

 ・精神疾患の治療に有効な薬剤の開発の推進を図るとともに、薬物治療以外の治療法の

研究を推進する。 

・脳科学、ゲノム科学、情報科学等の進歩を踏まえ、精神疾患の病態の解明、バイオマ

ーカーの確立を含む早期診断と予防の方法及び革新的治療法の開発に向けた研究等を

推進する。 

 

七 他の指針等との関係の整理 

・この指針に基づく具体的な施策を定めるに当たっては、医療計画、障害福祉計画、介

護保険事業（支援）計画等各分野の方針等に配慮して定めることとする。 

 

 八 推進体制 

  ・本指針は、告示から５年を目途として必要な見直しを行うこととする。 
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医療保護入院における家族等の同意に関する運用の考え方（骨子案） 
 
 
（改正の内容） 
１．今回の法律改正においては、保護者制度の廃止に伴い、医療保

護入院について精神保健指定医１名の診断とともに、家族等（配

偶者、親権者、扶養義務者、後見人又は保佐人をいう。以下同じ。）

のうちいずれかの者の同意を必要とすることとした。（法第 33条
第 1項及び第２項） 

 
（改正の趣旨） 
２．当該改正の趣旨は、適切な入院医療へのアクセスを確保しつつ、

医療保護入院における精神障害者の家族等に対する十分な説明と

その合意の確保、精神障害者の権利擁護等を図るものである。 
 
（医療保護入院の厳格な適用） 
３．なお、医療保護入院は、本人の同意を得ることなく入院させる

制度であることから、その運用には格別の慎重さが求められる。

本人の同意が求められる状態である場合には、可能な限り、本人

に対して入院医療の必要性等について十分な説明を行い、その同

意を得て、任意入院となるように努めなければならない。 
 
（家族等の同意の原則的な運用） 
４．医療保護入院においては、その診察の際に付き添う家族等が、

通例、当該精神障害者を身近で支える家族等であると考えられる

ことから、精神科病院の管理者（以下「管理者」という。）は、原

則として、診察の際に患者に付き添う家族等に対して入院医療の

必要性等について十分な説明を行い、当該家族等から同意を得る

ことが適当である。 
 
５．管理者が家族等の同意を得る際には、当該家族等の氏名、続柄

等を書面で申告させ確認する。その際には、可能な範囲で運転免

許証や保険証等の提示による本人確認を行うことが望ましい。家

族等の同意に関する書面の様式例を参考まで添付する。 
 
６．管理者が家族等の同意を得る際に、後見人又は保佐人の存在を

把握した場合には、これらの者の同意に関する判断を確認するこ

とが望ましい。 

154



７．また、管理者が当該精神障害者が未成年である場合の親権者か

ら同意を得る際には、民法第 818条第３項の規定にしたがって、
原則として父母双方の同意を要するものとする。 

 
（医療保護入院時に家族等の間の意見が一致していない場合） 
８．精神障害者に対する医療やその後の社会復帰には家族等の理解

と協力が重要であることを踏まえると、医療保護入院はより多く

の家族等の同意の下で行われることが望ましい。 
このため、管理者が医療保護入院の同意についての家族等の間の

判断の不一致を把握した場合においては、可能な限り、家族等の間

の意見の調整が図られることが望ましく、管理者は必要に応じて家

族等に対して医療保護入院の必要性等について説明することが望

ましい。 
 
９．管理者が家族等の間の判断の不一致を把握した場合であって、

後見人又は保佐人の存在を把握し、これらの者が同意に反対して

いるときには、その意見は十分に配慮されるべきものと解する。 
 
10．また、管理者が家族等の間の判断の不一致を把握した場合にお
いて、親権を行う者の同意に関する判断は、親権の趣旨に鑑みれ

ば、特段の事情があると認める場合を除き、その判断は尊重され

るべきものと解する。 
 
（医療保護入院後における入院に反対する家族等への対応） 
11．医療保護入院後に管理者が当該入院に反対の意思を有する家族
等（医療保護入院の同意を行った家族等であって、入院後に入院

に反対することとなったものを含む。）の存在を把握した場合には、

当該家族等に対して入院医療の必要性や手続の適法性等について

説明することが望まれる。その上で、当該家族等が依然として反

対の意思を有するときは、管理者は、都道府県知事（精神医療審

査会）に対する退院請求を行うことができる旨を教示する。 
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様式 

同  意  書 

 

１．医療保護入院の同意の対象となる精神障害者本人 

住  所 

 

〒 

フリガナ  

氏  名  

生年月日 昭和・平成  年  月  日 

職  業  

 

２．医療保護入院の同意者の申告事項 

住  所 

 

〒 〒 

フリガナ   

氏  名   

生年月日 昭和・平成   年   月   日 昭和・平成    年    月    日 

本人との関係  

１ 配偶者 ２ 父母（親権者で ある・ない）３ 祖父母等 ４ 子・孫等 ５ 兄弟姉妹  

６ 後見人又は保佐人 ７ 家庭裁判所が選任した扶養義務者（              ） 

（選任年月日 昭和・平成  年  月  日） 

なお、以下のいずれにも該当しないことを申し添えます。 

①本人と訴訟をした者及びその配偶者・直系血族、②家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人、

補助人、③成年被後見人・被保佐人、④未成年者 

   ※親権者が両親の場合は、両親とも署名の上記載して下さい。 

 

   以上について、事実と相違ないことを確認した上で、１の者を貴病院に入院させることに同意し

ます。 

 

病院管理者 殿 

                                           年   月   日  

                         ○○ ○○ ○印  

                         ○○ ○○ ○印  

 

案 
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改正精神保健福祉法の施行事項（検討中の案） ①退院後生活環境相談員

（医療保護入院者の退院による地域における生活への移行を促進するための措置）
第三十三条の四 医療保護入院者を入院させている精神科病院の管理者は、精神保健福祉士その他厚生労働省
令で定める資格を有する者のうちから、厚生労働省令で定めるところにより、退院後生活環境相談員を選任
し、その者に医療保護入院者の退院後の生活環境に関し、医療保護入院者及びその家族等からの相談に応じ
させ、及びこれらの者を指導させなければならない。

（１）退院後生活環境相談員となる者の資格

①精神保健福祉士
②看護職員（保健師を含む。）、作業療法士、社会福祉士であって精神障害者に関する業務に従事した
経験を有する者
③精神障害者及びその家族等との退院後の生活環境に関する相談及び指導について３年の経験を
有する者で、厚生労働省が指定する研修を受けた者（研修の受講については経過措置を規定）

（２）選任時期

当該医療保護入院者の入院から７日以内に選任

（３）配置・業務

退院後生活環境相談員の配置数の目安及び業務の概要について、通知で規定（詳細は現在検討中）

（４）その他

医療保護入院から任意入院に切り替わった者についてもできる限り地域生活に移行するまでの間は
引き続き相談・指導を行うことが望ましいことを通知で規定

改正精神保健福祉法の施行事項（検討中の案） ②地域援助事業者

第三十三条の五 医療保護入院者を入院させている精神科病院の管理者は、医療保護入院者又はその家族等か
ら求めがあつた場合その他医療保護入院者の退院による地域における生活への移行を促進するために必要が
あると認められる場合には、これらの者に対して、厚生労働省令で定めるところにより、一般相談支援事業
若しくは障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第五条第十六項に規定する特定相談
支援事業（第四十九条第一項において「特定相談支援事業」という。）を行う者、介護保険法第八条第二十
三項に規定する居宅介護支援事業を行う者その他の地域の精神障害者の保健又は福祉に関する各般の問題に
つき精神障害者又はその家族等からの相談に応じ必要な情報の提供、助言その他の援助を行う事業を行うこ
とができると認められる者として厚生労働省令で定めるもの（次条において「地域援助事業者」という。）
を紹介するよう努めなければならない。

（１）地域援助事業者の範囲

①一般相談支援事業者及び特定相談支援事業者（相談支援専門員の配置される事業者）
②居宅介護支援事業者等（介護支援専門員の配置される事業者）

（２）紹介の方法

書面の交付その他適切な方法で紹介
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改正精神保健福祉法の施行事項（検討中の案） ③医療保護入院者退院支援委員会

第三十三条の六 精神科病院の管理者は、前二条に規定する措置のほか、厚生労働省令で定めるところにより、
必要に応じて地域援助事業者と連携を図りながら、医療保護入院者の退院による地域における生活への移行
を促進するために必要な体制の整備その他の当該精神科病院における医療保護入院者の退院による地域にお
ける生活への移行を促進するための措置を講じなければならない。

（２）医療保護入院者退院支援委員会（仮称）の対象者

・入院後１年を経過するまで（定期病状報告を出すまで）の医療保護入院者であって、入院届に記載
された「推定される入院期間」又は医療保護入院者退院支援委員会で設定された「推定される入院期
間」を終える者
・入院後１年以上経過している医療保護入院者であって、病院の管理者が委員会での審議が必要と
認める者
※ 経過措置として、平成２６年３月３１日以前の入院者については、病院の管理者が審議が必要と認
める者を対象とする。

（３）開催時期

医療保護入院者について、「推定される入院期間」を超える前又は超えた後速やか（＝概ね２週間以
内）に、当該者について委員会で審議を行う。

（１）審議事項

・「推定される入院期間」を超えて継続して入院する必要性の有無
・引き続き入院が必要な場合の「推定される入院期間」
・退院に向けた取組

（５）審議の記録

・医療保護入院者退院支援委員会の記録を綴った帳簿を作成
・医療保護入院者の診療録に医療保護入院者退院支援委員会の開催日を記載

（４）参加者

【参加を必須とする者】
・主治医（主治医が精神保健指定医でない場合は、主治医以外の精神保健指定医）
・（担当）看護職員
・退院後生活環境相談員
・その他院内の当該医療保護入院者の診療に関わる者であって病院の管理者が参加が必要と認める者

【本人の希望等に応じ参加とする者】
・医療保護入院者本人
・医療保護入院者の家族等
・地域援助事業者その他退院後の生活環境に関わる者（文書の提出も可）
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改正精神保健福祉法の施行事項（検討中の案） ④精神医療審査会の効率化

◆保護者制度の廃止により、退院等の請求について入院者本人とともに 家族等が規定され、退院
等の請求数の増加による精神医療審査会の負担増が想定される。

◆このため、精神医療審査会の負担の軽減及び機能強化を図るため、精神医療審査会運営マニュア
ルを見直す。

○退院等の請求について
・意見聴取等への予備委員の活用
・書面による意見聴取（例．入院に同意した家族以外からの請求の場合）
・意見聴取の必要性の整理（例．同一案件について複数の者から請求があった
場合）

※本マニュアルの見直しについては、現在、平成２５年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研
究事業）研究班において、検討中。

（１）精神医療審査会の負担軽減に関する見直し

○定期の報告等の審査について
・事前の書類審査による疑義事項の明確化
・各審査会の運営要綱の均質化

（２）その他の見直し
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医 療 保 護 入 院 者 の 入 院 届 

 

年  月  日 

               様 

病 院 名            

所 在 地            

管 理 者 名          印 

医療保護入院者 

フリガナ   
生年

月日 

 

年  月  日生 

(満   歳) 
氏 名 

(男・女) 

住 所 

  

 

 

家族等の同意に 

より入院した 

年月日 

 

年  月  日 

今 回 の

入院年月日 
年  月  日 

入 院 形 態 
  

第 3 4 条 に よ る

移 送 の 有 無 
有り     なし 

病 名 

1主たる精神障害 

 

 

ICDｶﾃｺﾞﾘｰ(   ) 

2従たる精神障害 

 

 

ICDｶﾃｺﾞﾘｰ(   ) 

3身体合併症 

 

 

 

生 活 歴 及 び 

現 病 歴 

推定発病年月、 

精神科受診歴 

等を記載する 

こと。 

 

(特定医師の診察

により入院した場

合には特定医師の

採った措置の妥当

性について記載す

ること。) 
 (陳述者氏名         続柄       ) 

初 回 入 院 期 間 

 

前 回 入 院 期 間 

 

初回から前回まで

の 入 院 回 数 

年  月  日～  年  月  日(入院形態      ) 

 

   年  月  日～  年  月  日(入院形態      ) 

 

   計    回 

 

案 
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〈現在の精神症状〉 
Ⅰ 意識 

 1意識混濁 2せん妄 3もうろう 4その他(    ) 

Ⅱ 知能(軽度障害、中等度障害、重度障害) 

Ⅲ 記憶 

 1記銘障害 2見当識障害 3健忘 4その他(    ) 

Ⅳ 知覚 

 1幻聴 2幻視 3その他(    ) 

Ⅴ 思考 

 1妄想 2思考途絶 3連合弛緩 4滅裂思考 5思考奔逸 

 6思考制止 7強迫観念 8その他(     ) 

Ⅵ 感情・情動 

 1感情平板化 2抑うつ気分 3高揚気分 4感情失禁 

 5焦燥・激越 6易怒性・被刺激性亢進 7その他(    ) 

Ⅶ 意欲 

 1衝動行為 2行為心迫 3興奮 4昏迷 5精神運動制止 

 6無為・無関心 7その他(    ) 

Ⅷ 自我意識 

 1離人感 2させられ体験 3解離 4その他(    ) 

Ⅸ 食行動 

 1拒食 2過食 3異食 4その他(    ) 

 

〈その他の重要な症状〉

 

 

〈問題行動等〉 

 

〈現在の状態像〉 

 1てんかん発作 2自殺念慮 3物質依存(    ) 

 4その他(     ) 

 

 1暴言 2徘徊 3不潔行為 4その他(    ) 

 

 1幻覚妄想状態 2精神運動興奮状態 3昏迷状態 

 4統合失調症等残遺状態 5抑うつ状態 6躁状態 

 7せん妄状態 8もうろう状態 9認知症状態 

 10その他(    ) 

医療保護入院の必要性 
患者自身の病気に対する理解 

の程度を含め、任意入院が行 

われる状態にないと判断した 

理由について記載すること。 

  

入院を必要と認めた 

精神保健指定医氏名  
署名 

同意をした家族等 

氏

名 

(男・女) 
続柄 

生年

月日 

年  月  日生 

(男・女) 
続柄 年  月  日生 

住

所 

 

 

1 配偶者 2 父母（親権者で ある・ない） 3 祖父母等  

4 子・孫等 5 兄弟姉妹 6 後見人又は保佐人  

7 家庭裁判所が選任した扶養義務者（選任年月日 年  月 日） 

8 市町村長 

 

審 査 会 意 見 
  

都道府県の措置 
  

161



(裏 面) 

 

記 載 上 の 留 意 事 項 

 1 太線内は、精神保健指定医の診察に基づいて記載すること。 

ただし、第34条による移送が行われた場合には、この欄は、記載する必要はないこと。 

 2 今回の入院年月日の欄は、今回貴病院に入院した年月日を記載し、入院形態の欄にそのときの入院形

態を記載すること。(第33条第2項又は特定医師による入院を含む。その場合は「第33条第2項入院」、「第

33条第1項・第4項入院」、「第33条第2項・第4項入院」又は「第33条の4第2項入院」と記載すること。)な

お、複数の入院形態を経ている場合には、順に記載すること。（第33条第2項又は第33条第2項・第4項に

よる入院の場合は、入院した年月日も併せて記載すること。) 

 3 生活歴及び現病歴の欄は、他診療所及び他病院での受診歴をも聴取して記載すること。 

 4 平成20年３月31日以前に広告している神経科における受診歴を精神科受診歴等に含むこととする。 

5 初回及び前回入院期間の欄は、他病院での入院歴・入院形態をも聴取して記載すること。 

 6 現在の精神症状、その他の重要な症状、問題行動等、現在の状態像の欄は、一般にこの書類作成まで

の過去数か月間に認められたものとし、主として最近のそれに重点を置くこと。 

 7 入院を必要と認めた精神保健指定医氏名の欄は、精神保健指定医自身が署名すること。 

 8 家族等の氏名欄は、親権者が両親の場合は2人目を記載すること。 

 9 家族等の住所欄は、親権者が両親で住所が異なる場合に2つ目を記載すること。 

 10 提出に当たっては、推定される医療保護入院による入院期間及び選任された退院後生活環境相談員を

記載した医療法第１条の５に基づく入院診療計画書を添付すること。 

 11 選択肢の欄は、それぞれ該当する算用数字、ローマ数字等を○で囲むこと。 

162



追加資料２

11 改正精神保健福祉法の施行について

P162 ～ P163の間に挿入

（案）

入 院 診 療 計 画 書

（患者氏名） 殿

平成 年 月 日

病 棟 （ 病 室 ）

主治医以外の担当者名

選任された退院後生活

環境相談員の氏名

病 名

（他に考え得る病名）

症 状

治 療 計 画

検査内容及び日程

手術内容及び日程

推定される入院期間

（うち医療保護入院による入院期間） （うち医療保護入院による入院期間： ）

特別な栄養管理の必要性 有 ・ 無 （どちらかに○）

そ の 他

・看 護 計 画

・リハビリテーション

等の計画

退院に向けた取組

総合的な機能評価 ◇

注１） 病名等は、現時点で考えられるものであり、今後検査等を進めていくにしたがって変わり

得るものである。

注２） 入院期間については、現時点で予想されるものである。

注３） ◇印は、総合的な機能評価を行った患者について、評価結果を記載すること。

注４） 特別な栄養管理の必要性については、電子カルテ等、様式の変更が直ちにできない場合、そ

の他欄に記載してもよい。

（主治医氏名） 印

（本人・家族）



 

 

様式 21 

医 療 保 護 入 院 者 の 定 期 病 状 報 告 書  

 

年  月  日 

                様 

病 院 名            

所 在 地            

管 理 者 名          印 

医療保護入院者 

フリガナ   
生年

月日 

 

年  月  日生 

(満   歳) 
氏 名 

(男・女) 

住 所 

  

 

 

医療保護入院年月

日(第33条第1項に

よる入院) 

年  月  日 

今 回 の

入院年月日 
年  月  日 

入 院 形 態 
  

前回の定期報告 

年 月 日 
     年  月  日 

病 名 

1主たる精神障害 

 

 

ICDｶﾃｺﾞﾘｰ(   ) 

2従たる精神障害 

 

 

ICDｶﾃｺﾞﾘｰ(   ) 

3身体合併症 

 

 

 

生 活 歴 及 び 

現 病 歴 

推定発病年月、 

精神科受診歴 

等を記載する 

こと。 
 (陳述者氏名         続柄       ) 

初 回 入 院 期 間 

前 回 入 院 期 間 

初回から前回まで

の 入 院 回 数 

年  月  日～  年  月  日(入院形態      ) 

   年  月  日～  年  月  日(入院形態      ) 

   計    回 

過去1 2か月間の 

外 泊 の 実 績 

1不定期的 2定期的(ⅰ月単位、ⅱ数か月単位、ⅲ盆や正月) 

3なし 

過去12か月間の治

療の内容と、その

結果及び通院又は

任意入院に変更で

きなかった理由を

記載すること 

 

症 状 の 経 過 1悪化傾向 2動揺傾向 3不変 4改善傾向 

今後の治療方針を

記載すること(患者

本人の病識や治療

への意欲を得るた

めの取り組みにつ

いて) 

 

案 
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退院に向けた取組

の状況（選任され

た退院後生活環境

相談員との相談状

況、地域援助事業

者の紹介状況、医

療保護入院者退院

支援委員会（仮

称）で決定した推

定される入院期間

等について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選任された退院後生活環境相談員 

〈現在の精神症状〉 
Ⅰ 意識 

 1意識混濁 2せん妄 3もうろう 4その他(    ) 

Ⅱ 知能(軽度障害、中等度障害、重度障害) 

Ⅲ 記憶 

 1記銘障害 2見当識障害 3健忘 4その他(    ) 

Ⅳ 知覚 

 1幻聴 2幻視 3その他(    ) 

Ⅴ 思考 

 1妄想 2思考途絶 3連合弛緩 4滅裂思考 5思考奔逸 

 6思考制止 7強迫観念 8その他(     ) 

Ⅵ 感情・情動 

 1感情平板化 2抑うつ気分 3高揚気分 4感情失禁 

 5焦燥・激越 6易怒性・被刺激性亢進 7その他(    ) 

Ⅶ 意欲 

 1衝動行為 2行為心迫 3興奮 4昏迷 5精神運動制止 

 6無為・無関心 7その他(    ) 

Ⅷ 自我意識 

 1離人感 2させられ体験 3解離 4その他(    ) 

Ⅸ 食行動 

 1拒食 2過食 3異食 4その他(    ) 

 

〈その他の重要な症状〉

 

 

〈問題行動等〉 

 

〈現在の状態像〉 

 1てんかん発作 2自殺念慮 3物質依存(    ) 

 4その他(     ) 

 

 1暴言 2徘徊 3不潔行為 4その他(    ) 

 

 1幻覚妄想状態 2精神運動興奮状態 3昏迷状態 

 4統合失調症等残遺状態 5抑うつ状態 6躁状態 

 7せん妄状態 8もうろう状態 9認知症状態 

 10その他(    ) 

本 報 告 に 係 る 

診 察 年 月 日 
    年  月  日 

診 断 し た 

精神保健指定医氏名  
署名 

 

審 査 会 意 見 

  

都道府県の措置 
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(裏 面) 

 

記 載 上 の 留 意 事 項 

 1 太線内は、精神保健指定医の診察に基づいて記載すること。 

 2 今回の入院年月日の欄は、今回貴病院に入院した年月日を記載し、入院形態の欄にそ

のときの入院形態を記載すること。(特定医師による入院を含む。その場合は「第33条

第1項・第4項入院」又は「第33条の7第2項入院」と記載すること。)なお、複数の入院

形態を経ている場合には、順に記載すること。 

 3 生活歴及び現病歴の欄は、他診療所及び他病院での受診歴をも聴取して記載するこ

と。 

 4 生活歴及び現病歴の欄は、前回報告のコピーの添付でもよいが、新たに判明した事実

がある場合には追加記載すること。 

 5 平成20年３月31日以前に広告している神経科における受診歴を精神科受診歴等に含む

こととする。 

 6 退院に向けた取組の状況の欄については、 

①退院後生活環境相談員との最初の相談を行った時期やその後相談の頻度等 

②地域援助事業者の紹介の有無や紹介した地域援助事業者との相談の状況等 

③医療保護入院者退院支援委員会（仮称）での審議状況 

等について記載することとし、③については、必要に応じて医療保護入院者退院支援委

員会（仮称）における審議結果記録を添付した上で、その旨同欄に明記すること。 

7 初回及び前回入院期間の欄は、他病院での入院歴・入院形態をも聴取して記載するこ

と。 

 8 現在の精神症状、その他の重要な症状、問題行動等、現在の状態像の欄は、一般にこ

の書類作成までの過去数か月間に認められたものとし、主として最近のそれに重点を置

くこと。 

 9 診断した精神保健指定医氏名の欄は、精神保健指定医自身が署名すること。 

 10 選択肢の欄は、それぞれ該当する算用数字、ローマ数字等を○で囲むこと。 
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医療保護入院者退院支援委員会審議記録（案） 

 

委員会開催年月日    年  月  日 

患者氏名 
 

 
生年月日 

昭和 

平成 
  年  月  日 

住所 
 

担当退院後生活環

境相談員の氏名 
 

入院年月日 

（医療保護入院） 
    

参加者 

主治医（     ）、主治医以外の医師（      ） 

担当看護職員（                   ） 

担当退院後生活環境相談員（             ） 

その他（                      ） 

本人（参加・不参加）、家族（       （続柄）  ） 

入院診療計画書に記載した 

推定される入院期間 
 

本人及び家族の意見 
 

入院継続の必要性 有  ・  無 

入院継続が必要である場合 

理由 

 

 

 

 

 

推定される入院期間 
 

 

退院に向けた取組 

 

 

 

 

 

 

その他 
 

 

〔病院管理者の署名：               〕 

〔記録者の署名：               〕 
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